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令和５年３月３日（金曜日）

午前10時４分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和５年度宮崎県一般会計予算

○議案第９号 令和５年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計予算

○議案第10号 令和５年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特

別会計予算

○議案第11号 令和５年度宮崎県営国民宿舎特

別会計予算

○議案第13号 令和５年度宮崎県公共用地取得

事業特別会計予算

○議案第14号 令和５年度宮崎県港湾整備事業

特別会計予算

○議案第22号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第39号 土木事業執行に伴う市町村負担

金徴収について

○議案第43号 令和４年度宮崎県一般会計補正

予算（第９号）

○議案第51号 令和４年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計補正予

算（第１号）

○議案第52号 令和４年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特

別会計補正予算（第１号）

○議案第53号 令和４年度宮崎県営国民宿舎特

別会計補正予算（第１号）

○議案第55号 令和４年度宮崎県公共用地取得

事業特別会計補正予算（第１号）

○議案第56号 令和４年度宮崎県港湾整備事業

特別会計補正予算（第３号）

○議案第70号 工事請負契約の締結について

○議案第71号 工事請負契約の締結について

○議案第75号 工事請負契約の変更について

○議案第76号 工事請負契約の変更について

○議案第77号 工事請負契約の変更について

○議案第79号 県道の路線廃止について

○議案第82号 工事請負契約の締結について

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて

○その他報告事項

・アジアゴルフツーリズムコンベンション（Ａ

ＧＴＣ）2023の開催について

・令和５年度商工観光労働部組織改正案につい

て

・みやざき産業振興戦略の改定について

・宮崎県観光振興計画の改定について

・みやざきグローバルプランの改定について

・宮崎県汚水処理事業に係る広域化・共同化計

画の策定について

・高潮浸水想定区域の指定について

○閉会中の継続審査について

出席委員（８人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 山 内 佳菜子

委 員 坂 口 博 美

委 員 二 見 康 之

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 山 下 寿

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

労働委員会事務局

事 務 局 長 内 野 浩一朗

調 整 審 査 課 長 川 野 宏

商工観光労働部
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商工観光労働部長 横 山 浩 文

商工観光労働部次長 米 良 勝 也

企業立地推進局長 平 山 文 春

観光経済交流局長 山 下 栄 次

商 工 政 策 課 長 髙 橋 智 彦

経営金融支援室長 島 田 浩 二

企 業 振 興 課 長 佐々木 史 郎

食品・メディカル
阿 萬 慎 治

産 業 推 進 室 長

雇用労働政策課長 児 玉 珠 美

企 業 立 地 課 長 松 浦 好 子

観 光 推 進 課 長 海 野 由 憲

スポーツランド推進室長 那 須 隆 輝

オールみやざき営業課長 吉 田 秀 樹

工業技術センター所長 大 衛 正 直

食品開発センター所長 平 川 良 子

県立産業技術専門校長 有 村 隆

県土整備部

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

県土整備部次長
日 髙 正 勝

（ 総 括 ）

県土整備部次長
原 口 耕 治

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
境 光 郎

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 廣 松 新

管 理 課 長 井 上 大 輔

用 地 対 策 課 長 鍋 島 宏 三

技 術 企 画 課 長 中 原 学

工 事 検 査 課 長 斉 藤 幸 男

道 路 建 設 課 長 加 行 孝

道 路 保 全 課 長 東 和 俊

河 川 課 長 山 浦 弘 志

ダ ム 対 策 監 山 田 清 朗

砂 防 課 長 行 田 明 生

港 湾 課 長 松 山 英 雄

空 港 ・ ポ ー ト
岩 切 靖 考

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 黒 木 正 行

美しい宮崎づくり
迫 節 夫

推 進 室 長

建 築 住 宅 課 長 巢 山 昌 博

営 繕 課 長 金 子 倫 和

設 備 室 長 中 武 英 俊

高速道対策局次長 伊 福 隆 徳

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 川 野 有里子

議事課主任主事 木 村 結

○西村委員長 ただいまから商工建設常任委員

会を開会いたします。

まず、委員会の日程でありますが、お手元に

配付の日程案を御覧ください。

本日は、補正予算関係議案等の審査に伴い、

来週月曜日以降に当初予算関係議案等の審査を

行うこととしておりますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、審査方法についてであります。

お手元に配付の委員会審査の進め方を御覧く

ださい。

当初予算の審査に当たっては、重点・新規事

業を中心に説明を求めることとし、併せて決算

における指摘要望事項に係る対応状況について

も説明を求めることとしております。

次に、２、当初予算関連議案の審査について

でありますが、今回の委員会は審査が長くなる

令和５年３月３日(金)
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ことが予想されることから、商工観光労働部に

ついては２班に、県土整備部については４班に

分けて審査を行い、最後に総括質疑の場を設け

たいと思います。

審査方法については御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時６分休憩

午前10時６分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、本委員会に付託されました議案の

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○内野労働委員会事務局長 労働委員会事務局

でございます。令和４年度２月補正予算につい

て、座って説明をさせていただきます。よろし

くお願いいたします。

お手元の歳出予算説明資料の赤のインデック

ス487ページをお開きください。

表の左から２列目の補正額の欄にありますと

おり、624万5,000円の減額をお願いするもので

ございます。この結果、補正後の予算額は、２

つ右隣の欄の9,428万8,000円となります。

次に、補正の主な内容について御説明いたし

ます。491ページをお開きください。

上から５段目の（事項）職員費につきまして

は、45万9,000円の減額であります。これは、そ

の下の説明欄にありますとおり、私ども事務局

職員の人件費の執行残に伴うものでございます。

また、その下の段の（事項）委員会運営費に

つきましては、578万6,000円の減額をお願いし

ております。これも下の説明欄にありますとお

り、労働委員会委員の報酬や旅費、会議費など

の労働委員会の運営に要する経費の執行残によ

るものでございます。

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 特に質疑もないようであります

ので、その他で、労働委員会に対して何かござ

いませんか。

○来住委員 令和４年度はまだ途中なんですけ

れども、令和３年度に比べて令和４年度の労働

相談は、全体として増えているのか、減ってい

るのか教えてください。

○川野調整審査課長 労働相談の現況でござい

ますが、令和５年の１月末現在で402件となって

おります。前年比で97件の減でございますが、

年度末には500件ぐらいにはなるのではないかと

思っております。

また、内容につきましては、パワハラや嫌が

らせ、退職、年次休暇関係の相談が多くござい

ます。

○西村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、以上をもち

まして労働委員会事務局を終了いたします。執

行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時10分休憩

午前10時12分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案等について、
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商工観光労働部長の概要説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○横山商工観光労働部長 商工観光労働部でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。

説明に入ります前に、一言お礼を申し上げま

す。

１月31日から２月２日にかけて実施いたしま

した台湾でのトップセールスにつきましては、

大変お忙しい中、県議会から中野議長をはじめ、

西村委員長にも御参加いただきまして、桃園市

等の関係機関等との意見交換や宮崎―台北線の

早期再開の要望、県産品プロモーションイベン

トイベント等を通じまして、経済交流・人的交

流の回復に向けた働きかけや関係機関とのネッ

トワークの強化を図ることができました。誠に

ありがとうございました。

今後、様々な分野において台湾との交流拡大

に努めてまいりたいと考えておりますので、ど

うぞよろしくお願いいたします。

それでは、座って説明をさせていただきます。

常任委員会資料の表紙の裏の目次にあります

とおり、１の予算議案としまして、新規事業等

５つを含みます、議案第43号「令和４年度宮崎

県一般会計補正予算（第９号）」や特別会計補正

予算について説明をさせていただきますほか、

２の特別議案としまして、議案第75号「工事請

負契約の変更について」説明をさせていただき

ます。

また、３の、その他報告事項としまして、今

月開催予定のアジアゴルフツーリズムコンベン

ション（ＡＧＴＣ）2023について御報告をいた

します。

それでは、次の３ページを御覧ください。

議案第43号「令和４年度宮崎県一般会計補正

予算（第９号）」でございます。

今回の補正予算は、事業費の確定等に伴う減

額補正や、後ほど御説明いたします５本の事業

に要する経費につきまして予算を計上したとこ

ろでございます。

商工観光労働部の一般会計歳出につきまして、

表の上から２段目、一般会計の行、左から補正

額28億1,683万3,000円を減額し、補正前の額766

億107万円から補正後の額737億8,423万7,000円

となります。

４ページをお開きください。

債務負担行為の変更であります。令和４年度

中小企業融資制度損失補償でありまして、限度

額を４億5,000万円から３億1,400万円に変更す

るものでございます。

これは、後ほど担当課長から説明いたします

けれども、９月補正で新設しました、みやざき

再生支援特別貸付につきまして、後年度に見込

まれる損失補償に係る経費を債務負担として設

定したところですが、これまでの融資状況等を

踏まえ、限度額を補正するものであります。

次に、５ページを御覧ください。

繰越明許費の追加として、７つの事業をお願

いしております。

一番上の小規模事業者新事業展開等支援事業、

１億2,977万4,000円は、今回新規事業として予

算をお願いしている事業で、小規模事業者がポ

ストコロナを見据えた取組を実施する場合に、

その一部を補助するものでありますが、議決を

いただいた場合に、事業実施が来年度となりま

すことから、繰越しをお願いするものでござい

ます。

２番目の商工業者再建支援補助金、１億6,866

万3,000円は、11月補正で予算を計上した事業で、

今年９月の台風第14号により被災した商工業者
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の再建を支援するためのものでありますけれど

も、物価高騰やコロナ禍の影響等によりまして、

再建に係る資材の導入や工事の完成が、令和５

年度まで期間を要すると見込まれる事例などが

あることから繰越しをお願いするものでござい

ます。

３番目のみやざき商店街等ＩＴ導入支援事

業、1,947万5,000円でありますが、この事業は、

今回新規事業として予算をお願いしている事業

でありまして、キャッシュレス決済やＰＯＳレ

ジ等のＩＴツール導入に取り組む商店街を補助

するものでありますけれども、議決をいただい

た場合に、事業実施が来年度となることから繰

越しをお願いするものでございます。

４番目の県・市町村連携プレミアム付商品券

等発行事業、10億1,770万円でありますが、この

事業は、今回新規事業として予算をお願いして

いる事業でありまして、地域経済の回復を図る

ため、県と連携してプレミアム付商品券等を発

行する市町村を補助するものでありますけれど

も、議決をいただいた場合に、事業実施が来年

度となることから繰越しをお願いするものでご

ざいます。

５番目の観光みやざき回復支援事業、33

億6,640万4,000円でございますが、この事業は、

観光関連産業の事業回復を図るため、官公庁の

補助金を活用して、県内宿泊等の割引支援や、

県内限定で使用できるクーポンを付与するもの

でありまして、国において、事業実施が来年度

まで延長される見込みでありますことから繰越

しをお願いするものでございます。

６番目のポストコロナを見据えた観光誘客促

進事業、２億1,884万8,000円でございますが、

この事業は、県内経済の早期回復と誘客の定着

化を図るため、旅行会社と連携した誘客などを

行うものであり、先ほど御説明しました観光み

やざき回復支援事業を延長することに伴いまし

て、本事業の繰越しをお願いするものでござい

ます。

７番目の新たなインバウンド観光コンテンツ

構築事業、8,000万円でありますが、この事業は、

今回新規事業として予算をお願いしている事業

でありまして、インバウンド誘客を推進し、旅

行需要回復や地域活性化を図るため、本県観光

資源を活用した特別かつ新たな体験やイベント

等の造成・販路開拓を行うものでございますけ

れども、議決をいただいた場合に、事業実施が

来年度となりますことから繰越しをお願いする

ものでございます。

６ページをお願いいたします。

議案第51号「令和４年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）」

でございますが、これは、歳入・歳出予算につ

きまして、事業費の確定等に伴う増額補正を行

うものでございます。

７ページをお願いいたします。

議案第52号「令和４年度宮崎県えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設特別会計補正予算

（第１号）」でございますが、これは、歳入・歳

出予算につきまして、執行残に伴う減額補正を

行うものであります。

８ページをお願いいたします。

議案第53号「令和４年度宮崎県営国民宿舎特

別会計補正予算（第１号）」でございますが、こ

れは、歳入・歳出予算につきまして、事業費の

確定等に伴う増額補正を行うものでございます。

ここで、３ページにお戻りください。

これらの補正予算につきまして議決をいただ

きますと、表の一番右上になりますが、当部の

予算額は、一般会計と特別会計の合計で782
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億8,834万8,000円となります。

少し飛びまして14ページをお願いいたします。

議案第75号「工事請負契約の変更について」

でございます。

４月の供用開始を目指し、整備を進めており

ます屋外型トレーニングセンターの建設工事に

つきまして、請負契約の変更に当たり、議会の

議決に付すものでございます。

詳細につきましては、それぞれ、各課長が説

明いたしますので、よろしくお願いいたします。

○西村委員長 商工観光労働部長の概要説明が

終わりました。

次に、議案に関する説明を求めます。

○髙橋商工政策課長 議案第43号「令和４年度

宮崎県一般会計補正予算（第９号）」につきまし

て御説明いたします。

お手元の令和４年度２月補正歳出予算説明資

料の青いインデックス、商工政策課のところ、235

ページをお願いいたします。

補正額は、左から２列目の補正額の欄にござ

いますとおり、一般会計と特別会計を合わせま

して21億2,256万円の減額補正をお願いするもの

であります。

補正後の額は、右から３列目の補正後の額の

欄にございますとおり、673億5,389万7,000円と

なります。このうち、一般会計につきましては、

補正額21億5,608万1,000円の減額で、補正後の

額は、右から３列目でございますが、629億3,055

万5,000円。特別会計は、補正額3,352万1,000円

の増額でありまして、補正後の額は44億2,334

万2,000円となります。

それでは、主な事項について説明いたします。

まず、一般会計について、238ページをお願い

いたします。

中ほどの（事項）中小企業金融対策費31億7,757

万円の減額であります。

このうち、まず、説明欄１の中小企業融資制

度貸付金の18億441万7,000円の減額でございま

すが、これは、県融資制度におきまして、金融

機関が融資を行う際の原資の一部として金融機

関に貸付けを行うものでありまして、融資実績

が見込みを下回ったことから減額するものであ

ります。

その下の説明欄の２、中小企業金融円滑化補

助金の１億6,232万円の減額でございますが、こ

れは、中小企業が貸付けを受ける際に信用保証

協会に支払う保証料について、事業者の負担を

軽減するため、保証料の一部を信用保証協会へ

補助をするものでありまして、保証債務残高が

見込みを下回ったことから減額するものであり

ます。

また、説明欄の３、信用保証協会損失補償金

の１億4,269万3,000円の減額でありますが、こ

れは、県の融資制度において、信用保証協会が

行った代位弁済により生じた損失の一部を県が

補償するものでありまして、代位弁済の額が見

込みを下回ったことから減額するものでありま

す。

説明欄の４、中小企業融資制度利子補給の１

億2,219万円の減額でありますが、これは、国の

貸付け制度で、令和２年度から令和４年度にか

けて貸付が実行されました「新型コロナウイル

ス感染症対応資金」について利子補給を行うも

のでありまして、利子補給の件数が見込みを下

回ったことから減額するものであります。

最後に、説明欄５の宮崎県物価高騰対策金融

支援基金積立金９億4,595万円の減額であります

が、これは、コロナ禍におけるエネルギー価格

等の物価高騰の影響により、事業活動に支障が

生じた中小企業者に対して信用保証料補助を行
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うため、国の臨時交付金を活用した基金化が認

められております令和５年度から令和９年度ま

での補助に必要な経費の積立てを行うものであ

りまして、貸付実行件数が見込みを下回ったこ

とから減額するものであります。

続きまして、239ページを御覧ください。

中ほどでございますが、（事項）小規模事業対

策費8,167万3,000円の増額であります。

主なものといたしまして、まず、説明欄１の

小規模事業経営支援事業費補助金、（１）人件費

の2,641万8,000円の減額でありますが、これは、

商工会議所や商工会等に設置する経営指導員等

の人件費に対して補助を行うものでありまして、

職員の退職、育児休業等に伴い減額するもので

あります。

また、説明欄３の販路開拓等事業者支援事業

の1,482万1,000円の減額でありますが、こちら

は採択者数が積算見込みを下回ったことから減

額するものであります。

その下の、説明欄４の新規事業、小規模事業

者新事業展開等支援事業につきましては、後ほ

ど常任委員会資料で御説明させていただきます。

次に、一番下の（事項）中小商業活性化事業

費９億6,593万7,000円の増額であります。

240ページをお願いいたします。

主なものといたしまして、まず、説明欄の４、

みやざき応援消費拡大支援事業の5,459万円の減

額でありますが、これは、市町村が実施する地

域の実情に応じた消費喚起事業等への補助を行

うものでありまして、一部市町村で実施した

キャッシュレス決済に係るポイント還元の実績

が見込みを下回ったことなどにより減額するも

のであります。

説明欄５の、みやざき商店街等にぎわい回復

応援事業の1,524万8,000円の減額でありますが、

これは、事業を実施した商店街等の数が見込み

を下回ったことから減額するものであります。

なお、説明欄１の新規事業、みやざき商店街

等ＩＴ導入支援事業及び説明欄の６にございま

す県・市町村連携プレミアム付商品券等発行事

業につきましては、それぞれ常任委員会資料で

後ほど御説明させていただきます。

242ページをお願いいたします。

次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計

について御説明いたします。

まず、中ほどの（事項）小規模企業者等設備

導入事業助成費7,007万9,000円の増額でありま

す。

主なものといたしましては、説明欄１の貸付

事業9,059万6,000円の増額でありますが、これ

は、前年度の貸付原資の執行残が確定したこと

により、今年度の貸付原資となる歳入が増額と

なることから、その歳出見合い分を増額するも

のであります。

次に、一番下の（事項）元金3,655万8,000円

の減額であります。

主なものといたしましては、説明欄１の高度

化資金借入金元金償還の2,911万7,000円の減額

でございますが、これは、中小企業基盤整備機

構から借り入れた貸付原資の償還につきまして、

高度化資金借受者からの償還額が確定したこと

に伴い減額するものであります。

次に、債務負担行為の変更について御説明い

たします。

資料が替わりまして、常任委員会資料の４ペ

ージをお願いいたします。

令和４年度中小企業融資制度損失補償につき

まして、限度額を４億5,000万円から３億1,400

万円に変更するものであります。

これは、９月追加補正において、みやざき再
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生支援特別貸付を創設したことに伴い、限度額

を４億5,000万円に引き上げていましたが、融資

実績が見込みを下回ったことに伴い減額変更す

るものであります。

ページ飛びまして、常任委員会資料の９ペー

ジをお願いいたします。

引き続きまして、２月補正案としてお願いし

てございます当課の新規事業の詳細につきまし

て御説明いたします。

新規事業、小規模事業者新事業展開等支援事

業であります。

予算額といたしましては、１億2,977万4,000

円、財源は宮崎再生基金であります。

事業の目的でございますが、小規模事業者に

対しまして、新事業展開など、ポストコロナを

見据えた取組を促すことで、小規模事業者の事

業の継続・発展、自ら変革する力のある事業者

の増加を図るものであります。

事業の概要でございますが、まず①といたし

まして、小規模事業者が商工会議所等の支援を

受けながら、新事業展開や販路開拓に取り組む

ための経費について、補助率３分の２、上限額50

万円以内を補助するものであります。

また、事業内容②といたしまして、県商工会

議所連合会等が新事業展開や販路開拓に取り組

む小規模事業者を対象に、商談会を実施するた

めの経費を補助するものであります。

成果指標といたしましては、対前年売上高５

％増加の事業者数、130者としてございます。

引き続き、10ページをお願いいたします。

２つ目の新規事業でございまして、みやざき

商店街等ＩＴ導入支援事業であります。

予算額といたしましては、1,947万5,000円、

財源は一般財源であります。

事業の目的でございますが、キャッシュレス

決済やＰＯＳレジ等のＩＴツールの導入に要す

る経費等を補助することにより、デジタル技術

を活用した生産性向上に取り組む商店街等を支

援することとしてございます。

事業の概要でございますが、（２）の事業内容

を御覧ください。

まず、①といたしまして、商店街等を構成す

る複数事業者が商工会議所等と連携して行う会

計・受発注・決済等ソフトやタブレット・パソ

コン等の導入に要する経費を、商工会議所等を

通して、事業者等に対して支援することとして

ございます。

なお、類似する事業といたしまして、国のほ

うでＩＴ導入支援事業というものを導入してご

ざいますが、この国の事業では10者以上を対象

としているのに対しまして、本事業では国の事

業でカバーしておりません５者以上の事業者を

主に支援させていただくことを想定してござい

ます。

また、②といたしまして、ＩＴツールの導入

を行う事業者に対して、商工会議所等とともに

助言等を行うアドバイザーの設置等に要する経

費を補助することとしてございます。

また、最後に③といたしまして、①の取組に

併せまして、商工会議所等が行う事業者への支

援等に要する経費を商工会議所等に補助するこ

ととしてございます。

本事業につきましては、予算額1,900万円ほど

でございまして、予算の範囲内ということを考

えますと、大体、商工会議所と商工会を合わせ

まして４団体程度を想定して支援してまいりた

いと考えてございまして、そうした４団体等を

選定して、今後モデルを創出し、横展開も図っ

ていくことで、成果指標にもございますような

目標をしっかりと達成してまいりたいと考えて
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おります。

次に、11ページをお願いいたします。

３つ目の新規事業でございまして、県・市町

村連携プレミアム付商品券等発行事業でありま

す。

予算額といたしましては10億1,770万円、財源

は地方創生臨時交付金であります。

事業の目的でございますが、市町村と連携し

たプレミアム付商品券等の発行により、県民の

負担を軽減しつつ消費需要を喚起し、落ち込ん

だ地域経済の回復を図るというものであります。

事業の概要でございますが、市町村が地域の

実情に応じて行うプレミアム付商品券等の発行

などに係る経費２分の１以内について、市町村

に対して補助をするものでございます。

これにより、プレミアム付商品券のほか、地

域限定クーポン、地域通貨ポイントなど、市町

村による幅広い消費喚起策の実施を支援してま

いります。県内の事業者全体へ効果が行き届く

よう、県としてしっかりと取り組んでまいりま

す。

なお、ただいま御説明いたしました３つの事

業の期間につきまして、いずれも令和４年度と

してございますが、商工団体や市町村における

準備期間なども勘案した結果でございまして、

本議会において併せて来年度への繰越しを御提

案させていただいているところであります。

○佐々木企業振興課長 企業振興課の２月補正

予算について御説明いたします。

令和４年度２月補正歳出予算説明資料の企業

振興課のインデックスのところ、243ページをお

開きください。

今回の補正額は、左から２列目の補正額の欄

にありますとおり、１億542万9,000円の減額補

正でございまして、補正後の額は、右から３列

目の欄にありますとおり19億7,818万4,000円で

ございます。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

同じく245ページをお開きください。

中ほどの（事項）職員費1,394万4,000円の増

額でございます。これは、昨年度に比べまして、

当課の関連の職員数が増員しましたほか、異動

によりまして、職位の高い職員の割合が増えた

ことなどによりまして、所要見込額が増加した

ことによるものでございます。

次に、一番下の（事項）新事業・新分野進出

支援事業費、661万3,000円の減額でございます。

主なものといたしましては、説明欄の３、地

域産業技術開発促進・新事業創出推進事業でご

ざいますが、これは、産学官グループ等が行う

新製品や新技術の研究開発の取組を支援するも

のでございまして、補助金の申請が当初の見込

みを下回ったことによるもののほか、交付決定

後に事業内容が縮小したことなどによりまし

て455万5,000円を減額するものでございます。

続きまして、246ページをお開きください。

上から２段目の（事項）地域企業再起支援事

業費3,072万9,000円の減額でございます。

主なものといたしましては、説明欄の５、も

のづくり企業等コロナ対策総合支援事業ですが、

これは、県内企業が将来的な事業の新展開を図

るために行う生産設備等の改修や、デジタル化

推進のために行うＩＣＴ技術導入の取組を支援

するものでございまして、このうち、ＩＣＴ技

術導入の補助事業につきましては、補助金の申

請が当初の見込みを下回ったことによるものの

ほか、補助金申請後の辞退があったことなどに

よりまして、1,007万1,000円を減額するもので

ございます。
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次に、247ページを御覧ください。

上から２段目の（事項）産業集積対策費5,241

万3,000円の減額でございます。

主なものといたしましては、説明欄の５、ポ

ストコロナを見据えた食品製造業支援事業でご

ざいますが、これは、食品製造事業者の第三者

認証取得や機械導入等への支援のほか、県内企

業への支援体制を整備するため、食品開発セン

ターへ機器の導入等を行うものでございまして、

機器の導入補助について、申請件数は当初の想

定は超えたものの、事業規模が想定よりも小規

模なものが多かったことにより執行残が生じた

ことに加えまして、食品開発センターへの機器

導入の入札残などにより4,803万7,000円を減額

するものでございます。

次に、下から２段目の（事項）工業技術セン

ター総務管理費から、次の248ページ、一番下の

（事項）食品開発センター研究開発費につきま

しては、備品購入の入札残をはじめ、工業技術

センター及び食品開発センターの管理運営費等

の執行残でございます。

○児玉雇用労働政策課長 雇用労働政策課の２

月補正予算について御説明いたします。

お手元の令和４年度２月補正歳出予算説明資

料の雇用労働政策課のインデックスのとこ

ろ、249ページをお開きください。

今回の補正は、補正額にございますとおり３

億858万円の減額補正であります。補正後の予算

額は、右から３番目の欄にありますように11

億6,954万8,000円となります。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

251ページをお開きください。

一番下の（事項）地域雇用対策推進費１億3,136

万8,000円の減額であります。

これは、説明欄２（１）の外国人技能実習生

等受入事業者支援事業において、国の新型コロ

ナ感染症の水際対策の措置に伴い、待機期間中

の宿泊費や交通費など、県内で外国人技能実習

生などを受け入れる企業等の負担の増加に対す

る支援を実施し、その負担の軽減を図ることと

しておりましたが、当初予算をお願いした時点

では14日間でありました入国後の待機期間が段

階的に短縮され、令和４年10月11日以降は待機

の必要がなくなるなど、水際対策が緩和された

ことなどにより、申請件数が当初の見込みを下

回ったこと、また、252ページ、一番上の（２）

ウクライナ避難民採用企業支援事業において、

就労を希望するウクライナ避難民の方を採用し

た県内企業を支援するため給付金を支給いたし

ましたが、支給人数が見込みを下回ったことに

よる執行残等によるものでございます。

次に、253ページを御覧ください。

一番上の（事項）認定職業訓練費666万6,000

円の減額であります。

これは、説明欄１の認定職業訓練助成事業費

補助金において、認定職業訓練を行う職業訓練

法人等に対し、運営費等を補助するものであり

ますが、開校コース数の減などによる国庫補助

決定に伴う補正でございます。

続きまして、一番下の（事項）県立産業技術

専門校費１億5,400万5,000円の減額であります。

説明欄を御覧ください。

主なものは、７の離職者等訓練事業において、

離職者の再就職に向けて各種の職業訓練を実施

しておりますが、対象者が見込みを下回ったこ

となどによる減額であります。

○松浦企業立地課長 企業立地課の補正予算に

ついて御説明いたします。

令和４年度２月補正歳出予算説明資料の企業
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立地課のインデックスのところ、255ページをお

開きください。

当課の補正額は３億2,940万1,000円の減額補

正であります。

補正後の額は、右から３番目の欄にあります

ように７億5,979万1,000円となります。

主な事項について御説明いたします。

257ページをお開きください。

ページ中ほどの（事項）企業誘致活動等対策

費88万円の減額であります。

説明欄１の情報収集整備事業でありますが、

これは、企業誘致活動に係る職員の旅費や役務

費等の執行残であります。

続きまして、ページ一番下の（事項）立地企

業フォローアップ対策費３億2,276万円の減額で

あります。

説明欄１の企業立地促進補助金につきまして

は、立地企業の新規雇用や設備投資などの実績

に応じて補助するものですが、令和４年度に補

助金の申請を予定していました企業のうち、一

部の企業が申請を見送ったことや、申請額が当

初の見込みを下回ったことにより減額するもの

でございます。

○海野観光推進課長 観光推進課の補正予算に

ついて御説明いたします。

お手元の令和４年度２月補正歳出予算説明資

料の259ページ、観光推進課のインデックスのと

ころをお開きください。

ページ一番上の行、左から２番目の欄になり

ますが、一般会計と特別会計を合わせまして１

億8,041万1,000円の増額補正をお願いしており

ます。

この結果、補正後の予算額は、右から３番目

の欄になりますが、60億8,293万8,000円となり

ます。このうち一般会計につきましては、補正

額は１億6,181万円の増額で、補正後の額は60

億216万9,000円となっております。

また、中ほどにあります特別会計につきまし

ては、補正額は1,860万1,000円の増額で、補正

後の額は8,076万9,000円となっております。

主な補正内容ですが、262ページをお開きくだ

さい。

ページの中ほど、（事項）観光・ＭＩＣＥ誘致

促進事業費1,196万3,000円の減額であります。

説明欄の１、ＭＩＣＥ推進強化事業において、

新型コロナウイルスの感染拡大の影響等により

まして、各種会議等が中止・延期されたことか

ら、ＭＩＣＥ開催支援補助金の申請額が当初の

見込みより少なくなり、減額するものでありま

す。

次のページ、263ページを御覧ください。

一番上の（事項）観光交流基盤整備費２億100

万3,000円の増額であります。

主なものとしましては、説明欄の２、みやざ

きユニバーサルツーリズム推進事業につきまし

ては、みやざきユニバーサルツーリズムセンタ

ーの設置や、宿泊施設等のユニバーサルデザイ

ン化に向けた改修費等を補助するものでありま

すが、補助金の交付額が当初の見込みより少な

かったことなどにより減額するものであります。

次に、説明欄の３、ポストコロナを見据えた

観光誘客促進事業につきましては、九州や大都

市圏をターゲットに、本県の強みをフル活用し

た観光プロモーションを強化することにより、

効果的な誘客を図るものでありますが、国内の

交通機関との連携したプロモーションや教育旅

行を推進するための貸切りバス費用、企画開発

費に執行残が生じたことにより減額するもので

あります。

次に、説明欄の４、観光みやざき回復支援事
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業につきましては、後ほど常任委員会資料で御

説明いたします。

次に、説明欄の５、宿泊事業者原油高騰等緊

急支援事業につきましては、宿泊事業者がコス

ト削減に資する省エネルギー機器やシステム導

入等への取組を支援するものでありますが、補

助金の交付申請が当初の見込みより少なかった

ことなどにより減額するものであります。

次に、下から２つ目の（事項）国際観光宣伝

事業費7,961万8,000円の増額であります。

主なものとしましては、説明欄の３、新規事

業、新たなインバウンド観光コンテンツ構築事

業でございますが、こちらにつきましては、後

ほど常任委員会資料で御説明いたします。

次に、264ページをお開きください。

（事項）スポーツランドみやざき推進事業

費8,226万5,000円の減額であります。

主なものとしましては、説明欄の５、屋外型

トレーニングセンター開設準備事業につきまし

て、令和５年４月の供用開始に向けて施設利用

の受付業務を２月から開始するとともに、施設

の運営に必要な資機材等の準備や、物価高騰等

によるセンターの整備費用の増加に対応するも

のでありますが、センター工事請負変更契約の

額の確定に伴い減額するものであります。

詳細につきましては、後ほど、特別議案、議

案第75号「工事請負契約の変更について」にお

いて説明いたします。

265ページを御覧ください。

次に、特別会計についてであります。

当課では、えびの高原スポーツレクリエーショ

ン施設、いわゆるアイススケート場と県営国民

宿舎えびの高原荘・高千穂荘の施設運営・管理

を行っており、２つの特別会計を設定しており

ます。

まず、えびの高原スポーツレクリエーション

施設特別会計であります。

補正額は29万4,000円の減額で、補正後の額は、

右から３番目の欄4,499万2,000円となっており

ます。

補正の内容ですが、（事項）県営えびの高原ス

ポーツレクリエーション施設運営費29万4,000円

の減額であります。

左から４番目、その他特定財源の欄にありま

す繰入金につきましては、施設運営に係る、え

びの高原アイススケート場の維持・補修費等に

執行残が生じたことにより減額するものであり、

また、その下の繰越金については、昨年度の繰

越金確定により減額となったものであります。

次に、266ページをお開きください。

県営国民宿舎特別会計であります。

補正額は1,889万5,000円の増額で、補正後の

額は、右から３番目の欄、3,577万7,000円となっ

ております。

主な補正内容ですが、（事項）国民宿舎「えび

の高原荘」運営費630万5,000円の増額と、その

下の（事項）国民宿舎「高千穂荘」運営費1,259

万円の増額でありますが、共に左から４番目の

その他特定財源の欄にあります、繰越金につい

て、昨年度の繰越金確定により増額となったも

のであります。

続きまして、常任委員会資料の12ページを御

覧ください。

観光みやざき回復支援事業であります。

補正額は、右上にありますとおり２億5,767

万6,000円であり、全額国庫であります。

事業の目的でありますが、国の地域観光事業

支援を活用し、県内宿泊等の割引支援や県内限

定で使用できるクーポンを付与するものであり

ます。
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今回、観光庁から、現在のみやざき割に必要

な財源として追加で内示をいただいたことから、

増額補正をお願いするものであります。

事業期間は、一番下にありますとおり令和４

年度となっておりますが、翌年度へ繰り越して

実施することとしております。

次に、事業内容としましては、（２）の①にあ

りますとおり、１人当たりの県内宿泊等代金の

最大20％、交通付旅行商品は上限5,000円、それ

以外は上限3,000円の割引を実施するとともに、

②にありますとおり、県内で使用可能なクーポ

ンを１人当たり、平日は上限2,000円、休日は上

限1,000円を付与するものであります。

この事業の実施により、延べ48万人の宿泊を

見込むとともに、宿泊業をはじめ、幅広い観光

関連産業の活性化につなげてまいります。

次に、13ページを御覧ください。

新規事業、新たなインバウンド観光コンテン

ツ構築事業であります。

予算額は8,000万円、財源は全額国庫でありま

す。

事業の目的でありますが、本県の観光資源を

活用した特別かつ新たな体験やイベント等の造

成・販路開拓を行うことにより、インバウンド

誘客を推進し、コロナ禍からの旅行需要回復や

地域活性化を図るものであります。

事業概要でありますが、（１）の事業スキーム

は、県から民間事業者への委託を想定しており

ます。

（２）の事業内容は、①にありますとおり、

インバウンド誘客に知見のあるアートディレク

ター等の企画・監修により、県内の各観光地と

アートや人物を掛け合わせた、映える、フォト

ジェニックな撮影スポットを整備するとともに、

②にありますとおり、①で整備した撮影スポッ

トを活用し、デジタルマップによるスタンプラ

リー、ハッシュタグキャンペーン等を実施し、

誘客の強化、周遊性の向上を図ることとしてお

ります。また、海外向けＳＮＳ等による情報発

信を行うとともに、韓国、台湾、香港など海外

の旅行会社と連携した商品造成にも取り組んで

まいります。

事業の期間につきましては令和４年度ですが、

こちらについても令和５年度に繰り越して、令

和５年度に実施したいと考えております。

次に、14ページを御覧ください。

議案第75号「工事請負契約の変更について」

御説明いたします。

１の事業概要でありますが、事業名は、屋外

型トレーニングセンター整備事業、所在地は、

宮崎市山崎町浜山であります。整備内容は、サッ

カー・ラグビーグラウンド、多目的グラウンド、

室内練習場などであります。

２の工事請負契約の概要ですが、（１）の契約

の金額は18億2,600万円でありましたが、変更す

る契約金額は18億5,250万7,110円となり、2,650

万7,110円の増額となります。

（２）の契約の相手方は、吉原・和広・ＮＴ

Ｔファシリティーズ屋外型トレーニングセンタ

ー整備事業特定建設工事共同企業体であります。

（３）の工期でありますが、令和４年３月25

日から令和５年３月31日までとなります。

３の変更理由ですが、屋外型トレーニングセ

ンターの整備に係る建設資材等の物価上昇の影

響による費用の増加となります。

○吉田オールみやざき営業課長 オールみやざ

き営業課の２月補正予算について御説明いたし

ます。

お手元の令和４年度２月補正歳出予算説明資

料、オールみやざき営業課のインデックスの箇
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所、267ページをお願いいたします。

当課の補正額は7,915万2,000円の減額補正で

ございます。

補正後の額は、右側から３番目の欄になりま

すけれども、９億4,399万円となります。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

269ページをお願いいたします。

まず、ページ中ほど、（事項）国際交流推進事

業費2,446万1,000円の減額でございます。

主なものとしましては、説明欄６の協定締結

都市等との交流促進事業441万7,000円の減額で

ありますけれども、これは、新型コロナウイル

スの影響によりまして、高校生や民間団体等に

よる台湾との往来交流がほとんど実施できな

かったことに伴う減額でございます。

また、７の外国人材受入環境整備事業1,419

万4,000円の減額でありますけれども、日本語教

育の開催等に係る経費について、新型コロナウ

イルスの影響によりまして各種会議や視察等を

オンラインに切り替えたことなどによる減額で

ございます。

次に、ページ下から３行目、（事項）海外技術

協力費238万7,000円の減額ででございます。

これは、世界との絆、国際協力推進事業にお

いて、新型コロナウイルスの影響によりまして、

県費留学生の受入数を縮小したことによる減額

でございます。

次に、270ページをお願いいたします。

ページ下から６行目（事項）県産品販路拡大

推進事業費、4,683万2,000円の減額でございま

す。

主なものとしましては、まず、説明欄１の県

産品振興事業、557万5,000円の減額であります

けれども、これは、物産貿易振興センター委託

料の所要額が見込みを下回ったこと等による減

額でございます。

また、２のふるさと宮崎応援寄附金拡大事

業、4,096万5,000円の減額でありますけれども、

これは寄附金額が当初の見込みを下回ったこと

による減額でございます。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

○山内副委員長 歳出予算説明資料238ページの

中小企業金融対策費の１の中小企業融資制度貸

付金について、融資が見込みを下回ったという

ことに関してはどういうふうに分析をされてい

るのかをお伺いします。

○島田経営金融支援室長 見込みを下回った件

につきましてですが、本年度は中小企業を取り

巻く経営環境が非常に厳しく、６月、９月と補

正をお願いしまして、特別貸付を設定し、資金

繰り支援を行ってまいりました。

この有利な特別支援を設けましたことで、例

年御用意している既存の資金メニューの利用が、

より有利な制度に流れて、その分減っていると

いう状況でございます。

既存分だけで比較しますと、令和３年度に134

億円ほど融資をしておりましたが、令和４年度

は有利な貸付けを利用されたことに伴いまして、

１月末現在で約56億円となっておりまして、そ

の分の必要な預託に伴う貸付けが不要となった

ことから、減額をしたものでございます。

○山内副委員長 有利なほうに流れているとい

うことを聞いて、ちょっと安心しました。何か

制度上、使い勝手が悪いのかを心配していたん

ですが、今の説明で納得いたしました。

あと、247ページの産業集積対策費の５番の、

ポストコロナを見据えた食品製造業支援事業に

関しての御説明の中で、機械の導入に関して、
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申請件数は見込みを超えたんだけれども、事業

規模が小さい方の申請が多くて、総額的には見

込みを下回ったという部分に関して、もうちょっ

と詳しくお伺いしたいのと、食品開発センター

の機械導入を予定していたが、入札残があった

という部分に関しても、もう一度、御説明を詳

しくお願いします。

○阿萬食品・メディカル産業推進室長 ポスト

コロナを見据えた食品製造業支援事業について、

先ほどお話がありました補助金と設備の導入の

関係ですけれども、まず、補助金につきまして

は、課題の解決や人材の育成を支援するための

補助金を２種類用意しております。１つは、設

備整備等の改修等を行うための補助金といたし

まして上限100万円、新たな機器を整備するもの

といたしまして上限500万円という２種類の補助

金を用意したところでございます。それぞれ100

万円の改修を10件程度、機器の整備を20件程度

予定しておりまして、予算額としましては、１

億1,000万円を確保したところでございます。

これにつきまして、それぞれ、100万円の改修

は14件、機器の整備は26件の交付決定をしまし

たが、先ほど説明もありましたように、上限を

下回るような申請が多かったものですから、

約3,300万円の執行残を出したところでございま

す。

それから、食品開発センターの支援機能を強

化するということで、５つの機器の整備をお願

いしておりまして、予算額で約6,000万円を確保

しましたが、それぞれ執行残が出まして1,100万

円の執行残となったところでございます。

○山内副委員長 まず、１つ目の設備の導入に

関しての補助金については、小さなお店の方が

いろいろ小規模でやる件が多かったというイメ

ージでよろしいですか。どういう業種の方がど

ういうことに使われたのかを、もうちょっと教

えていただいてよろしいでしょうか。

○阿萬食品・メディカル産業推進室長 この事

業は、食品製造業者を対象としておりまして、

施設の改修は上限100万円でございました。例え

ば、食品を加工するところの、水たまりができ

る老朽化した床の張り替えであったりとか、衛

生面では換気扇であったりとか、外からの虫の

混入等を防ぐための処理をするための設備を導

入するとか、そういったものを対象としたもの

でございますけれども、対象期間が実際に、半

年、最長で７～８か月しか取れなかったという

こともありまして、事業者がその範囲内ででき

る改修を捉えたということになっております。

○山内副委員長 分かりました。

また、後ほど詳しくお伺いしたいと思います。

食品開発センターの機械に関しては、５つと

も機械は全部買って、それぞれ安く買うことが

できたというイメージでよろしいんでしょうか。

○阿萬食品・メディカル産業推進室長 食品開

発センターで購入させていただきましたのが、

予定しておりました５つの製品につきましては、

それぞれ予算を確保するときに見積もり等を取

りまして、適正な予算措置をしたと考えたとこ

ろでございますけれども、このうちの１件、真

空凍結乾燥装置、いわゆるフリーズドライを作

成する機械でございますけれども、これが当初

予定していた価格よりもずいぶん安く入ったも

のですから、約1,000万円近く減額となったもの

でございます。

○山内副委員長 分かりました。ちゃんとした

ものを安く買えたならいい結果だったのかと感

じました。

○坂口委員 今回の知事の重点施策で、ポスト

コロナでのフードビジネスをかなり増強して加
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速していく、そこらも見据えてのそういった試

験研究関係のハード面の整備ということで、そ

れでもなおかつ減額で大丈夫ということなんで

すか。

○阿萬食品・メディカル産業推進室長 今年度、

この食品開発センターには、ポストコロナを見

据えた食品製造業支援事業といたしまして、５

つの事業を当初予算でさせていただいたところ

ですけれども、歳出予算説明資料の食品開発支

援機能強化事業は６月補正で追加いたしまして、

機器４点の追加購入を、今年させていただきま

した。あわせて、今年度、食品開発センターに

９つの機器、約１億円近くのものを整備させて

いただいたところでございます。

これにつきましては、納期の関係で年度末に

入ってくるということがあったものですから、

例えば気流式製粉機は、先日、事業者を集めて

セミナー等を開催いたしまして、使用方法や特

徴を説明したところでございます。

また、今後、導入しました９つの機器の説明

会等を順次行ったり、この機器を使った商品開

発を支援していきたいと考えております。

○坂口委員 本会議の知事答弁の中でも、そう

いった６月の肉付けも含めての今後ということ

だったけれども、既にその方向で、今年度予算

で計画されていたものの中にそれは含むべき

じゃなかったのかというような気もしたもんで

すから、あえて６月補正ってなると、またスタ

ートがそれからになりますし。

これは別に関係ないんですけれども、やっぱ

り、今年度予算を確保しながら、そこでやれな

かったのかという気がしたもんだから、６月の

補正分を既に今年度やれる見通しがそのときに

立っていなかったのかと思って。必要なものな

のでしょう。でも、そのさなかで知事は選挙で

フードビジネスをうたわれて、そのときに既に

頭の中になかったのかなと思って。

○阿萬食品・メディカル産業推進室長 今年度

につきまして、当初と６月補正と、予定どおり

の機器を整備させていただきまして、導入も済

みましたので、御期待に応えらえるよう、十分

活用させていただきたいと思います。

○坂口委員 あと、信用保証協会関係だけれど

も、代位弁済がかなり減額されています。当初

幾らぐらい予定されていて、それがコロナ禍の

中で、予定されていたものより影響が小さかっ

たと取るべきなのか、そこらはどんなですか。

○島田経営金融支援室長 信用保証協会損失補

償金ということで１億4,269万3,000円減とさせ

ていただいております。これも御承知のとおり、

代位弁済をした場合に信用保証協会に県が損失

の一部を保証するというものなのですが、前年

度の実績が確定したものを算定しまして翌年度

に補償金を支払うということになっています。

令和３年度分は若干少なかったということで、

補正の減額幅が大きくなっておりますが、県下

の状況を見ますと、決して楽観視できる状況で

はないと、引き続き支援を行っていかなければ

いけないと捉えております。

○二見委員 観光みやざき回復支援事業に関連

してちょっとお伺いしたいんですけれども、今

までもやっていることだと思うんですが、この

事業には民泊とか、農泊の分野の人たちは入っ

ていないんですよね。事業者の対象の確認なん

ですけれども、民泊事業者とかも入っているん

ですか。

○海野観光推進課長 農泊、民泊も、ホテル旅

館業法関係ということで、一応、対象には入っ

ております。

○二見委員 分かりました。
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○山内副委員長 今の事業に関連してなんです

けれども、例えばクーポンを使った方が、実際、

どういうところに宿泊をしたのかとか、どうい

う交通手段を使って、どういうところに宿泊し

て、どんな行動をして、どういうところでクー

ポンを使ったのかみたいな、そういうデータの

分析みたいなことってされているんでしょうか。

○海野観光推進課長 今現在の動向というのは、

ちょっとまだ分析中なんですけれども、過去、

どういったところでこのクーポンを使ったか、

どこに宿泊したかというデータは取っておりま

すので、また、集約というか分析して御報告で

きるタイミングがあるかと思います。

○山内副委員長 コロナ禍とコロナが落ち着い

てからとでは、また、動き方も違ってくると思

うんですけれども、ぜひ、この事業で終わりじゃ

なくて、この事業で得たデータとか、分析とか

を、また今後の観光回復につなげていただきた

いと思いました。

○海野観光推進課長 この全国旅行支援等も含

めて、観光戦略を立てる上で、そういう人流の

データだとか、人の動きについて分析していく

必要があると、それが大事だと思っております

ので、来年度もデジタルデータを活用しながら、

しっかり分析をしてまいりたいと思っておりま

す。

○山下委員 みやざき商店街等ＩＴ導入支援事

業でお尋ねしたいんですが、県内に商工会議所

は幾つ、そして、商工会は幾つ、数をまず教え

てください。

○髙橋商工政策課長 県内で申しますと、商工

会議所が９、商工会が35でございます。

○山下委員 それで、先ほどの説明を聞くと、

３団体、４団体でしたか、今、ＩＴ導入で急い

でやらなければならない事業ですよね。もっと

予算をつけて、もっとたくさんのところに助成

ができるような事業にしないといけないのでは

ないですか。

○髙橋商工政策課長 委員おっしゃるとおりで

ございまして、国全体といたしましても、国の

ＩＴ導入支援事業、そういった事業もございま

す。一方で、県のほうでも、そういった国のほ

うで拾えていないような事業もしっかりとこの

事業の中では拾っていきたいと考えてございま

す。商工会議所も関わらせていただいておりま

すのは、例えば単にＩＴツールを導入するだけ

ではなく、ＩＴ導入から出たデータをしっかり

と商工業者と共有させていただきながら経営指

導にしっかりと活用してもらうだとか、より高

みを目指してもらうような、そういった取組も

含めてこの事業の中では支援をしてまいりたい

と考えてございます。

また、今回、単年度事業という形でさせてい

ただいておりますけれども、委員おっしゃると

おり、今後、より違う形での支援がある得るの

かどうかを含めて、当然、６月補正、そういっ

たような動きもございますので、しっかりと検

討していきたいと考えております。

○山下委員 まさにこのことは一丁目一番地で

す。ぜひ予算化をたくさんしていただいて、早

急に支援体制を整えていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。

○髙橋商工政策課長 特に、今後、ＩＴの導入、

デジタルトランスフォーメーション、いろいろ

な動きがございます。一方で、事業者を見てみ

ましても、デジタル化は自分はいいやとか、そ

ういったようなマインドになりがちなところも

ございます。しっかりと県として補助制度を敷

くことによって、まず一歩を踏み出してみよう、

そういったような動きをしっかりと県として後
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押ししていくことも重要な観点だと思っており

ます。また、産業振興戦略の中でも自己変革

─しっかりと前向きにマインドを醸成してい

こうというところも打ち出してまいりますので、

どういったことが県としてできるのか、しっか

りと検討していきたいと思います。

○重松委員 関連なんですけれども、先ほど、

単に機器を導入するのではなくて、キャッシュ

レス決済の経営支援というふうにおっしゃいま

したが、どのような分析を考えて、それを還元

されるのですか。

○髙橋商工政策課長 今回、この事業を検討す

るに当たりまして、例えば、ほかの県の商工会

や商工会議所で、どういったＩＴツールを活用

した支援をしているのか、そのような観点から

もしっかりと事例を視察させていただいたとこ

ろでございます。例えば、ある商工会議所では、

事業者のほうでＰＯＳレジによって、この時間

帯であればこの商品が非常に売れるといったよ

うな、売れ筋、逆に売れない商品がデータを見

ることによって一目瞭然で分かってくるので、

より売れるタイミングで品をもっと出したほう

がいいんじゃないかというような指導を実際に

データを活用しながらされていました。そういっ

たようなところを念頭に置いております。

○重松委員 分かりました。

ならば、ホストに使う端末というのは商店街

に置くのではなくて、商工会議所、商工会とか

に置かれるという意味でしょうか。商店街に置

かれるのでしょうか。

○髙橋商工政策課長 基本的には、その機器の

導入につきましては、各商店に置かせていただ

きます。そのデータを商工会議所で共有させて

いただきながら進めていくことを想定してござ

います。

○二見委員 新たなインバウンド観光コンテン

ツ事業なんですけれども、委託先が民間事業者

等となっているんですが、複数事業者を想定し

て取り組む事業なのでしょうか。

○海野観光推進課長 委託するのは民間事業者

等ですけれども、いろんなアイデアとかをもらっ

たりするのは、県内の関係団体ということもあ

りますので、一応、「等」と書いていますが、契

約の相手方としては、民間事業者になってくる

と思っています。入札と企画コンペをして委託

業者を決めていくということになります。

○坂口委員 観光推進課長、いろいろ今まで説

明も聞いてきたんですけれども、この屋外型ト

レーニングセンターの工事請負契約の変更につ

いて、もともと設計・施工一括で発注をされて

います。こういう複雑なものになると、積算と

いうのはプロがやっても難しいぐらい、最終的

には積算資料まで見てみないと正しい金額が標

準設計で出てこないんです。設計・施工となる

と、工法も中の資材も、施工する側が考えたも

のを入れていくわけでしょう。そこに、いろん

な他意はなくても、選択、設計比較というのを

まず中でやっていって、最も有利な方法をまず

決めて、それから設計に入っていってと、すご

く難しいんです。

ちょっとほかの意味に取らないでほしいんで

すけれども、例えばプロフェッショナルである

営繕課あたりがやってもかなり難しい分野なん

です。それを、あまりこういう作業に携わられ

ない商工観光労働部サイドでやって、果たして

これが適当だったのか。これは業者に悪意があ

るとか、どこに問題があるというんじゃなくて、

気づかない部分が出てくるんです。そして、最

終的には、金額的な大小は別として予定してい

たものよりも幅が出てきたりとか、設計変更が
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あったり─ここはすごく難しい分野ですから、

この案件をどうこう言うんじゃないんですけれ

ども─やっぱり一括発注の在り方というのは、

県庁全体の中で１回詰められて、それが本当に

間違いなく県民の利益につながる発注・契約で

あったということをしっかり担保するためにも、

さらなる検証をしていく。これが悪いとか、問

題があるというんじゃないんです。精いっぱい

やって、結論はこれしかないというのは分かる

んですけれども、これしかない結論を出すため

に、もっと中身を検証していく必要があるんじゃ

ないかという気がするものですから。

○那須スポーツランド推進室長 今回の工事請

負契約の変更なんですけれども、11月議会で補

正予算を計上させていただきまして、建設事業

費として約１億600万円余の増額という形で御審

議いただいたところです。そのあと、やはりス

ライドの増額の申請がありまして、その申請自

体が予算の積算時期よりも後になりましたので、

対象となる残工事が減ったということで、額が

縮減されたという点が１つと、委員おっしゃい

ましたように、業者のほうで見積もりの中で比

較をされているんですけれども、設計・施工一

括といったような形で、県の基準によらないも

のも非常に多い部分があります。そういった中

で、今回、どこに、どれぐらいの増額が必要だっ

たのかを内部で、県土整備部とも議論をしまし

て、一つ統一的な物価指数、このあたりを基準

に、今回、算定をいたしまして、最終的にはＪ

Ｖのほうと合意に至って、この増額契約をお願

いしている状況であります。

私も聞いているところでは、設計・施工一括

の発注で、かつ、こういったスライドの申請と

か、物価高騰による増額っていうのが、恐らく

初めての事例でありまして、県土整備部ともい

ろいろ情報交換しながら、こういった形で行っ

てきたわけなんですけれども、委員おっしゃる

とおり、そもそも設計・施工一括発注のときに

こういった事案が発生した場合の積算の在り方

についても、しっかり県土整備部にも情報共有

しながら、また、今後の方向性あたりも一緒に

検討していくような形でやりたいと思っており

ます。

○坂口委員 なかなか難しくて、これっていう

のが言えないんですけれども、見積もり徴収の

在り方についても、すごい工夫が要ります。そ

の中で、また、今言われたように、物価資料か

ら単価とかが決まってくるんですけれども、複

雑なものになると、ここでそれがあったかどう

か分からないんですが、電線１本にしても、そ

の芯の太さ、長さ、これによって物価本に出て

くる単価、これをまた修正していかなきゃいけ

ないという作業があるんです。

ここらは、まずあまり例がないんですけれど

も、こういう特殊なものになると、そこらもあ

るかも分からない。積算資料というのが単価資

料のまだその内部にあるんです。そんなのはな

かなか難しいと思うんです。一括発注ってなる

と、それをチェックするところがないんです。

作る人が設計していく。良かれと思って一生懸

命工夫してやっていく。当然、信用問題があり

ますから。でも、気づかない部分とかもあるし、

県土整備部でも、自分が県庁にいる間に、そう

いう経験が１回あるか、２回あるかというぐら

い少ないケースもある。これが設計と施工を別

で入札するんだったら、そういうものに一番詳

しい人たちが契約の相手方になってくる可能性

があるから、ずいぶんそういうリスクは排除で

きるんですけれども。これを１回、庁内でしっ

かり検討される必要があるかと思います。これ
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がいい、悪いとか、そんなのを言っているんじゃ

なしに一般論を言っているので、ぜひ研究して

みてください。

○西村委員長 ほかにありませんか。

ないようでしたら、次に、その他報告事項に

関する説明を求めます。

○海野観光推進課長 常任委員会資料の15ペー

ジを御覧ください。

その他報告事項、アジアゴルフツーリズムコ

ンベンションＡＧＴＣ2023の開催についてであ

ります。

まず、１の大会概要でありますが、主催はイ

ギリスに本部のあるＩＡＧＴＯ（国際ゴルフツ

アーオペレーター協会）であります。３月14日

から16日の３日間、約40か国、300名の方が宮崎

に集まり、フェニックス・シーガイア・リゾー

トを中心とした会場で、ゴルフツーリズムに関

する商談や県内のゴルフ環境の視察等が行われ

ます。

２の過去の開催実績でありますが、第１回の

マレーシア大会から年に１回アジア各地で開催

され、今回、日本初開催となる大会を本県で開

催するものであります。

16ページを御覧ください。

３の参加国でありますが、こちらは１月17日

時点の参加国数を書いております。

昨日、主催者のＩＡＧＴＯから最新の情報を

いただきましたので、その数字を申し上げます。

バイヤーである旅行会社が26か国・地域から、

若干キャンセル等が出ております。26の国・地

域から約130名、（２）サプライヤー、売り手で

ございますけれども、ゴルフ場やホテル等が22

の国・地域から約190名、重複を除きますと、計35

の国・地域から約320名の方が参加される予定で

す。

今回のＡＧＴＣの開催は、本県のゴルフ環境

を世界に向けてＰＲできるとともに、本県の参

加者も、ヨーロッパのバイヤーなどと対面で商

談を行うことができる、またとない貴重な機会

であると考えております。

下の写真は、過去の商談会の様子であります。

左と真ん中が2018年のフィリピン、右が2019年

のカンボジアのものでございます。

17ページを御覧ください。

４の開催日程であります。

３月11日から13日は、バイヤーの方々を対象

に、ＡＧＴＣ大会前の宮崎県内のゴルフ場等を

視察していただくツアーを予定しております。

ゴルフ場でのプレーに加え、青島等の観光地を

御覧いただく予定であります。

３月14日からＡＧＴＣがスタートいたします。

３月14日は参加者の総合交流と親睦を深めるた

めのゴルフトーナメントやウエルカムパーティ

ーを予定しております。

３月15日は開会式、その後、主催者や大会役

員との共同会見を行い、商談会が始まります。

３月15日の商談会終了後には、ニシタチ飲み歩

きイベントを開催いたします。観光を含めたゴ

ルフツーリズムとして、宮崎ならではの食や文

化を楽しんでいただこうと企画するものであり

ます。

３月16日は商談会の２日目でございます。商

談会終了後はフェアウエルパーティーを予定し

ておりまして、ＡＧＴＣの日程はこちらで全て

終了となります。

翌３月17日には、参加者の皆さんは宮崎を離

れる予定であります。

今回のＡＧＴＣの開催を契機として、本県の

ゴルフ環境を世界に向けて発信するとともに、

新たな市場を開拓し、国内外からの誘客につな
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げてまいりたいと考えております。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

○重松委員 すばらしいイベントだと思います

が、日本で初めてということで、なぜ宮崎県に

決まったのか、ちょっと教えてください。

○海野観光推進課長 ＩＡＧＴＯも開催地を探

しておりまして、ＩＡＧＴＯのピーター会長に

もお越しいただきまして、こちらで開催したい、

できないかというお話もございまして、あと、

観光庁からの後押しもございまして、今回、宮

崎県に決まったということでございます。

○西村委員長 私も聞いていいですか。

いろんな旅行会社が各国から来られて、ゴル

フ場関係者も各国から来られて、宮崎県でゴル

フをしたり、商談会をするんでしょうけれども、

みんながみんな、宮崎のゴルフツアーをしよう

というわけではなくて、例えばタイのゴルフ場

の方が日本に来られて、日本とか、韓国とか、

そういったバイヤーの方と相談して、タイのツ

アーを作りましょうとかというのを、お互いの

国がやっていく大会というイメージでよろしい

んでしょうか。

○海野観光推進課長 全くそのとおりでござい

ます。

バイヤーというのが旅行会社─ゴルフ客を

送り込んでくる皆さん方─がイギリスをはじ

め、フランスとかからやってくるんですけれど

も、サプライヤーというのが日本も含めてゴル

フ場側で、世界から来られる旅行会社の方に向

かって、ぜひ、うちのゴルフリゾートに誘客を

お願いしますという売込み、商談会をするとい

う形になります。

○西村委員長 もう１点、ゴルフ場側のサプラ

イヤーが190人ぐらい、22か国でしたか、先ほど

そういう数字だったんですけれども、うち、日

本のサプライヤーの内訳はどうなっていますか。

○海野観光推進課長 すみません。判明するこ

とではありますけれども、現在、内訳までは、

まだ主催者から情報をいただいておりません。

ちなみに、宮崎県からは事業者が３事業者で、

宮崎県としてもＰＲのために加わるということ

で、合計４ということなんですけれども、民間

事業者としては３事業者が参加されるというこ

とです。

その他の日本国内のものについては、まだ情

報をいただいていないという状況です。

○西村委員長 宮崎県からは３つのゴルフ場が

参加されて商談会に挑むということですね。

何が聞きたいかというと、結局、宮崎でわざ

わざ開催して、宮崎のゴルフ場とか、食事を体

験してもらったりして世界に帰ってもらうわけ

だから、せっかくだから、次からは３事業者以

外にも20数個ゴルフ場があるわけだから、やっ

ぱり我田引水じゃないけれども、全体的に波及

できないものかと思ったものですから。

○海野観光推進課長 委員長おっしゃるとおり

でございます。その参加団体の中には、ゴルフ

場経営者協会が入っておりまして、そちらのほ

うで県下全域のゴルフ場をまとめて御紹介とい

うか、セールスをするということになるかと思

います。

○西村委員長 ほかにございませんか。

それでは、その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、以上を持ちまして、

商工観光労働部を終了いたします。執行部の皆

さん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時38分休憩
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午後１時０分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案等について、

県土整備部長の概要説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○西田県土整備部長 県土整備部でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

説明の前に御報告がございます。

先月３日、国土交通省より、東九州自動車道

清武南―日南北郷間約17.8キロメートルが３

月25日に開通ということが公表されました。

さらに、28日、これも国土交通省からですけ

れども、国道10号の住吉バイパス─住吉道路

が令和５年度の新規事業採択に向けて、その採

択時の評価手続に着手するということが発表さ

れたところであります。

ひとえに、県議会をはじめ、これまで御尽力

いただいた国土交通省や関係者の皆様の御尽力

のたまものと思っております。この場を借りて

感謝を申し上げます。

今後とも、交通インフラをはじめ、社会資本

整備の推進に全力で取り組んでまいりますので、

引き続き、どうぞ御理解、御協力をよろしくお

願い申し上げます。

それでは、今回の委員会に御審議いただきま

す県土整備部所管の議案等について御説明をい

たします。

お手元の商工建設常任委員会資料１ページの

目次を御覧ください。

ここで訂正がございます。議案第56号の宮崎

県港湾整備事業特別会計補正予算につきまして、

「令和５年度」と記載をしておりますが、正し

くは「令和４年度」でございます。訂正をお願

いいたします。

それでは、説明を続けさせていただきます。

Ⅰの予算議案につきましては、一般会計補正

予算のほか、２件をお願いしております。

Ⅱの特別議案につきましては、工事請負契約

関係の議案など、６件をお願いしております。

Ⅲの報告事項につきましては、損害賠償額を

定めたことについて報告をさせていただきます。

最後に、Ⅳ、その他報告事項といたしまして、

宮崎県汚水処理事業に係る広域化・共同化計画

の策定についてを報告させていただきます。

私からの説明は以上でございますが、詳細に

つきましては、それぞれ担当課長等から説明さ

せますので、どうぞよろしくお願いいたします。

○西村委員長 県土整備部長の説明が終わりま

した。

次に、議案に関する説明を求めます。

○井上管理課長 県土整備部の２月補正予算の

概要について御説明させていただきます。

委員会資料の２ページを御覧ください。

まず、部総括であります。太線で囲んでおり

ます。２月補正額、Ｃ欄の一番下の行の合計欄

にありますとおり、一般会計と特別会計を合わ

せました県土整備部の２月補正額は、115億6,504

万2,000円の減額であります。

主な内容としましては、補助公共・交付金事

業や災害復旧事業の国庫補助決定等に伴うもの

であります。その結果、右から３列目の２月補

正後予算額Ｄ欄の一番下、合計欄にありますと

おり、一般会計と特別会計の合計は1,053億4,375

万9,000円で、対前年度比で29.7％の増となって

おります。

続きまして、３ページを御覧ください。

２、補助公共・交付金事業であります。

補正額は、Ｃの欄の一番下にありますとお
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り、63億1,892万8,000円の減額であります。

内容としましては、国庫補助決定等に伴うも

のであります。

次に、４ページを御覧ください。

３、直轄事業負担金であります。

補正額は、Ｃの欄の一番下にありますとお

り、17億6,146万円の増額であります。これは、

国の直轄事業費が確定したことによるものであ

ります。

次に、５ページを御覧ください。

４、災害復旧事業であります。

補正額は、Ｃの欄の下から３番目の行でござ

いますが、65億4,391万5,000円の減額でありま

す。今年度の災害復旧事業の国庫補助決定など

に伴うものであります。

続きまして、６ページを御覧ください。

５、課（局）別内訳であります。これは、今

回の補正予算の金額を課ごとに集計したもので

あります。

続きまして、７ページを御覧ください。

繰越明許費補正集計表であります。

太線で囲んでおります２月議会申請分の欄が、

今回の申請額であります。

追加の19事業と、変更（増額）の29事業を合

わせまして、291億8,758万4,000円の増額をお願

いしております。

以下、８から９ページが繰越明許費補正の追

加分、10から12ページが同じく繰越明許費補正

の変更分の一覧表となります。

繰越しの主な理由は、関係機関との調整に日

時を要したこと等によるものであります。

続きまして、13ページを御覧ください。

債務負担行為補正であります。

これは、ダム施設整備事業の松尾ダム・ダム

メンテナンス事業につきまして、材料費や輸送

費等が物価高騰の影響などで増大したことから、

限度額の変更をお願いするものであります。

次に、14ページを御覧ください。

公共用地取得事業特別会計の繰越明許費であ

ります。

繰越しの主な理由は、用地交渉等に日時を要

したこと等であります。

次に、15ページを御覧ください。

港湾整備事業特別会計の繰越明許費補正であ

ります。

繰越しの主な理由は、関係機関との調整に日

時を要したこと等によるものであります。

県土整備部の補正予算の概要は、以上であり

ます。

続きまして、管理課の補正予算について御説

明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の341ページをお願

いいたします。

当課の補正予算額は、左から２列目にお示し

しておりますとおり、１億1,335万8,000円の減

額であります。

右から３列目の補正後の額は、18億338万2,000

円となります。

以下、補正の内容につきまして、主なものを

御説明いたします。

343ページをお願いいたします。

表の５行目、（事項）職員費であります。

補正額は、１億862万6,000円の減額でありま

す。これは、人件費の執行残等によるものであ

ります。

次に、中ほどの（事項）建設技術センター費

であります。

補正額は、178万5,000円の減額であります。

これは、建設技術センターの空調設備更新に

係る設計費等の執行残に伴う減額であります。
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そして、表の一番下の（事項）建設業指導費

でありますが、補正額は248万6,000円の減額で

あります。これは、建設業許可や経営事項審査、

建設産業振興対策等に要する経費の執行残に伴

う補正減であります。

○鍋島用地対策課長 当課の補正予算につきま

して御説明いたします。

歳出予算説明資料の345ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、一般会計で6,040万8,000

円の減額、公共用地取得事業特別会計で7,079

万7,000円の減額、合わせまして１億3,120

万5,000円の減額をお願いしております。その結

果、補正後の予算額は、一般会計が４億5,688

万9,000円、特別会計が４億9,651万5,000円、合

わせまして９億5,340万4,000円となります。

補正の主な内容につきまして、御説明をいた

します。

347ページをお開きください。

まず一般会計であります。

ページ中ほどの（事項）収用委員会費であり

ますが、委員会が収用裁決を行うに当たって、

参考人への意見聴取や専門家による鑑定等に要

する費用の執行残など、1,360万4,000円の減額

となります。

続きまして、一番下の（事項）特別会計繰出

金でありますが、公共用地取得事業特別会計へ

の繰出金につきまして、事業費が確定したこと

に伴い、4,102万9,000円の減額となります。

349ページを御覧ください。

次に、公共用地取得事業特別会計であります。

中ほどの（事項）公共用地取得事業費であり

ますが、九州中央道、五ヶ瀬高千穂道路の先行

取得に要する事業費等が確定したこと、また先

行取得用地の引渡しに伴う一般会計への繰出金

が確定したことによりまして、7,079万7,000円

の減額となります。

○中原技術企画課長 歳出予算説明資料の351ペ

ージをお開きください。

当課の補正予算額は4,838万5,000円の減額を

お願いしております。その結果、補正後の予算

額は４億4,971万円となります。

以下、補正の主な内容について御説明します。

353ページをお開きください。

中ほどの（事項）土木工事積算管理検査対策

費でありますが、これは、１の労務及び建設資

材単価の調査に要する経費のうち、委託料の執

行残により170万7,000円の減額や、３の公共工

事品質確保推進事業に要する経費のうち、委託

料の執行残により350万円の減額などによるもの

であります。

次に、表の一番下の（事項）新土木積算シス

テム構築事業であります。

354ページをお開きください。

新土木積算システム構築事業に要する経費に

つきましては、入札により委託料が減額したこ

とから、4,476万円の減額をお願いするものであ

ります。

○加行道路建設課長 お手元の歳出予算説明資

料の355ページをお開きください。

当課の補正予算額は33億9,930万5,000円の減

額をお願いしております。その結果、補正後の

予算額は225億473万9,000円となります。

補正の主な内容について御説明いたします。

357ページをお開きください。

まず、上から５段目、（事項）直轄道路事業負

担金であります。

これは、国が実施する道路事業に対する負担

金でありまして、国の事業費の確定に伴う２

億5,610万7,000円の増額であります。
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次に、その下の（事項）公共道路新設改良事

業費であります。

これは、県が管理している国県道の整備費で

ありまして、国庫補助決定に伴う35億6,361

万2,000円の減額であります。

次に、一番下の（事項）道路建設受託事業費

であります。

これは、都城市と新富町から事業を受託する

予定のものがありましたが、関係する事業が延

期され、受託事業が実施できなかったことに伴

う9,180万円の減額であります。

続きまして、議案第70号を御説明をいたしま

す。

委員会資料の16ページをお開きください。

議案第70号は、国道327号佐土の谷工区で施工

する、（仮称）３号トンネル工事（１工区）に関

する工事請負契約の締結についてであります。

１の事業概要であります。

当工区は、右の位置図に示すとおり、東臼杵

郡諸塚村大字七ツ山から東臼杵郡椎葉村大字松

尾間で実施している道路改良事業で、延長

が3,400メートル、車道幅員5.5メートル、全幅

７メートル、全体事業費が約120億円であります。

次に、２の工事概要であります。

17ページを御覧ください。

左上に平面図、右上にトンネルの断面図を示

しております。

トンネルの全体延長は1,000メートル、車道幅

員5.5メートル、全幅８メートルで、当工事は、

椎葉村側から延長535メートルを掘削する工事で

あります。

現道は、幅員が狭く、線形も悪い状況であり、

右下の写真にありますように、対向車との離合

が困難な状況であります。このため、トンネル

を整備することで、走行時間の短縮及び円滑な

交通の確保を図ることとしております。

16ページを御覧ください。

３の工事請負契約の概要であります。

契約金額は17億4,314万7,164円、契約の相手

方は矢野・九建・湯川特定建設工事共同企業体、

工期は契約発効の日から令和７年３月25日まで

であります。

続きまして、委員会資料の18ページを御覧く

ださい。

議案第71号は、主要地方道高城山田線王子橋

工区で施工する（仮称）王子橋橋梁上部工工事

に関する工事請負契約の締結についてでありま

す。

１の事業概要であります。

当工区は、右の位置図に示すとおり、都城市

高城町で実施している道路メンテナンス事業で、

延長760メートル、車道幅員6.5メートル、全

幅12.5メートル、全体事業費が約53億円であり

ます。

次に、２の工事概要であります。

19ページを御覧ください。

上から平面図、側面図、右側に断面図を示し

ております。

王子橋につきましては、平面図、断面図にあ

りますように、橋長が257.8メートルの鋼製桁の

橋であります。

現在の橋梁は、建設から60年以上が経過し老

朽化が進んでいること、また車道幅員も狭く歩

道もないことから、車道幅員を確保するととも

に、両側に歩道のある橋梁へと架け替えること

で、歩行者の安全も含め円滑な交通を図ること

としております。

18ページを御覧ください。

次に、３の工事請負契約の概要であります。

契約の金額が16億4,010万円で、契約の相手方
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は、日橋・清本特定建設工事共同企業体で、工

期は、契約発効の日から令和８年３月25日まで

であります。

続きまして、委員会資料の20ページを御覧く

ださい。

議案第76号であります。

これは、国道448号石波工区で施工する、（仮

称）石波トンネル（２工区）に係る工事請負契

約の変更についてであります。

１の事業概要であります。

当工区は、右の位置図に示すとおり、串間市

大字市木で実施している道路改良事業で、延長

が3,200メートル、車道幅員６メートル、全幅7.5

メートル、全体事業費が約170億円であります。

次に、２の工事概要であります。

21ページを御覧ください。

平面図とトンネルの横断図を示しております。

トンネルの全体延長は2,555メートル、車道幅員

が６メートル、全幅8.5メートルで、当工事は、

日南市側から延長1,044メートルを掘削する工事

であります。

20ページを御覧ください。

３の工事請負契約の概要であります。

契約金額が55億5,764万5,755円、変更契約の

金額が59億6,612万2,120円で、４億847万6,365

円の増額であります。

契約の相手方は、前田・坂下・山崎特定建設

工事共同企業体で、工期は、令和３年３月８日

から令和７年10月31日までであります。

４の変更理由であります。

インフレスライド条項の適用及びトンネル掘

削工において、当初想定していたよりも脆弱で

湧水の多い地質区間が現れたことにより、掘削

中の安定対策の追加変更が必要となったことか

ら、請負代金の変更を行うものであります。

その内容について御説明をいたします。

22ページを御覧ください。

まず、インフレスライドによる変更でござい

ます。

インフレスライドの内容につきましては、前

回の11月議会でも御説明したところであります

が、今回のインフレスライドも前回同様、令和

４年３月１日の新単価適用でございます。

対象工事の条件といたしましては、残工事の

工期が２か月以上あること、新単価適用後の残

工事請負額が１％以上増加することであり、本

工事では、スライド基準日の令和４年６月１日

以降、残工事が３年５か月であり、新単価適用

後の残工事の請負額が4.5％増となったことか

ら、今回、請負代金額の変更を行うものであり

ます。

次に、23ページを御覧ください。

上の図はトンネルを横で見たものであります。

石波トンネル（２工区）の施工延長は1,044メ

ートルで、①の赤着色の２つの区間、合計277メ

ートルにおいて支保工の変更を、②の青枠の区

間において、湧水処理対策による安定対策の追

加変更を行うものであります。

まず、①の支保工の変更について説明をいた

します。

中段の写真と断面図を御覧ください。

これはトンネルの掘削断面を示しております

が、一般的にトンネル工事では、掘削時に地山

を安定させるために、ロックボルトや吹きつけ

コンクリートを行い、地質の脆弱さによりＨ形

鋼を用いて、鋼製アーチ支保工などを追加施工

することとしており、地質の状況に応じて支保

工を設定しております。

今回、当初想定していたよりも脆弱な地質で

あったことから、中段右の赤着色の図のように
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支保工を変更するものであり、鋼製アーチ支保

工の鋼材規格の変更や、吹きつけコンクリート

厚の変更、またトンネルの安定性をより高める

ために、トンネル底面部にも鋼製アーチ支保工

を追加しております。

なお、支保工の変更に当たりましては、学識

者の意見も参考に適切な支保工を採用しており

ます。

次に、②の湧水処理対策の追加であります。

下の左の写真にありますように、トンネル掘

削時において、湧水が非常に多い区間が確認さ

れたことから、その右の写真のように、湧水を

排水溝に集水する対策として、トンネルのアー

チに沿って排水シートを追加しております。

続きまして、委員会資料の24ページを御覧く

ださい。

議案第77号であります。

これは、主要地方道竹田五ヶ瀬線波帰之瀬工

区で施工する、（仮称）波帰之瀬橋梁下部工（Ｐ

１）工事に関する工事請負契約の変更について

であります。

１の事業概要であります。

当工区は、右の位置図に示すとおり、西臼杵

郡高千穂町大字河内から、五ヶ瀬町桑野内で実

施している道路改良事業で、延長1,000メートル、

車道幅員5.5メートル、全幅７メートル、全体事

業費は約48億円であります。

次に、２の工事概要であります。

25ページを御覧ください。

上から平面図、側面図を示しております。

波帰之瀬橋につきましては、高千穂町と五ヶ

瀬町を結ぶ橋長412メートルの橋であり、本工事

は、高千穂側のＰ１橋脚の工事で、高さ57.5メ

ートル、基礎形式は、深礎ぐい基礎、直径13.5

メートル、くい長が17メートルであります。

24ページを御覧ください。

次に、３の工事請負契約の概要であります。

契約金額が８億7,510万600円、変更契約の金

額が11億5,548万6,006円、２億8,038万5,406円

の増額であります。

契約の相手方は、山崎・戸敷・矢野特定建設

工事共同企業体で、工期は令和元年12月11日か

ら令和５年３月25日までであります。

４の変更理由であります。

インフレスライド条項の適用及び橋脚の施工

段階に対応した建設機械の変更等により、請負

代金額の変更を行うものであります。

その主な内容について御説明いたします。

26ページを御覧ください。

まず、インフレスライドによる変更でありま

すが、本工事では、令和３年３月１日と、令和

４年３月１日の２回、新単価を適用しており、

残工事請負額が１回目のスライドで2.9％、２回

目のスライドで4.8％増となったことから、今回、

請負代金額の変更を行うものであります。

次に、27ページを御覧ください。

橋脚躯体工のクレーン規格の変更でございま

す。

橋脚躯体の足場、鉄筋、型枠、コンクリート

打設時に、資材搬入において橋脚が立ち上がる

ことにより、標準規格の25トンクレーンが届か

なくなる範囲が確認されたことから、この範囲

について50トンクレーンを使用することとした

ものであります。

次に、28ページを御覧ください。

深礎工及び橋脚躯体工の機械式鉄筋定着工法

採用による変更でございます。

今回の工事では縦方向に直径51ミリの太い鉄

筋を複数列並べ、横方向に直径29ミリの鉄筋を

組み合わせることから、密集した鉄筋になりま
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す。

横方向の鉄筋の端部は、中央の図面の上段に

示しておりますように、フック状に折り曲げて

定着させる構造となっていますが、フック状に

折り曲げた鉄筋が干渉し、施工が困難であるこ

とから、中央の図面の下段に示す、密な配筋で

も容易に施工できるような鉄筋の端部に定着具

を取り付けた機械式鉄筋定着工法を採用したも

のであります。

○東道路保全課長 お手元の歳出予算説明資料

の359ページをお開きください。

当課の補正予算額は、14億582万4,000円の減

額をお願いしております。その結果、右から３

列目の補正後の予算額は、191億351万7,000円と

なります。

以下、補正の主な内容について御説明いたし

ます。

361ページをお開きください。

中ほどの（事項）道路管理費であります。

これは、県管理道路の管理に要する経費であ

りまして、道路台帳修正業務の執行残などによ

る2,191万5,000円の減額であります。

次に、一番下の（事項）公共道路維持事業費

であります。

これは、交通安全施設の整備や橋梁・トンネ

ル等の点検・補修などを行う事業でありまして、

国庫補助決定による13億6,726万5,000円の減額

であります。

362ページをお開きください。

中ほどの（事項）道路受託事業費であります。

これは、歩道橋の整備に係る高千穂町からの

受託や、道路の無電柱化工事に伴う受託を行う

もので、受託事業費の決定による658万5,000円

の減額であります。

補正予算につきましては、以上であります。

次に、委員会資料の30ページを御覧ください。

議案第79号「県道の路線廃止について」、御説

明いたします。

１の廃止の理由であります。

道路法第７条第１項の規定による、県道の認

定要件を満たさなくなった２路線を廃止するも

のであります。

次に、２の廃止路線の概要であります。

１路線目は、高千穂鉄道の廃止に伴う県道早

日渡停車場線の廃止、２路線目が、県道稲葉崎

平原線の一部を延岡市へ移管することに伴う県

道延岡停車場線の廃止であります。

31ページを御覧ください。

県道早日渡停車場線の位置図を掲載しており

ます。

この路線は、図の中央、赤色で示していると

おり、旧高千穂鉄道早日渡駅前から県道北方高

千穂線までの延長149.7メートルの県道でありま

す。

高千穂鉄道の廃止後、県道の認定要件を満た

さなくなり、延岡市と市道移管の協議を継続し

てきたところでありますが、橋梁の補修を行う

ことにより、市道移管の合意が得られ、今年度、

橋梁補修工事が完了したことから、県道の路線

廃止を行い、延岡市道へ移管するものでありま

す。

32ページを御覧ください。

県道延岡停車場線の位置図を掲載しておりま

す。

この路線は、赤色で示しているとおり、ＪＲ

延岡駅前から県道稲葉崎平原線までの延長65.6

メートルの県道であります。

図の青色の実線で示した路線は、慢性的な交

通渋滞を解消するために整備された市道富美山

通線でありまして、県道認定要件の一つである、
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主要都市の中心市街地の環状を形成する道路の

一部として位置づけられていることから、今回、

県道稲葉崎平原線として引き受け、同時に、延

岡駅前の緑色の実線で示した県道稲葉崎平原線

の一部を延岡市道として、延岡市へ移管する予

定であります。

県道延岡停車場線は、終点地点の県道稲葉崎

平原線が市道となることにより、県道の認定要

件を満たさなくなるため、県道の路線廃止を行

い、延岡市へ移管するものであります。

30ページに戻っていただき、３の今後のスケ

ジュールでありますが、県議会の議決を得た後

に路線廃止の公示を行い、いずれも延岡市へ移

管する予定であります。

路線廃止に関する説明は、以上であります。

次に、委員会資料の34ページを御覧ください。

議案第82号「工事請負契約の締結について」、

御説明いたします。

昨年の台風第14号により被災した、国道327号

野地工区の道路災害復旧工事（その１）に関す

る工事請負契約の締結であります。

まず、１の事業概要であります。

当工区は、国道327号東臼杵郡椎葉村大字松尾

の道路災害復旧工事で、復旧延長86メートル、

幅員3.5から５メートル、全体事業費約11億円の

事業であります。

35ページの位置図を御覧ください。

工事箇所（被災箇所）は赤字で記載しており

ますが、現在整備が進められている国道327号、

佐土の谷工区の椎葉側に位置しております。ま

た、右側の青字で記載している被災箇所が、現

在、国の権限代行事業で仮復旧工事を行ってい

ただいている松の平地区になります。

36ページを御覧ください。

工事の概要についてであります。

上から平面図、その右側に標準断面図、その

下に被災状況写真をお示ししております。

被災状況写真に赤く旗揚げしているように、

今回の被災区間は２か所に分かれており、諸塚

側の47メートル区間が今回の契約案件（その１）

工区であります。

工事の概要としては、右側の標準断面図にあ

りますように、道路の川側に鋼管ぐいを特殊な

機械を用い、連続して打ち込み、擁壁を構築し

た後に背面の盛土と舗装を行い、復旧する工事

となります。

また、椎葉側の（その２）工区は、先月契約

を完了しており、今後は諸塚村側と椎葉村側か

らの両方から工事を進め、早期復旧を図ること

としております。

34ページを御覧ください。

３の工事請負契約の概要であります。

契約の金額は６億5,598万5,000円で、契約の

相手方は旭建設株式会社、工期は契約発効の日

から令和５年12月25日までであります。

○山浦河川課長 お手元の歳出予算説明資料

の363ページをお開きください。

当課の補正予算額は58億1,762万円の減額をお

願いしております。その結果、補正後の予算額

は318億9,949万7,000円となります。

以下、補正の主な内容について御説明します。

365ページをお開きください。

一番下の（事項）公共河川事業費であります。

この事項は、国の補助を受けて、河川掘削や

堤防の整備などの河川改修を行う事業であり、

国庫補助決定などにより、３億2,596万5,000円

の減額であります。

次に、366ページをお開きください。

中ほどの（事項）直轄河川工事負担金であり

ます。
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これは、国が実施する大淀川などの直轄区間

の河川改修や岩瀬ダム再生事業に対する県の負

担金でありますが、事業費の確定により、９

億8,016万9,000円の増額であります。

次に、367ページを御覧ください。

一番下の（事項）公共土木災害復旧費であり

ますが、国庫補助決定等により65億6,590万3,000

円の減額であります。

○行田砂防課長 お手元の歳出予算説明資料

の369ページをお開きください。

当課の補正予算額は、５億9,222万9,000円の

減額をお願いしております。その結果、補正後

の予算額は、103億5,173万1,000円となります。

以下、補正の内容につきまして、主なものを

御説明いたします。

371ページをお開きください。

まず、ページ中ほどの（事項）公共砂防事業

費であります。

これは、土石流のおそれがある渓流での砂防

堰堤などの整備を行う事業であります。

国庫補助決定などに伴いまして、４億7,071

万3,000円の減額であります。

次に、一番下の（事項）公共急傾斜地崩壊対

策費であります。

これは、急傾斜地の崩壊のおそれがある箇所

での擁壁工・のり面工などの整備を行う事業で

あります。国庫補助決定などに伴いまして、２

億235万5,000円の減額であります。

372ページをお開きください。

中ほどの（事項）直轄砂防工事負担金であり

ます。

これは、霧島火山群からの土砂流出による被

害を防止するために、国が実施する直轄砂防事

業に対する負担金でありますが、事業費の確定

に伴いまして8,096万6,000円の増額であります。

○松山港湾課長 当課の補正予算について御説

明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の373ページをお開

きください。

当課の補正予算額は、一般会計で1,119万4,000

円の増額をお願いしております。その結果、補

正後の予算額は、一般会計で84億6,131万8,000

円、港湾整備事業特別会計で12億2,478万4,000

円、合わせまして96億8,610万2,000円となりま

す。

以下、補正の内容について主なものを御説明

いたします。

375ページをお開きください。

中ほどの（事項）空港整備直轄事業負担金で

あります。

これは、宮崎空港の耐震対策等に係る直轄事

業に対する負担金でありますが、事業費の確定

により１億410万5,000円の増額であります。

次に、376ページをお開きください。

中ほどの（事項）直轄港湾事業負担金であり

ます。

これは、細島港及び宮崎港の防波堤等の整備

に係る直轄事業に対する負担金でありますが、

事業費の確定により735万円の減額であります。

次に、その下の（事項）公共港湾建設事業費

であります。

これは、国庫補助・交付金事業により、防波

堤や岸壁などの整備を行うための経費でありま

すが、国庫補助決定により7,500万円の減額であ

ります。

次に、377ページを御覧ください。

（事項）直轄災害復旧事業負担金であります。

これは、宮崎港の南防波堤の台風第14号にお

ける災害復旧に係る直轄事業に対する負担金で

ありますが、事業費の確定により1,422万円の増
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額であります。

○黒木都市計画課長 当課の補正予算について

御説明します。

歳出予算説明資料の379ページをお開きくださ

い。

当課の補正予算額は、２億9,042万8,000円の

減額をお願いしております。その結果、補正後

の予算額は、右から３列目にあります31億3,322

万8,000円となります。

以下、補正の内容について主なものを御説明

します。

381ページをお開きください。

下から２番目、（事項）住みよいふるさと広告

景観づくり事業費であります。

これは、屋外広告物監視員がパトロールを行

い、監視指導するための経費などでありますが、

この屋外広告物監視員に欠員が生じた期間が

あったことなどによる456万3,000円の減額であ

ります。

次に、その下、（事項）都市計画に関する基礎

調査実施事業費であります。

これは、都市計画の適切な見直しを行うため

に実施する調査で、都市計画区域内の人口や土

地利用、建築物の現況等について調査・分析す

るための経費でありますが、調査・分析に要す

る委託料の入札残などに伴う688万円の減額であ

ります。

382ページをお開きください。

上から２番目の（事項）公共街路事業費であ

ります。

これは、国の交付金を受けて街路の整備を行

うものでありますが、国庫補助決定に伴う１

億7,974万円の減額であります。

次に、その１つ下の（事項）公共都市公園事

業費であります。

これは、国の交付金を受けて、老朽化した都

市公園施設の更新などを行うものでありますが、

国庫補助決定に伴う8,220万円の減額でありま

す。

○巢山建築住宅課長 当課の２月補正予算につ

いて御説明します。

歳出予算説明資料の385ページをお開きくださ

い。

補正予算額は1,394万4,000円の減額をお願い

しております。その結果、補正後の予算額は23

億4,401万8,000円となります。

以下、補正の内容について主なものを御説明

します。

387ページをお開きください。

一番下の（事項）建築確認指導費で570万円の

減額であります。

388ページをお開きください。

これは、主に２の建築確認指導事業及び３の

建築確認審査強化事業において、建築行政関連

の全国会議や、建築確認審査能力向上のための

各種講習会等が中止またはリモート開催となっ

たことに伴う、旅費等の執行残によるものです。

次に、一番上の（事項）建築物防災対策費で

すが、2,017万4,000円の減額です。

これは、主に３の木造建築物等地震対策加速

化支援事業において、耐震改修等の補助を行う

市町村の実績見込み件数が当初の見込み件数を

下回ったこと等によるものです。

389ページを御覧ください。

一番上の（事項）県営住宅管理費です。

これは、県内に約8,800戸あります県営住宅の

管理に要する経費で、維持修繕費や事務費の執

行残等により576万3,000円の減額です。

次に、中ほどの（事項）公共県営住宅建設事

業費ですが、4,384万5,000円の増額です。
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これは、国庫補助決定等によるものです。

390ページをお開きください。

一番上の（事項）住まいづくり対策費です

が、715万6,000円の減額です。

これは、主に１の旧住宅供給公社資産管理事

業において、公社の解散により県で引き継いだ

資産管理のための維持修繕費や事務費の執行残

等によるものです。

○金子営繕課長 歳出予算説明資料の391ページ

をお開きください。

当課の補正予算額は1,444万7,000円の増額を

お願いしております。その結果、補正後の予算

額は２億9,833万3,000円となります。

以下、補正の内容について、主なものを御説

明いたします。

393ページをお開きください。

上から５番目、（事項）職員費であります。

これは、今年度の人事異動により職員数が増

となったことによる1,497万1,000円の増額であ

ります。

○ 松高速道対策局長 歳出予算説明資料の395

ページをお開きください。

当局の補正予算額は２億2,161万5,000円の増

額をお願いしております。その結果、補正後の

予算額は28億1,609万8,000円となります。

以下、主な補正の内容について御説明します。

397ページをお開きください。

３番目の（事項）高速自動車国道等直轄事業

負担金であります。

これは、国が実施する高速自動車国道等事業

に対する県の負担金で、国の事業費確定により

２億2,324万3,000円の増額であります。

○西村委員長 以上で、執行部の説明が終わり

ました。

質疑はございませんか。

○坂口委員 常任委員会資料18ページの請負契

約ですが、メンテナンス事業。これは企業がど

れぐらい入札に参加したんですか。

○加行道路建設課長 今回の参加企業は１者で

ございました。

○坂口委員 落札率はどれぐらいですか。

○加行道路建設課長 94％ぐらいでした。

○坂口委員 これは総合評価ですよね。そのと

きに地域性の加点というのはあるんですか。

○加行道路建設課長 地域要件としては、地元

優先ということで設定をしております。

○坂口委員 これはなかなか大変な作業になる

というか、可能性がどうか分からないですけれ

ども、地域性を加点すればどうしてもメタルは

そういう傾向にありますよね。かなりの作業を

やって参加しても、ちょっと可能性が低そうだ

となれば入札への参加を警戒しますよね。そう

なったときに、競争性とかを確保するのにどう

しても技術移転─県内業者でそういう技術を

持っているところを増やしていくという作業が

求められるんじゃないかなという気がするんで

すよ。

これに限らずですけれども、そういった地域

性なり、あるいは総合評価で頭から点数差が出

るようなときに、ある程度ＪＶも含めて数をそ

ろえる、言わば満点が取れるような業者をそろ

えていく。そうなると技術移転あるいは経験の

積上げというのが必要になると思うんです。

今回議案で上がってきたから、たまたまこの

工事を例に出しましたけれども、そういったと

ころに対しての大きな考え方というのはどうな

んですかね。将来に向けて重要課題になってい

る、企業の育成・確保というか、そういう視点

からの技術なり経験の移転に対しての考え方。

極端に言ったら、競争性がなかったら99％で
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もいけるわけですよね。しかしながら、本来は

自分のところが一生懸命やって、ぎりぎりこれ

でいけるよというもので競争していただくとい

うのが、納税者側からの求めというか、考えは

そこにあると思うんです。そこらに対して、ど

うやってその条件を満たしていくか、言わば参

加してそこで満点が取れるような高い評価をも

らえるような業者の育成、メタルは特にそれが

多いかなと思うんですよね。

○加行道路建設課長 鋼製橋梁の上部工につい

ては、地域要件もありますけれども、桁を１か

所１基、工場で製作をする、それに対して実質

的に品質管理もすることも含めまして、自社工

場を有する企業であることを条件に今やってお

ります。県内企業に関してはそれが極めて少な

いですが、品質管理の問題もあるので、今のと

ころその要件は崩さず競争性を出すために、県

外業者の入札意欲を高めるよう地域要件をどう

考慮していくか、狭めていくか。今少しずつ縮

めていますが、結果として、応札者が少ないと

いうところもあるようなので。

委員の言われるように県内業者の育成もでき

ればしていって、そこでの競争を私たちも非常

に望むところであります。そこで、品質管理の

問題について、どういった形で品質管理が保て

るか、別の方法として、そういったところを踏

まえながら検討を進めていきたいなと思ってお

ります。

○坂口委員 コンクリートも含めてですけれど

も、プレテンション方式、ポストテンション方

式と両方あるから。よそでつくって運んでくる

となると、なかなか今度はコストの問題で限界

があるかなと思うんです。例えば、どうしても

今の仕組みだと、入札で勝つのに県内の１者が

条件的にはすごく有利だよと。そうなったとき

に、これ縁起が悪いけれども、そこが仮にその

事業を辞めたとき。これから未来永劫続けてい

くとは限らないんですよね。

だから、地域要件を問わないで、県外の方も

そこにかなりの経費をかけて、積算なりをやっ

て人手をかけて参加すれば、場合によってはそ

れは仕事になるよというような、そういう入札

の在り方も。

僕は総合評価方式というのは、特に重大物件

というか複雑なものとか高度なもの、それから

県内全体の経済を考えたときにはすごくいい方

法だとは思うんですけれども。でも、あえて将

来を見据えたときに、担い手３法でも、将来に

わたって維持管理をしっかりやっていけること

を義務づけますよという見直しもされました。

そうなったときに、やっぱり県外からでもやっ

ていく。あるいはさっきのように自社製作で品

質管理までやって、近くから経費をかけずに持っ

てきて、そこにのっける方法とか、あえて政策

的に、そこに限らず自社工場を持たなくても何

らかの形で品質が確保できるとか、部分的に今、

それなりの実質的な管理ができれば下請けも認

められてますから、そういったものを総合的に

知恵を出して、いかなることがあっても、ちゃ

んと維持管理、メンテナンスも含め責任を持て

るよという将来にわたっての維持管理の担い手

ですかね。そういったものを含めた参加要件の

中で戦える条件づくりで複数が参加できる工夫

が一つ。結果的にその人たちがまた今の方法で

も勝ち残れる可能性を持つという、いわゆるこ

れからの担い手育成というのが一つ必要かなと

いう気がするんですね。これなかなか現実は難

しいと思うんです。ぜひそこらも意識しながら

やっていただけると、という気がします。

○来住委員 素朴な質問ですけれども、技術企
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画課、353ページ一番下の（事項）新土木積算シ

ステム構築事業費というのがあって、補正前の

予算が8,976万円だったんですよね。これが4,476

万円減額をされて、補正後は4,500万円になるん

ですけれども。

僕が心配なのは半分になってるわけですよね。

そうすると初期の目的を達成できるのかなとい

うのが一つと、もともと予算を組むときがどう

だったのかなと。ちょっとそこを教えていただ

ければありがたいなと思います。

○中原技術企画課長 もともとの予算額8,900万

円程度、この金額の算定に関しましては、シス

テムの調達仕様書とか予算額を設定するために、

技術提案書とか概算見積書の情報提供を県のホ

ームページで公募を行いまして、２者応募いた

だきました。その２者の概算見積額の高いほう

を今回予算額として計上しております。

実際の入札におきましては、情報システムの

調達に係る総合評価─国のルールがあるんで

すけれども─これに基づいて入札手続を行っ

ております。

この総合評価なんですけれども、技術点と価

格点という２つの項目がありまして、技術点の

割合が３、価格点が１という形で、技術点が高

くないと落札できない。要するに金額を幾ら低

く入れても技術力がないと落札できない、ダン

ピングを防止するような流れになっております。

それもヒアリングしながら、確認しながら、最

終的にはかなり低い額で入札をされているんで

すけれども、業務を履行する力というのはしっ

かり確認した上で業者を決定しているところで

ございます。

○来住委員 事業としては何も心配ないという

ことになるんですね。

○中原技術企画課長 業務を履行する技術力は

十分有していると、この金額で十分やれるとい

うふうに確認しております。

○坂口委員 勉強のためにということで、常任

委員会資料の28ページです。この設計変更、鉄

筋の定着工法関係ですけれども、これは一番太

い鉄筋が入ることになるのかなと思うんです。

これとコンクリート打設の関係ですけれども、

間が狭いからということでの設計変更だったん

ですが、この間とコンクリートの打設口ですよ

ね、ホースの。これとの関係というのはちゃん

と必要な間隔が取られているんですか。鉄筋を

外に押し曲げて打設なんかしたら、これは必ず

戻るから、かなり大きな心配が残るんですけれ

ども、この変更ではその間隔は確保できるんで

すか。

○加行道路建設課長 型枠と鉄筋との間のかぶ

りですか。

○坂口委員 そうですね、かぶりが広ければ大

丈夫だと思うんですけれども。

○加行道路建設課長 当初のフックでは、コン

クリートの入りが悪い部分もありましたが、今

回のＴヘッドは、大分入りがよくなるというこ

とで、前より改善できると思っております。

○坂口委員 そしたら打設時は鉄筋が動いたり

するような必要はもうないんですね。

○加行道路建設課長 それはございません。

○坂口委員 それじゃ安心です。

あと、もう一ついいですか。あくまで勉強の

ためです。道路保全課のアンカーつきの鋼管打

ち込みですけれども、最終的な仕上がりでは鋼

管自体が一番外面になっていくんだと思うんで

すよね、それを被覆するようなことはないと思

うんですが。その時鋼管と鋼管の間というのは

全ての間がぴたっとくっついて一体的な構造物

になってしまうんですか。
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○東道路保全課長 標準断面図にお示ししてお

りますけれども、くい径は１メートルございま

す。それを１メートル20ピッチで打ちますので、

鋼管と鋼管の間が20センチ空くんですが、ちょっ

と図面のほうは掲載できておりませんけれども、

山側のほうに小さい鋼管を打ちます。まずは大

きい鋼管をずっと打って、追っかけて今度は小

さい鋼管を打っていって、そこで土を留めると

いった形の工法になっています。

○坂口委員 いや、径間が１メートルで、間隔

１メートル20センチの図面になっているから間

がどうなるんかな。そこに土留めはするという

ことですか。

○東道路保全課長 はい。

○坂口委員 そうなったとき、アンカーで打ち

込みますよね。持てる緊張というのが全てのく

いが一緒だったらいいけれども、万が一そこに

ばらつきがあると、仮に土が動き出したときに

そこに全て負荷が集中してくるというような、

それに対して特定のアンカーが設計以上の力を

受けるような心配というのは将来ないんですか。

○東道路保全課長 鋼管と鋼管の間、２本を１

組に１本のアンカーで押さえていくことにして

おりまして、今、委員がおっしゃるように連続

してつないでおりませんので、そういったとこ

ろのおそれはなきにしもあらずといったところ

がございます。

ただし、中に入れる小さい鋼管ぐいとの連結

がされておりますので心配ないのかなと思って

います。ただ、県内で初めての工法になってい

ます。施工後のその辺の状況をしっかり点検確

認しながら、管理していかないといけないのか

なとは思っています。

○坂口委員 やっぱり一つ一つ打っては移動し

という作業になるのと間隔が空くというのとで、

僕らじゃなかなか分からないんですけれども、

できれば一体的に構造物は全ての負荷を全体で

受け止めるというのが一番強いかなという気が

したものですから。そこらを気をつけながら施

工の確認をしていっていただくことが必要かな

という気がしました。

○西村委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、次に、報告事項に関

する説明を求めます。

○東道路保全課長 委員会資料の38ページを御

覧ください。

道路の管理瑕疵に係る損害賠償額を定めたこ

とについて、地方自治法第180条第２項の規定に

基づき御報告いたします。

今回の報告は、物損事故11件でありまして、

ナンバー１から次ページのナンバー11までが当

課の報告案件になります。

事故の内容について御説明申し上げます。発

生日、発生場所等につきましては、資料の左か

ら２列目の欄に記載のとおりであります。

番号１の穴ぼこ事故につきましては、車道上

に発生していた穴ぼこにロードレース用自転車

の後輪がはまって転倒し、後輪アルミフレーム

を損傷したものであります。

本件は、被害者に前方不注視の過失がありま

すので、５割の過失相殺を行っております。

番号２、６、７の枝落下事故につきましては、

車道上空から落下した枝により、番号２は右側

フロントバンバーを、番号６はフロントガラス

を、番号７はバンパー、スライドドアなどをそ

れぞれ損傷したものであります。

本件は、いずれも事故の状況から被害者に過

失を問うことはできないと判断し、過失相殺は

行っておりません。
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番号３の段差事故につきましては、民有地か

ら県道へ出る際に車道路肩部と歩道の擦り付け

部分で車体をこすり、車両底部を損傷したもの

であります。

本件は、被害者に前方不注視の過失がありま

すので、３割の過失相殺を行っております。

番号４の支障木接触事故につきましては、車

線上に伸びていた樹木に接触し、アンダーミラ

ーを損傷したものであります。

本件は、被害者に前方不注視の過失がありま

すので、３割の過失相殺を行っております。

番号５、８、次ページの番号９、10の穴ぼこ

事故４件につきましては、車道上に発生した穴

ぼこに車両が落ち込み、番号５、８、10はタイ

ヤを、番号９はタイヤ及びホイールを損傷した

ものであります。

本件は、いずれも被害者に前方不注視の過失

がありますので、４割の過失相殺を行っており

ます。

番号11の路上障害物事故につきましては、車

道上に落ちていたコンクリート片に乗り上げ、

タイヤ及びホイールを損傷したものであります。

本件は、被害者に前方不注視の過失がありま

すので、４割の過失相殺を行っております。

損害賠償額は81万6,822円となっておりまし

て、全て道路賠償責任保険から支払われます。

説明は以上でありますが、今回報告いたしま

した番号８、９、10の都城北郷線で発生した穴

ぼこ事故に関しては、台風第14号の影響により

都城と宮崎を結ぶ幹線道路や都城と日南を結ぶ

国道222号が通行止めとなり、当路線が迂回路と

して利用されたことも一つの要因であったと思

われます。

今後は、このような事案が発生した場合、道

路パトロールの頻度を見直すなど適切な道路管

理に努めるとともに、引き続き道路の異常箇所

についての情報提供の呼びかけを行うなど、道

路利用者の安全確保に努めてまいりたいと考え

ております。

○巢山建築住宅課長 委員会資料の39ページ

の12番から16番を御覧ください。

損害賠償額を定めたことについて、地方自治

法第180条第２項の規定に基づき御報告いたしま

す。

事故の内容について御説明申し上げます。

資料の左側の欄に記載のとおり、令和４年９

月18日に台風第14号の通過に伴う暴風の影響で、

県営住宅野田団地の入居者用の屋外倉庫１棟が

倒壊したことにより、入居者に損害を与えたも

のであります。

資料に沿って、個別に被害内容を御説明いた

します。

まず12番の方については、倉庫に収納してい

たストーブガードが倉庫の倒壊により損傷した

ほか、当該入居者所有の軽自動車が、風で飛ば

された倉庫の扉により損傷したものであります。

これ以降の方については、いずれも倉庫に収

納していたものへの損害となりますが、13番目

の方については、こたつ机の破損、14番及び15

番の方は、自転車のタイヤフレーム等の破損、16

番の方は、原動機付き自転車のかご等の破損と

なっております。

今回の事故におきましては、発生当時、延岡

市内は台風第14号の暴風域に入っておりました

が、風速の観測データ等から猛烈な風が吹いた

とは考えにくく、倉庫の強度に何らかの問題が

あったと判断したものであります。

このため、当該事故により生じた損害につい

て県が賠償することとして、令和４年12月20日

に専決処分を行い、合計19万7,675円の賠償金の
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支払いを行ったところであります。

なお、事故発生直後に、県内全域の県営住宅

の屋外倉庫の一斉点検を行ったところであり、

今後は引き続き日常点検において劣化の状況を

確認しつつ、特に台風到来時期の前には重点的

に点検を行った上で適切な対策を講じることと

しております。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

一点、先ほど損害賠償で３番の日向市のケー

スですが、民有地から道路に出てきたところの

段差で下を擦ったということで、過失割合があ

るにしても県が補償する場合、県側にどういっ

た過失があるんでしょうか。そういう場面はよ

く出くわすと思うんですが、こういう損害賠償

を認めるほどの事案になったことはちょっと聞

いたことないものですから、どんな落ち度があっ

たのですか。

○東道路保全課長 当箇所は細島港の近くであ

りまして、道路がカーブしている区間です。道

路の傾斜は車道の片方が高くなっていて、そこ

に歩道がついている箇所で、舗装の補修をする

際にオーバーレイをしているんですけれども、

ちょっと急に擦り付けていまして、この方は、

船の修理工場みたいなところに入って、帰ると

きに物を積んでいたかどうか分からないんです

けれども、帰りにまたこすっているということ

でした。

現場を確認しましたら、何回もこすった跡が

ありましたので、当然道路管理者としては、そ

の出入りに関して、しっかり道路利用者の方に

安全に道路を利用していただくような擦り付け

をやっておかないといけないといったところで、

そこに過失がありました。

傷跡はかなりありましたので、いろいろ情報

等を頂いた折に補修等も早めにやりたいところ

だったんですけれども、そこが今回ちょっと遅

かったといったところでございます。

○西村委員長 ちょっと分かったような分から

ないようなところがあるんですけれども、結局

道路と歩道の間に勾配がきつい坂があって、そ

こに乗り上げるたびに何度も当たっていて、い

よいよ壊れたときに損害賠償の運びになったと

いうことなんですが。

例えば事前にその方が、ここはいつも当たる

んだけれどどうにかしてくれと言っていれば、

その補修なり何なりをしてこういう事故にはな

らなかったということですか。

○東道路保全課長 そのとおりでございます。

利用されている方も特定の方だけじゃなくて、

船舶をそこに修理に出されてる方とか、この方

だけじゃなくてほかの方もいらっしゃるのです

が、その情報が入ってきていなくて対応が遅れ

たという状況でございます。

○西村委員長 例えが悪いですけれども、この

方がある程度損害賠償金をもらったということ

で、今まで俺もぶつかった、俺もぶつかったみ

たいな感じで主張する方が出てきた場合という

のは、後出しは駄目よということなんですか。

○東道路保全課長 まず、そこの事実確認と事

故証明とか現地確認をしないといけませんので、

現時点で話があってもその辺の確認ができない

といったところになります。

○西村委員長 分かりました。

ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○黒木都市計画課長 宮崎県汚水処理事業に係

る広域化・共同化計画の策定について報告しま
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す。

常任委員会資料40ページを御覧ください。

まず、１の計画の背景と目的についてであり

ます。

汚水処理事業に係る広域化・共同化計画は、

人口減少に伴う使用料収入の減少、職員数の減

少による執行体制の脆弱化や既存ストックの大

量更新期の到来などの課題を踏まえ策定するも

のであり、国土交通省や総務省などの連名によ

り、全ての都道府県において令和４年度までに

策定することが要請されています。

なお、本県における汚水処理事業につきまし

ては、公共下水道事業など５事業がありますが、

いずれも市町村及び事務組合が事業主体となっ

て運営されております。

次に、２の策定の経過についてであります。

計画の策定に当たりましては、資料の右下の

表にありますように、県内26市町村及び４つの

事務組合を８つのブロックに分けて、令和２年11

月から延べ32回、検討会を実施したところであ

ります。

また、令和３年12月には、市町村の担当課長

及び事務組合長を構成員とする広域化・共同化

協議会を設立し、議論を重ね、令和５年１月に、

この協議会に諮り本計画を策定したところであ

り、２月には環境審議会に報告したところであ

ります。

今後のスケジュールといたしまして、県議会

への報告を行った上で、今月中に公表を予定し

ております。

資料の41ページを御覧ください。

３の計画の概要についてであります。

右下の図にありますように、本計画は、複数

の地方公共団体または複数の汚水処理事業が共

同で利用できる施設の整備等について、５年程

度の短期的、10年程度の中期的及び30年程度の

長期的なスケジュールを示したものであります。

取組内容としましては、まず、（１）汚水処理

事業の統廃合でありますが、これは、施設を集

約・廃止することにより、改築更新や維持管理

に係るコストを抑制するものであります。

ここで２つほど具体例をお示しいたします。

まず、①にありますように、し尿を下水処理

場に持ち込み、下水処理場の施設を利用して共

同処理を行う例が考えられ、延岡市では、し尿

処理施設の延岡市衛生センターを廃止し、公共

下水道の妙田下水処理場で共同処理することと

しております。

次に、②にありますように、農業集落排水施

設と公共下水道施設を接続する例が考えられ、

都城市では、農業集落排水施設上水流地区の処

理場を廃止して公共下水道の高城浄化センター

に接続することとしております。

次に、（２）維持管理の共同化についてであり

ますが、これは個別に委託している維持管理業

務の共同発注や備品などの共同購入により、事

務の軽減や維持管理コストを抑制するものであ

ります。

また、（３）災害時相互支援でありますが、こ

れは大規模災害時に単独での対応が困難な被災

自治体に対し、調査や応急復旧に関する支援を

行う相互支援体制を構築するものであります。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 特にないようですので、次に、

その他で質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、以上をもちまして県

土整備部を終了いたします。執行部の皆様、お
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疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時23分休憩

午後２時26分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

月曜日の委員会は午前10時再開で、労働委員

会事務局の当初予算の審査から行う予定になっ

ております。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、以上をもち

まして、本日の委員会を終了いたします。お疲

れさまでした。

午後２時26分散会
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午前９時59分再開

出席委員（７人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 山 内 佳菜子

委 員 二 見 康 之

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 山 下 寿

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

欠席委員（１人）

委 員 坂 口 博 美

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

労働委員会事務局

事 務 局 長 内 野 浩一朗

調整審査課課長 川 野 宏

商工観光労働部

商工観光労働部長 横 山 浩 文

商工観光労働部次長 米 良 勝 也

企業立地推進局長 平 山 文 春

観光経済交流局長 山 下 栄 次

商 工 政 策 課 長 髙 橋 智 彦

経営金融支援室長 島 田 浩 二

企 業 振 興 課 長 佐々木 史 郎

食品・メディカル
阿 萬 慎 治

産 業 推 進 室 長

雇用労働政策課長 児 玉 珠 美

企 業 立 地 課 長 松 浦 好 子

観 光 推 進 課 長 海 野 由 憲

スポーツランド推進室長 那 須 隆 輝

オールみやざき営業課長 吉 田 秀 樹

工業技術センター所長 大 衛 正 直

食品開発センター所長 平 川 良 子

県立産業技術専門校長 有 村 隆

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 川 野 有里子

議事課主任主事 木 村 結

○西村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、当委員会に付託されました議案の

説明を求めます。

○内野労働委員会事務局長 労働委員会事務局

の令和５年度当初予算について、座って説明を

させていただきます。

お手元の歳出予算説明資料の赤のインデック

ス、527ページをお開きください。

表の左から２列目の当初予算額の欄でござい

ますが、労働委員会事務局の当初予算は、１億208

万8,000円をお願いしております。

右隣の欄の、令和４年度当初予算の１億28

万7,000円と比較しますと、記載ございません

が、180万1,000円の増、率にしまして約1.8％の

増となっております。

次に、当初予算の主な内容について御説明い

たします。

531ページをお開きください。

労働委員会事務局の予算は、職員費と委員会

運営費の２つの事項がありまして、まず、上か

ら５段目の（事項）職員費でございますが、事

務局職員10名分の人件費として、6,931万2,000

円をお願いしております。

次に、その下の（事項）委員会運営費でござ

いますが、3,277万6,000円をお願いしておりま

令和５年３月６日(月)
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す。

内訳といたしましては、説明欄にありますと

おり、１つ目の委員報酬費は、労働委員会委員15

名分の報酬として2,656万8,000円を、２の労働

争議の調整や不当労働行為の審査などに要する

経費として93万9,000円を、３のその他労働委員

会運営費は、定例総会の開催や各種会議への参

加などに要する経費として、526万9,000円を計

上しております。

なお、当事務局におきましては、決算特別委

員会の指摘要望事項はございません。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

○西村委員長 説明が終わりました。

質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、以上で労働委員会事

務局の審査を全て終了いたしましたが、ここで、

今月末で退職される内野労働委員会事務局長、

川野調整審査課長の２名を代表して、内野労働

委員会事務局長より御挨拶をいただきたいと思

います。

○内野労働委員会事務局長 発言の時間をいた

だき、ありがとうございます。今年度末をもっ

て、私と川野課長が退職をいたします。

２人とも労働委員会事務局の在籍は、今年度

１年間という時間でしたけれども、昨年６月に

は不当労働行為の救済命令も発出いたしました

し、また、労働相談も依然として高止まりの状

況でありまして、その内容もいろいろと多様化

してきております。私ども労働委員会事務局に

対するニーズの高さというのを改めて実感して

おります。

労働委員会といたしましては、引き続き関係

機関とも連携しながら、しっかりと制度が活用

されるようＰＲも行いながら、労使紛争の解決

に尽力していきたいと思います。

最後に、委員の皆様、それから県議会議員の

皆様には、いろいろと大変お世話になりました。

ありがとうございました。引き続きよろしくお

願いいたします。

お礼の言葉をもって、挨拶に代えさせていた

だきます。お世話になりました。ありがとうご

ざいました。

○西村委員長 これまで長きにわたり県政発展

に御尽力いただきまして、本当にありがとうご

ざいました。

今後は、健康に十分留意されて、県政を温か

く見守っていただくとともに、御支援のほどよ

ろしくお願いいたします。本当にお疲れさまで

した。

以上をもちまして、労働委員会事務局を終了

いたします。執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時３分休憩

午前10時６分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案等について、

商工観光労働部長の概要説明を求めます。

○横山商工観光労働部長 商工観光労働部でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。

座って説明をさせていただきます。

では、早速でございますけれども、常任委員

会資料の表紙の裏に、目次がございます。

本日は、１の予算議案としまして、令和５年

度当初予算について御説明いたします。
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また、２の特別議案としまして、使用料及び

手数料徴収条例の一部を改正する条例について

御説明いたします。

この使用料等の改正条例につきましては、後

ほど各課長が説明いたしますけれども、大きく

２つの項目がございまして、１つ目は工業技術

センター等の新規導入機器等の使用料につきま

して、所要の改正を行うものでございます。２

つ目は旅券法の一部改正に伴い、所要の改正を

行うものでございます。

次に、３のその他報告事項としまして、令和

５年度商工観光労働部組織改正案について、み

やざき産業振興戦略の改定について、宮崎県観

光振興計画の改定について、みやざきグローバ

ルプランの改定について、の４つの事項につい

て報告をさせていただきます。

それでは、３ページを御覧ください。

当初予算についてでございます。

議案第１号「令和５年度宮崎県一般会計予算」

でございますが、令和５年度当初の商工観光労

働部の一般会計歳出予算額は、表の２行目、令

和５年度当初予算額の欄になりますけれど

も、625億7,118万2,000円でございます。その右

側には、前年度の額を記載しております。

４ページをお願いいたします。

債務負担行為の追加についてであります。

令和５年度設備貸与機関損失補償など３件と

なってございます。

１つ目の設備貸与機関損失補償及び２つ目の

中小企業融資制度損失補償は、県が貸付原資を

拠出しております事業者向けの融資について、

後年度に債務不履行となった場合に、損失補償

を行う経費として計上しているものでございま

す。

３つ目の離職者等再就職訓練事業は、離職者

等に対する再就職訓練におきまして、複数年に

わたる訓練課程を設定するに当たり、その費用

を計上しているものでございます。

５ページ以降の議案第９号から議案第11号に

つきましては、それぞれ特別会計予算について

でございます。

そのうち、この５ページの議案第９号「令和

５年度宮崎県小規模企業者等設備導入資金特別

会計予算」につきましては、６億8,668万8,000

円と、昨年度の43億8,000万円余から大きく減少

しておりますけれども、これは、令和４年度に

実施しました宮崎カーフェリー株式会社に対す

る高度化資金貸付が終了したことに伴うもので

ございます。

続きまして、８から15ページは、令和５年度

の商工観光労働部の主な新規・重点事業を、宮

崎県令和５年度当初予算案の概要でお示しした

予算案のポイントに分類し、整理をしたもので

ございます。

なお、この表では、令和５年度への繰越しを

お願いしております令和４年度２月補正事業も

併せて整理をさせていただいております。

まず、１つ目のポイント、宮崎再生、コロナ

禍、原油価格・物価高騰等からの再生・復興で

ございます。

コロナ禍、原油価格・物価高騰で大きな影響

を受けている本県経済を再生するため、需要の

喚起や事業継続のための支援、生活者に対する

支援、国内外との交流回復や本県の魅力の発信

などに取り組んでまいります。

次に、12ページをお願いいたします。

中ほど３つ目のポイントであります。活力あ

る未来のみやざきづくりでございます。
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本県の未来を活力あるものとするため、本県

への移住・定住の促進、地域経済の成長促進・

活性化、ＩＣＴ化などデジタル変革の推進、ゼ

ロカーボン社会づくりなどに取り組んでまいり

ます。

これらの事業によりまして、コロナ禍からの

本格的な経済回復や社会経済活動の変化に対応

し、新たな成長につなげていきたいと考えてお

ります。

16ページ以降には、各課の主要な事業につい

て個別に掲載させていただいております。

詳細につきましては、この後、担当課長から

御説明いたしますので、どうぞよろしくお願い

いたします。

○西村委員長 商工観光労働部長の概要説明が

終わりました。

引き続き説明をお願いいたしますが、２班に

分けて議案等の説明と質疑を行い、最後に総括

質疑の時間を設けることといたしますので、御

協力をお願いいたします。

また、歳出予算の説明につきましては、重点

事業・新規事業を中心に、簡潔明瞭に行い、併

せて、決算における指摘要望事項に係る対応状

況についても説明をお願いいたします。

それでは、商工政策課、企業振興課、雇用労

働政策課の審査を行います。

議案に対する説明を求めます。

○髙橋商工政策課長 まず、議案第１号「令和

５年度宮崎県一般会計予算」について御説明い

たします。

お手元の令和５年度歳出予算説明資料の商工

政策課の青いインデックスのところ、247ページ

をお願いいたします。

商工政策課の当初予算額は、左から２列目の

当初予算額の欄にございますとおり、一般会計、

特別会計合わせまして、568億4,138万7,000円を

お願いするものであります。

このうち、一般会計は561億5,469万9,000円、

特別会計は６億8,668万8,000円であります。

まず、一般会計について、主な事項について

御説明いたします。

250ページをお願いいたします。

中ほどの（事項）地場企業振興対策事業費に

つきまして、807万6,000円をお願いするもので

あります。

このうち、説明欄２の新規事業、宮崎県地域

経済振興100年企業顕彰事業は、創業100年を超

える長年の企業活動を通して、本県経済の振興

や発展に貢献した県内企業を県が顕彰すること

によりまして、県民の県内企業への理解促進を

進め、本県経済の活性化を図ろうとするもので

あります。

その下の（事項）中小企業金融対策費543億369

万5,000円につきましては、後ほど、常任委員会

資料で御説明いたします。

251ページをお願いいたします。

中ほどの（事項）組織化指導費につきまして、

１億1,630万8,000円をお願いするものでありま

す。

このうち、説明欄３の新規事業、中小企業団

体中央会九州大会開催事業費補助金は、本県経

済を支える中小企業者の発展・振興を図るとと

もに、本大会の開催を通じまして、本県の歴史

や特産品等の情報発信にもつなげるため、来年

度に本県での開催が予定されております大会開

催経費の一部を補助するものであります。

次に、その下の（事項）小規模事業対策費に

つきまして、12億7,348万5,000円をお願いする
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ものであります。

主なものといたしまして、まず、説明欄１の

小規模事業経営支援事業費補助金は、小規模事

業者の経営支援等を行う商工会、商工会議所等

の人件費や各種事業を支援するものであります。

なお、説明欄３の改善事業、商工会事務局体

制強化事業は、後ほど常任委員会資料で御説明

いたします。

次に、一番下の（事項）中小商業活性化事業

費につきまして、3,587万7,000円をお願いする

ものであります。

252ページをお願いいたします。

一番上の説明欄の１の改善事業、地域をつな

ぐ！みやざき商店街人材育成事業は、地域の関

係者をつないで、商店街を含めた地域の課題解

決をリードする人材の育成を図るものでありま

す。

説明欄３の改善事業、インターネット販売成

長促進事業は、インターネット販売事業に取り

組む事業者に対しまして、コンサルティングや

セミナー等を実施し、インターネット販売の事

業活動強化を図ろうとするものであります。

なお、説明欄２の改善事業、みやざき商店街

の新たな魅力開発等支援事業につきましては、

後ほど常任委員会資料で御説明いたします。

次に、その下の（事項）地域経済活性化支援

事業費につきまして、5,994万8,000円をお願い

するものであります。

このうち、説明欄１の改善事業、プロフェッ

ショナル人材戦略拠点事業は、企業の人材ニー

ズを掘り起こし、都市部のプロフェッショナル

人材と県内企業とのマッチングによりまして、

企業の人材確保を支援することで企業の成長を

促進しようとするものであります。

説明欄３の改善事業、中小企業経営改善計画

策定緊急支援事業は、コロナ禍や物価高騰の影

響を受けた県内中小企業の経営改善を図るため、

経営改善計画策定に係る事業者負担分を補助す

るものであります。

なお、説明欄２の改善事業、事業承継・引継

ぎ応援補助金につきましては、後ほど常任委員

会資料で御説明いたします。

253ページをお願いいたします。

一番上の（事項）新事業・新分野進出支援事

業費につきまして、2,674万円をお願いするもの

です。

このうち、説明欄３の改善事業、みやざき地

域課題解決型起業支援事業につきましては、後

ほど常任委員会資料で御説明いたします。

254ページをお願いいたします。

次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計

につきまして、主な事項を御説明いたします。

まず、中ほどの（事項）小規模企業者等設備

導入事業助成費につきまして、４億7,071万1,000

円お願いするものであります。

主なものといたしまして、説明欄１の（１）

高度化資金貸付金は、中小企業組合等が実施す

る事業に対しまして、長期低利の融資を行うも

のであります。

また、（２）のみやざき小規模企業者等設備導

入資金貸付金は、小規模企業者等の設備投資を

促進するため、宮崎県産業振興機構が行う貸付

事業に必要な原資の貸付を行うものであります。

続きまして、主な事業につきまして、常任委

員会資料で御説明させていただきます。

常任委員会資料の16ページをお願いいたしま

す。

１つ目の改善事業、みやざき商店街の新たな
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魅力開発等支援事業であります。

予算額といたしましては、1,100万円、財源は

宮崎再生基金であります。

事業の目的でありますが、商店街等が新たな

魅力開発・発信等のために、持続的に実施する

モデル的な取組を支援し、県内商店街・地域商

店街の活性化を図ろうとするものであります。

（２）事業の概要でございますが、商店街等

が持続的に実施するモデル的な取組を市町村が

支援する場合に、その費用の一部を、２分の１

以内の補助率で補助するものであります。

具体的な例といたしましては、イメージに記

載させていただいておりますけれども、地域資

源、例えば特産物を活用したオリジナル商品の

開発やそのＰＲ、また、空き店舗等を活用した

コワーキングスペース、宿泊スペース等の拠点

の創出などを想定しております。

この事業の成果指標でございますが、この事

業の実施により、波及効果を認められた商店街

として、令和８年度までに累計で６件達成する

ことを目標とさせていただいております。

事業の期間といたしましては、令和５年度と

してございます。

次に、17ページをお願いいたします。

２つ目の改善事業、みやざき地域課題解決型

起業支援事業であります。

予算額といたしましては、2,495万円、財源は

国庫及び一般財源であります。

事業の目的でございますが、デジタル技術を

活用して地域課題の解決に取り組む起業者への

支援を行い、本県の地域社会が抱える課題解決

及び地域経済の活性化を図るものであります。

（２）事業の概要でございますが、起業者の

起業に必要な経費につきまして、補助率２分の

１以内、上限額200万円を補助するとともに、②

でございますが、事業計画の指導、販路開拓等

の支援、起業後のフォローアップ支援を行うこ

ととしてございます。

この事業の成果指標でございますが、この事

業の実施によりまして、当該事業に基づく起業

者数、年間10者を目標とさせていただいており

ます。

事業の期間は、令和６年度までの２か年度で

あります。

次に、常任委員会資料の18ページであります。

改善事業、商工会事務局体制強化事業であり

ます。

予算額といたしましては、2,601万6,000円、

財源は一般財源であります。

事業の目的でございますが、商工会の事務局

体制の強化による質の高い支援体制の構築及び

市町村をはじめとする関係機関との連携強化に

よる地域経済の維持・活性化を図ろうとするも

のであります。

（２）事業の概要でございますが、事務局長

設置基準に満たない商工会について、商工会事

務局コーディネーター設置費を補助する市町村

に対し、補助率２分の１、上限額162万6,000円

を補助するものであります。

同様の事業につきましては、令和３年度より

実施してございますが、これまでの既存の事業

からの改善点といたしましては、大きく２つご

ざいます。

資料には記載をしてございませんが、１つ目

といたしましては、既存事業において対象外と

なっていた４つの商工会、具体的には、平成の

合併前に市へ編入された地区を管轄する商工会

でございますが、これを新たに、この事業の対
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象に追加してございまして、県全体の支援体制

の底上げを図ることとしてございます。

２つ目の改善点といたしましては、米印のと

ころに記載させていただいてございますとおり、

対象商工会が市町村と共同で、経営指導の在り

方や地域振興事業に係る目標などを盛り込んだ

事務局体制強化計画を作成し、目標に向けた取

組を実施することで、組織率の向上など商工会

の体制強化、ひいては、より効果的な経営指導

の充実につなげてまいりたいと考えております。

この事業の成果指標でございますが、この事

業の実施によりまして、経営改善等に係る指導

件数30％増加を３年後の目標として設定させて

いただいております。

事業の期間は、令和７年度までの３か年度で

あります。

次に、常任委員会資料の19ページであります。

改善事業、中小企業金融対策費であります。

予算額といたしましては、543億369万5,000円、

財源は記載のとおりであります。

事業の目的でありますが、厳しい経営環境に

ある企業や新事業に積極的に取り組む企業に対

しまして、事業資金を安定的かつ円滑に供給す

ることにより、中小企業の活性化、経営の安定

化を図ろうとするものであります。

事業の概要であります。

まず、①の中小企業融資制度貸付金につきま

しては、金融機関が貸付けを行うために必要な

原資の一部を、金融機関に預託するものであり

ます。

この融資制度につきましては、情勢の変化等

に応じまして、毎年度メニューの見直し等を行っ

てございます。

令和５年度は、２つのメニューを創設するこ

ととしてございます。

１つ目の、創業・新分野進出支援貸付（再チャ

レンジ応援）につきましては、廃業等を乗り越

え、再チャレンジする中小企業者の資金繰りを

支援するものであります。

２つ目の、みやざき成長産業育成貸付（みや

ざきゼロカーボン応援）につきましては、ゼロ

カーボンへ向け、積極的に取り組む中小企業者

の資金繰りを支援するものであります。

②の中小企業円滑化補助金及び③の信用保証

協会損失補償金は、融資に付随する信用保証協

会への補助等を行うとともに、④の中小企業融

資制度利子補給につきましては、新型コロナウ

イルス感染症対応資金について、国庫負担によ

り、事業者への利子補給を行うものであります。

本事業の成果指標でございますが、新規融資

枠154億円とさせていただいております。

事業の期間は、令和５年度であります。

常任委員会資料20ページをお願いいたします。

改善事業、事業承継・引継ぎ応援補助金であ

ります。

予算額といたしましては、1,800万円、財源は

一般財源であります。

事業の目的でありますが、事業承継に要する

費用負担を軽減するとともに、事業承継を契機

とした新事業展開・後継者育成に係る取組を支

援することで、地域に必要とされる中小企業の

廃業を防ぎ、安定的な雇用の場の確保・地域経

済の成長を図ることとしてございます。

事業の概要でございますが、親族承継、役員

・従業員承継、第三者承継、いわゆるＭ＆Ａに

積極的に取り組む事業者に対して、市町村とと

もに支援するものであります。

（２）の①の事業承継・引継ぎ応援事業につ
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きましては、第三者承継等に要する費用を補助

する市町村に対し、30万円を上限に、２分の１

以内を補助することとしてございます。

②の後継者新事業展開支援モデル事業につき

ましては、後継者が実施する新事業展開に係る

費用について、100万円を上限に、２分の１以内

を補助することとしております。

③の後継者育成支援事業は、後継者候補等の

育成に係る費用について、20万円を上限に、２

分の１以内を補助することとしてございます。

資料には記載していませんが、既存事業から

の改善点といたしましては、新たに支援対象と

して、親族承継や買手側企業を追加するととも

に、後継者の新事業展開や後継者候補等などの

育成支援を加えることによりまして、さらなる

事業承継の加速化を図ることとしてございます。

本事業の成果指標でございますが、この事業

の実施によりまして、令和７年度までに、事業

承継計画策定件数は35件、成約件数は55件を目

標としてございます。

事業期間は、令和７年度までの３か年度でご

ざいます。

最後に、決算特別委員会の指摘要望事項に係

る対応状況につきまして御説明いたします。

決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状

況の８ページをお願いいたします。

（３）商工建設分科会⑦のとおり、小規模企業

者等設備導入資金特別会計につきまして、「小規

模企業者等が原油高・物価高騰等の苦境を乗り

切ることができるよう、債務者個別の事情に即

した対応を進めながら、貸付事業の健全化に向

けて、引き続き収入未済額の縮減に努めること」

との指摘要望があったところでございます。

債権回収につきましては、債務者等の個別の

事情や原油高・物価高騰等をはじめとした社会

的な影響を踏まえながら、債務者等の過度な負

担とならないよう回収を進めていくことが重要

であると認識してございます。

このため、延滞債権が発生した場合には、文

書による督促・担保物権の売却等により回収を

図ることとなりますが、債務者等に対しまして

は、現時訪問等によるヒアリングや所得状況等

の調査を行い、それぞれの債務者等の置かれて

いる状況や収入・資産といった点について丁寧

に確認し、回収を進めているところであります。

今後とも、各債務者等の個別事情などを踏ま

えながら回収を行うとともに、所在調査等も進

めながら、要件を満たしたものについては不納

欠損を行うなど、収入未済額の圧縮を図ってま

いります。

○佐々木企業振興課長 続きまして、企業振興

課の当初予算について御説明いたします。

令和５年度歳出予算説明資料、青い企業振興

課のインデックスのところ、255ページをお開き

ください。

企業振興課の令和５年度当初予算額は、左か

ら２列目にございますとおり、13億9,853万7,000

円でございます。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。

257ページをお開きください。

一番下、（事項）新事業・新分野進出支援事業

費、２億1,447万2,000円でございます。

258ページをお開きいただきまして、一番上の

説明欄３の新規事業、脱炭素化技術研究開発支

援事業及び説明欄５の新規事業、みやざきスタ

ートアップ創出・成長促進事業につきましては、

後ほど常任委員会資料で御説明いたします。
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説明欄４の改善事業、知財等活用ビジネスプ

ロデュース事業でございますが、これは、宮崎

県産業振興機構を通じまして、県内企業が持つ

知的財産や企業独自の技術等を活用した新事業

の創出や販路開拓を支援することで、県内企業

のビジネス上の競争力強化を図るものでござい

ます。

続きまして、259ページを御覧ください。

中ほどの（事項）産業集積対策費9,357万6,000

円でございます。

このうち、説明欄１の改善事業、ものづくり

企業海外販路開拓・拡大支援事業、及び説明欄

３の新規事業、半導体等先端技術振興プロジェ

クト事業、及び説明欄８の改善事業、食品の安

全認証取得等販売力強化事業につきましては、

後ほど常任委員会資料で説明いたします。

説明欄４の改善事業、企業との協働型人材育

成事業は、県内企業と学校が連携し、高校生や

大学生を対象とした企業の現場体験など、実践

的な人材育成に取り組むことで、次世代の人材

の育成・確保を図るものでございます。

また、一番下の（事項）工業技術センター総

務管理費から、261ページの（事項）食品開発セ

ンター研究開発費につきましては、工業技術セ

ンター及び食品開発センターの試験研究や管理

運営等に要する経費でございます。

それでは、当初予算の主な事業について御説

明いたします。

常任委員会資料の21ページをお開きください。

改善事業、ものづくり企業海外販路開拓・拡

大支援事業でございます。

予算額は、735万8,000円で、財源は一般財源

でございます。

この事業は、事業の目的にございますとおり、

アフターコロナにおける海外ビジネスの本格的

な再開を見据えて、県内ものづくり企業の海外

展開を支援することにより、海外との取引を拡

大させ、外貨を稼ぐ企業を育成することで、本

県経済の活性化を図るものでございます。

事業の概要でございますが、下の四角囲み

（２）①にありますとおり、県内ものづくり企

業が取り組む海外販路の開拓や拡大に要する経

費を補助するものでございます。

②は、①で支援した企業へ海外販路コーディ

ネーターを派遣いたしまして、現地取引先候補

企業やパートナーの発掘などを行うものでござ

います。

（３）の成果指標でございますが、この事業

の実施により、支援した企業の取引成約件数と

して、令和５年度に２件、令和６年度に４件、

令和７年度に５件を目標としております。

事業年度は、令和７年度までの３年間でござ

います。

次に、22ページを御覧ください。

新規事業、半導体等先端技術振興プロジェク

ト事業でございます。

予算額は、783万4,000円で、財源は一般財源

でございます。

この事業は、事業目的にございますとおり、

半導体、電気自動車、蓄電池あるいは航空宇宙

産業などの先端技術産業への参入や活性化等に

対応するため、産学官が一体となった研究会に

よるセミナー等を行うことで、新技術の開発や

新産業の創出を推進するものでございます。

事業の概要ですが、（２）の①ものづくり企業

先端技術振興プロジェクト事業といたしまして、

先端技術分野の活性化や人材育成のため、セミ

ナーや情報交換、研究会等の開催をするもので
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ございます。

②の先端技術新展開に係る調査事業といたし

まして、このような先端技術分野における国内

のニーズ調査や情報収集のほか、県内企業の動

向や可能性を調査するものでございます。

（３）成果指標といたしましては、この先端

技術分野での新規取引件数といたしまして、令

和５年度から令和７年度の各年度において、３

件を目標としております。

事業年度は、令和７年度までの３年間でござ

います。

続きまして、次の23ページを御覧ください。

新規事業、みやざきスタートアップ創出・成

長促進事業でございます。

予算額は、2,356万1,000円で、財源は一般財

源でございます。

この事業は、事業目的にございますとおり、

県内における先進的な技術・アイデアを活用し

たスタートアップ創業を促進し、事業の急成長

を支援することで、本県産業の活性化を図るも

のでございます。

事業の概要ですが、下の四角囲いの中ですけ

れども、（２）の①スタートアップの創出・発掘

といたしまして、起業セミナーやワークショッ

プ、県内外の大学等が有する技術シーズの発表

会などを通じまして、起業家や県内経営者、学

生等の交流により、県内におけるスタートアッ

プ創業の気運醸成を図ってまいりたいと考えて

おります。

②のスタートアップの成長促進といたしまし

て、県内スタートアップ企業の成長を促進する

ためのプログラムの実施や、投資家等とのマッ

チング機会によるピッチイベントなどを通じま

して、資金調達等による企業の急成長を後押し

するものでございます。

（３）の成果指標でございますが、この事業

の実施により、支援した企業における投資家等

からの資金調達件数といたしまして、令和５年

度に４件、令和６年度に５件、令和７年度に６

件を目標としております。

事業年度は、令和７年度までの３年間でござ

います。

次に、24ページをお開きください。

新規事業、脱炭素化技術研究開発支援事業で

ございます。

予算額は、812万6,000円で、財源は開発事業

特別会計及び一般財源でございます。

この事業は、事業の目的にありますとおり、

新エネルギーを活用した脱炭素に資する研究開

発を行う産学共同研究グループを支援すること

で、県内における脱炭素関連産業の振興を進め

るとともに、県内企業の脱炭素化の取組を促進

するものでございます。

事業の概要ですが、（２）の脱炭素化技術研究

開発費補助金といたしまして、産学共同研究グ

ループ等が新エネルギーを活用した脱炭素化に

資する技術の研究開発に必要な経費を補助する

ものでございます。

（３）の成果指標ですが、この事業の実施に

より、令和５年度から令和７年度の各年度にお

いて、２件の支援を目標としております。

事業年度は、令和７年度までの３年間でござ

います。

次に、25ページをお開きください。

改善事業、食品の安全認証取得等販売力強化

事業でございます。

予算額は、1,500万円で、財源は一般財源でご

ざいます。
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この事業は、事業の目的にありますとおり、

ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の義務化のほか、

コロナ禍におけるバイヤーや消費者の衛生意識

の向上及び物価高に対応するための県内企業の

取組を支援することで、県外・海外に向けた販

路開拓や取引拡大につなげ、食品製造業の振興

を図るものでございます。

事業の概要ですが、（２）の①は、食品の安全

マネジメントに関する認証取得や、工場への危

害要因を低減する施設改修に要する費用を補助

するものでございます。

②は、食品開発センターの機器・ノウハウを

活用し、商品開発などの伴走支援を行うもので

ございます。

（３）の成果指標ですが、この事業の実施に

より、翌年度以降に付加価値額が増加した事業

者数として年７者、食品開発センターにおける

技術移転件数といたしまして、年23件を目標と

しております。

事業年度は、令和７年度までの３年間でござ

います。

当初予算につきましては、以上でございます。

続きまして、議案第22号「使用料及び手数料

徴収条例の一部を改正する条例」について御説

明いたします。

議案書では、67から84ページにかけて記載し

ておりますが、委員会資料で御説明したいと思

います。

委員会資料の40ページをお開きください。

まず、１の改正の理由でございますが、工業

技術センター、食品開発センター、機械技術セ

ンターでの設備・機器の利用に係る使用料及び

手数料につきまして、機器の新規導入や更新・

処分に伴い、それぞれ項目の新設や変更・削除

を行うものでございます。

次に、２の、改正の内容についてでございま

すが、詳細は、次の41ページを御覧ください。

（１）の使用料につきましては、①機器の新

規導入に伴いまして、多目的エックス線回析装

置など10件の新設を、②機器の更新に伴いまし

て、電子線マイクロアナライザーなど４件の変

更を、③老朽化した機器の処分等に伴いまして、

３件の削除を行うものでございます。

続いて、42ページをお開きください。

（２）の手数料につきましては、同じく機器

の新設・更新に伴いまして、５件の変更を行う

ものでございます。

これらの改正の施行期日は、令和５年４月１

日からでございます。

○児玉雇用労働政策課長 当課の当初予算につ

いて御説明いたします。

令和５年度歳出予算説明資料の雇用労働政策

課のインデックスのところ、263ページをお開き

ください。

当課の当初予算額は、14億269万8,000円であ

ります。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。

265ページをお開きください。

下から２番目の（事項）女性・高年齢者雇用

促進費1,205万円でございます。

これは、説明欄１のシルバー人材センター支

援事業におきまして、公益社団法人宮崎県シル

バー人材センター連合会の運営費等への支援と、

２のとおり、九州・山口生涯現役社会推進大会

宮崎大会の経費をお願いするもので、本大会は、

九州・山口各県の県民、企業、労働者、ＮＰＯ

・ボランティア団体、行政等が参加し、九州・
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山口における生涯現役社会の必要性とその取組

を、九州・山口各県及び全国に発信しているも

ので、本年10月に本県で開催予定であります。

次に、一番下の（事項）若年者就労促進費１

億752万1,000円であります。

これは、若年者の就職支援や県内就職の促進

に要する経費でありまして、説明欄２の改善事

業、中・高校生の県内就職促進事業、説明欄３

の改善事業、宮崎で働く魅力発信事業、及び次

の266ページの一番上、４、改善事業、外国人材

受入支援事業につきましては、後ほど委員会資

料で御説明いたします。

その下の５、改善事業、就職説明会等開催事

業におきましては、県内外の大学生や一般求職

者と県内企業の出会いの場として、県内及び県

外での対面での就職説明会や、オンライン形式

の就職説明会を開催することとしております。

次に、その下の（事項）地域雇用対策推進

費5,852万2,000円であります。

これは、ＵＩＪターン就職の促進と、県内各

地域の雇用対策に要する経費であります。

説明欄２の改善事業、就職氷河期世代就労支

援事業では、就職氷河期世代の就職を促進する

ため、面接会の実施や出張相談による支援を実

施することとしております。

また、３の改善事業、県外学生ＵＩＪターン

就職サポーター事業では、県外学生の県内企業

への就職促進のため、県内の就職情報の提供や、

県内企業への就職相談対応を行うほか、県内企

業へのＵＩＪターン就職の調査分析や、県外学

生の採用を希望する県内企業の人材確保への支

援を行うこととしております。

次に、２つ下の（事項）働きやすい職場環境

づくり整備事業費5,256万円であります。

これは、働きやすい職場環境づくりの促進に

要する経費でありまして、説明欄１の労働相談

事業では、県内の中小企業の労使双方からの相

談事業の実施に要する経費、説明欄２の働き方

改革促進事業では、仕事と生活の両立応援宣言

と、働きやすい職場「ひなたの極」認証制度の

普及啓発に要する経費や、働き方改革に関する

セミナーの開催経費などをお願いしております。

説明欄３の改善事業、女性と高齢者の就業支

援事業につきましては、後ほど委員会資料にて

説明させていただきます。

最後に、268ページを御覧ください。

一番下の（事項）県立産業技術専門校費７

億1,245万7,000円であります。

これは、下の説明欄にありますように、県立

産業技術専門校において、技能労働者の養成等

を行う経費や、離職者等の再就職を図るための

職業訓練などに要する経費であります。

続きまして、主要事業について御説明いたし

ます。

常任委員会資料の26ページをお開きください。

改善事業、中・高校生の県内就職促進事業で

あります。

予算額は、4,204万5,000円をお願いしており

ます。

事業の目的ですが、高校生や中学生、その保

護者や教職員に、宮崎で働くよさや県内企業の

魅力を知る機会を提供し、県内企業への理解を

深めてもらうことで、高校生の県内就職を促進

するものであります。

事業の概要ですが、（２）事業内容①の企業情

報等提供事業では、宮崎大学内にある産業人財

育成プラットフォーム事務局が運営する高校生

向けの就職総合情報サイトの充実を図ってまい
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りますとともに、②の応募前ジュニアワークフェ

ア開催事業におきまして、高校３年生を対象と

した、対面による企業説明会を県内４地区で開

催し、③の業界交流・企業説明会等開催事業で

は、中学生とその保護者向けの県内事業者との

意見交換会、高校生とその保護者向けの就職体

験ガイダンス、中高生の保護者や教職員向けの

県内企業見学会及び研修会等への企業の講師派

遣を行うこととしております。

（３）成果指標でございますが、高校生の県

内就職率を令和７年３月卒業生において65.5％

とすることを目標としています。

事業期間は、令和７年度までです。

次に、27ページを御覧ください。

改善事業、宮崎で働く魅力発信事業でありま

す。

予算額は、1,395万4,000円をお願いしており

ます。

事業の目的ですが、県内外の大学生等に対し、

インターンシップや就職に関する情報のほか、

県内企業の魅力や本県で働く魅力を発信し、県

内企業への就職を促進するものであります。

事業の概要ですが、（２）の事業内容の①県内

企業インターンシップ支援事業では、学生と県

内企業のインターンシップマッチングサイト「み

やざきインターンシップＮＡＶＩ」の運用や、

令和５年度からの制度変更に合わせた、県内企

業へのインターンシッププログラム作成支援等

を行うこととしております。

また、②の就職情報発信事業については、大

学生向け就職情報サイトによる情報発信や、学

生の就職に影響力のある保護者に、県内企業情

報などを郵送で届ける取組等により、県内外の

大学生の卒業後の県内就職の促進につなげてい

きたいと考えています。

（３）成果指標ですが、インターンシップを

はじめとするキャリア形成支援に取り組み、学

生を受け入れた企業・団体数を、令和７年度に

年85社とすることを目標としています。

事業期間は、令和７年度までです。

次に、28ページをお開きください。

改善事業、外国人材受入支援事業です。

予算額は、674万7,000円をお願いしておりま

す。

事業の目的ですが、外国人留学生の県内企業

等への就職を支援するとともに、人手不足の解

消や、グローバル展開を目指す県内企業等の留

学生の採用や定着に向けた支援を行い、外国人

材から選ばれる受入れ環境の整備を促進するも

のであります。

事業の概要ですが、（２）①のとおり、県内企

業等向け支援としまして、採用に関する相談対

応、受入れ環境整備や人材定着を支援するセミ

ナーの開催等を行います。

また、②のとおり、留学生向けの支援としま

して、本県での生活・就職活動における支援体

制などの紹介や、県内企業等への就職に関する

相談対応を行いますとともに、③の県内企業等

と留学生のマッチング支援としまして、留学生

向けインターンシップや企業見学の実施、留学

生と県内企業双方の希望を聞き取り、面談会を

実施することとしております。

（３）の成果指標ですが、留学生と県内企業

等とのマッチング回数を、令和７年度に年45件

とすることを目標としています。

事業期間は、令和７年度までです。

次に、29ページを御覧ください。

改善事業、女性と高齢者の就業支援事業です。
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予算額は、4,579万3,000円をお願いしており

ます。

事業の目的ですが、女性と高齢者それぞれに

相談窓口を設置し、求職者と求人企業のマッチ

ングによる就業支援などを行うとともに、県内

企業の働きやすい職場環境の整備を支援し、女

性と高齢者の就業促進を図るものであります。

事業の概要でありますが、（２）の（Ａ）女性

と高齢者への就業支援では、女性と高齢者それ

ぞれの就業支援センターを設置し、それぞれの

ニーズに合わせた相談対応やセミナー等の開催、

人材バンクによるマッチングにより、相談から

就業までを一体的に支援していくほか、（Ｂ）職

場環境整備のための支援では、①にありますと

おり、働き方改革に取り組んでいる県内企業に

対し、専門的なアドバイスができる人材を派遣

し、職場環境の整備を支援し、②、③では、働

きやすい職場づくりに積極的な企業を認証する

「ひなたの極」認証制度において、引き続き普

及推進員の配置と取組事例集の作成、先進事例

の発信により、働きやすい職場づくりを推進し

てまいりたいと考えております。

（３）の成果指標ですが、この事業の実施に

より、令和６年度に、年間の女性の新規就業者

数を100名、高齢者の新規就業者数を160名、「ひ

なたの極」認証企業数を年15社とすることを目

標としています。

事業年度は、令和６年度までです。

当初予算については、以上であります。

最後に、決算特別委員会の指摘要望事項に対

する対応状況について御説明いたします。

決算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状

況の冊子の９ページを御覧ください。

⑧の「外国人留学生の就職・採用支援につい

て、本県で働くことの魅力が十分に伝わるよう、

より積極的な広報を行うとともに、関係団体と

連携しながら外国人労働者の確保に努めること」

との指摘要望がございました。

本県が外国人留学生から就職先として選ばれ

るためには、外国人留学生に本県で働くことの

魅力を十分に伝えることが重要であります。こ

のため、県では、外国人留学生等就職・採用支

援事業において、キャリア面談を行った留学生

等に対し、本県の自然や食の豊かさはもとより、

観光や外国人の方のための生活情報に関するパ

ンフレットなどを活用しながら、本県で暮らす

・働くための支援制度や魅力について発信を

行っております。

また、九州７県、九州経済産業局、九州経済

連合会により設立された九州グローバル人材活

用促進協議会が運営している九州の企業と留学

生をつなぐマッチングサイト「Ｗｏｒｋ ｉｎ

Ｋｙｕｓｈｕ」においても、登録している九

州内の留学生に対し、本事業や本県の魅力の周

知に取り組んでいるところでございます。

さらに、本県で働く外国人材の好事例等を紹

介する冊子を作成し、学校の就職ガイダンスや

企業見学会などの場において、説明・配布する

など、本県の魅力のＰＲをする取組を行うこと

としております。

今後とも、本県の魅力を十分に伝えるととも

に、関係団体と連携しながら外国人留学生等の

確保に取り組んでまいります。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

○二見委員 中身の質問に入る前に、今回、タ

ブレット等を導入して御説明いただくように

なったわけなんですけれども、今、３課からお
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話しいただいた中で、こっちの歳出予算説明資

料の順番と、こちらのタブレットの説明資料の

順番が、雇用労働政策課は順番どおりに上から

流れてきたんですけれども、前の２課は行った

り来たりしていたところがあったんですが、そ

の順番の決め方とかについて、こだわりか何か

があったんでしょうか。

○髙橋商工政策課長 私、今説明をしておりま

して、確かにこの歳出予算説明資料と、この順

番が、ちょっと違っていたなというのは、正直

感じたところでございまして、そこは大変申し

訳ありません。

○二見委員 別に謝ることはないと思うんです

けれども、初めてのことですからね、今後のこ

の説明の仕方について、やっぱり重要なものか

ら説明資料があったのかなとも感じていたし。

要するに、執行部から議会に対するプレゼンで

すから。どういうやり方をされるかは、どっち

かというと皆さん方がこだわりを持ってやって

ほしいなというところもあります。細かいこと

ですけれども、今後、全体の流れにつながるか

なと思ったので、部での御検討をお願いしたい

と思います。

○西村委員長 ほかにありませんか。

○二見委員 まず、21ページのものづくり企業

海外販路開拓・拡大支援事業についてお伺いし

たいんですけれども、今回、①の経費支援は補

助率が２分の１以内、上限が50万円ということ

で、②はコーディネーターを民間企業に委託し

てパートナーの発掘等をされるということなん

ですが、成約件数の目標は、令和５年度は２件

ということになっていますけれども、それぞれ

①、②について、どれくらいの数を見込んでの

予算組みになっているのか、教えてください。

○佐々木企業振興課長 まず、スタートとして

①のほうで、各企業の取組を補助していくわけ

ですが、ここで今のところ支援しようと考えて

いる企業数は、一応７社を考えております。

その７社の取組について支援をした上で、そ

れらの企業について、②の海外販路のコーディ

ネーターによる現地取引先候補企業だとかパー

トナーの発掘をするということでございます。

なお、②の民間委託企業ですけれども、大手

の商社等で営業していた方々が退職した後に、

いろんな企業の支援をしている企業がございま

して、そちらへの委託を今のところは考えてお

ります。結果、②についても、その７社を対象

にするというふうに考えております。

○二見委員 もう大体、その数が７社というこ

とでの目標だということだと思うんですが、あ

と分野的なところ、県内のものづくり産業の中

でも、どういった分野を県としてやっていこう

としているのか。何せ、ものづくりの弱い宮崎

県ですが、ある程度ターゲットを絞ってのこと

かなと思うんですけれども。

○佐々木企業振興課長 事業としては、特にタ

ーゲットに制約をかけているわけではございま

せんが、一つには、いわゆるフードビジネス関

係、食品に関しては、ほかのいろんな支援もあ

るというところもありまして、この事業では、

一応、それ以外の業種、例えば、私どもの課で

やっているものとしては、メディカル関係で、

いろんな製品を作っている企業だとか、なるべ

く最終的に製品として、形を作って販売してい

る、要は、部品とかではなくてですね。これま

での事例を見ていると、中間の部品などは、な

かなか海外には売りづらいというか、なかなか

成約が取りづらいというところもありますので、
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なるべく最終製品を作っているような企業を対

象に、支援をしてまいりたいなと考えておりま

す。

○山下委員 決算特別委員会の指摘要望事項の

ことでお尋ねしたいんですが。

まず最初に、小規模企業者等の設備導入資金

特別会計について、これは要するに、機械を買

う人に融資をするということでしょうけれども、

この「文書による督促、担保物件の売却等によ

り回収を図ることとなりますが」と書いてある

のは、貸付けした機械を担保に取っているとい

うことなんですかね。

○島田経営金融支援室長 この小規模企業者等

設備導入資金特別会計につきましては、高度化

事業と宮崎県小規模企業者等設備導入資金貸付

け、２つの貸付け制度がございまして、それぞ

れの制度で必要な担保を取らせていただいてい

るという状況でございます。

○山下委員 ならば、その担保物件を取ったと

ころで、未収に相当するような額は、なかなか

難しいということですね。

○島田経営金融支援室長 今現在、未収として

残っているもの、かなり古いものも含まれてお

りまして、この未済として上がっているもの全

て、会社が既に倒産、操業停止し、あるいは解

散している案件でございます。連帯保証人等に

調査をさせていただいた上で返済をお願いして

いるという状況でございまして、それぞれの事

情をお伺いしながら回収に努めているという状

況でございます。

○山下委員 要するに、なかなか回収は難しい

ということでいいんですね。

○島田経営金融支援室長 正直、回収が難しい

ものが含まれておりますというか、それぞれ回

収が、かなり困難な事案が残っていると御理解

いただければありがたいと思います。

○山下委員 それでは、もう一つ、この外国人

留学生の就職のことでお尋ねしたいんですけれ

ども。外国人留学生が就職したい、それを世話

するということですが、こういう就職をしたい

という人の職種なり、希望についての名簿はあ

るんでしょうか。

○児玉雇用労働政策課長 留学生の名簿とかい

うのは特にない状況で、留学生は割と広域で探

されますので、私どものこのマッチングの事業

を広く広報しまして、留学生の方から宮崎県の

こういう仕事で働きたい、どの辺りで働きたい

とかいう情報をいただいて、もう一方で、外国

の方を受け入れたいという県内の企業に登録し

ていただいております。場合によっては、留学

生からのニーズに応じて県内企業に呼びかけた

りして個別なマッチングをしている状況にござ

います。

こちらに、「Ｗｏｒｋ ｉｎ Ｋｙｕｓｈｕ」

を御紹介したんですけれども、おっしゃるとお

り、なかなか留学生の名簿や企業の名簿はない

ですが、この「Ｗｏｒｋ ｉｎ Ｋｙｕｓｈｕ」

において、本県だけではなく九州各県で、受け

入れたいという企業の登録が98社ございまして、

本県でも11社程度ございます。また、本県を含

む九州各県の留学生の方の登録は今のところ82

名程度あって、そのサイトの中で、企業情報を

見ていただいています。けれども、なかなかリ

ストがあってマッチングをするという状態では

なくて、それぞれの方から細かく、本県のどう

いうところで働きたいかと、企業側のニーズを

お聞きして、細かなマッチングが必要な状態で

ございます。
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○山下委員 例えば、どういう業種に就きたい

んだとか、どういう職種に就きたい希望者の人

がいるかというデータは分かるのですか。

○児玉雇用労働政策課長 一人一人の状態に

よってマッチングをするものなので、どういう

仕事に就きたいかというところも、なかなかデ

ータがない状態です。

ただ、県内では、専門学校とかで、ホテル向

けの授業をされているところもございまして、

そういうところに通われている学生は、観光関

係の職業に興味があられるので、そのような企

業とマッチングを試みているところでございま

す。

あとは、やっぱり日本語の程度も、それぞれ

の留学生の方がどれぐらい日本語をお話しにな

られるかや、今後の御希望によって、業種につ

いては細かく御希望が異なるという状態にござ

います。

○山下委員 ならば、やっぱりなかなかマッチ

ングも難しいわけですね。例えば、宮崎大学と

か、宮崎の大学に海外から研修や勉強に来られ

ていて、そういう方々は日本で仕事がしたいと

いうような方は、あまりいらっしゃらないのか。

○児玉雇用労働政策課長 宮崎大学の場合は、

割と農業系のことを学ばれる学生が多いとはお

聞きしております。もちろん、当事業で宮崎大

学に対しても、事業紹介をしていますが、宮崎

大学の学生は、割と農業系のことを学んで本国

に帰られる方が多いというような状況は、お聞

きしているところでございます。

○来住委員 商工政策課、250ページのちょうど

真ん中辺りに、新規事業として、宮崎県地域経

済振興100年企業顕彰事業というのがあるんです

けれども、私の記憶では、創業100年になった企

業名が、宮崎日日新聞か何かで出たような気が

します。予算は96万5,000円ですが、具体的なこ

の顕彰事業の内容について、もう少し教えてい

ただきたい。

○髙橋商工政策課長 今、委員おっしゃったと

おり、この宮崎県地域経済振興100年企業顕彰自

体は、今年度から既に実施してございまして、

今年度は、合計180社程度を創業100年というこ

とで顕彰させていただいていたところでありま

す。

例えば、一番古かったのは、西都市の「さど

わら店」というところで、既に宮崎日日新聞に

も載っておりますし、また県のホームページで

も公表しているところでございます。この事業

自体は、100年しっかりと頑張っていただいた、

それを県民の皆さんに知っていただく、またこ

ういった企業にぜひ頑張ってなりたい、そうい

う企業の前向きなマインドを醸成していく観点

から非常に重要だと考えてございます。来年度

以降も、今回、新規として上げさせていただい

てございますけれども、この事業によりまして、

引き続き顕彰という形でさせていただければと

考えております。

○来住委員 もう少し具体的に顕彰の内容を教

えてください。

○髙橋商工政策課長 内容といたしまして

は、100年しっかりと事業活動をやられてこられ

て、ほかの企業の模範となるような、モデルと

なるような企業を顕彰しておりまして、具体的

な顕彰の中身は、表彰状とともに、例えば副賞

を県として授与することによって、頑張ってい

ただいたということを、形としても残すという

ものです。

○来住委員 単純に、創業100年を超えたのが180
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社ですかね。今年はその180社に対して顕彰して

いくということになるのかなと。具体的に顕彰

する基準としては、まさに創業が100年超えたと

いうだけ、それが基本になるのですか。

○髙橋商工政策課長 この顕彰の対象となる企

業につきましては、今年度は、まずは、いろん

な関係する団体の皆様からの推薦をいただきま

す。例えば、商工会議所連合会や商工会連合会

とか、いろんな団体から推薦を募りました。そ

の中から、ただ顕彰基準として100年というとこ

ろだけではなく、模範となるような企業か、そ

れ以外にも、例えば暴力団関係者じゃないとか、

欠格条項も勘案しながら、最終的に177社。実際

は、推薦団体からいただいたものは全て、特に

欠格に当たるようなところがなかったですので、

結果として177社になっております。

○来住委員 そうすると、今後は毎年、少しず

つでしょうけれども増えますよね。今年だけ

は177社か。多分、来年度は、ちょっと少なくな

るのかなと思うんですけれども、毎年、そうやっ

て顕彰していくということになるんですか。

○髙橋商工政策課長 この顕彰自体は、今年度

初めて行った関係で、非常に多かったんですけ

れども、来年度以降につきましては、現時点で

創業90年から99年の事業者、概数で申します

と400社ぐらいいらっしゃいまして、単純に割っ

ただけでも、１年間40社程度になりますので、

来年度以降、恐らく数としては下がってくるだ

ろうなと。ただ、今後、推薦団体から推薦いた

だくことになりますので、多少減ってくるだろ

うなと予想はしてございます。

○来住委員 最後にもう一つ。具体的にその表

彰する、それは一堂にやるのか、それともブロッ

クごとに分けてやるのか、どうされるんでしょ

うか。

○髙橋商工政策課長 正直、推薦者の数がどれ

ぐらいになるのかというところが気になってい

ます。例えば、今年度は、新型コロナの影響も

ございまして、県の講堂に177社が一堂に集まっ

ていただくのはかなり難しかったですので、そ

の中から一部、20社、30社程度選抜して、お呼

びさせていただきました。

ただ、来年度以降は、コロナの状況にもより

ますけれども、できる限り、実際、来ていただ

いて、知事が直接表彰状を授与することによっ

て、今後しっかり頑張っていこう、そういった

マインドを持っていただけるような仕組みにし

ていきたいなと考えております。数次第だとは

思っています。

○西村委員長 関連でいいですか。今、来住委

員が指摘をされた中で、私もこの100年企業は、

昔から少しどうだろうかなと思うところがあっ

て。今、10年目でも20年目でも、しっかりして

いる新規企業もたくさんある中で、100年という

老舗だけを持ち上げていくのがどうかなという

ところもあるんですけれども、これ一度始めた

らやめられないですよね。今の話で、90年のと

ころが、あと10年待ったらもらえると思って、

じゃあ10年後にやめたら、89年のところは、あ

ら、うちはもらえるはずだったのにということ

があるかもしれない。

その継続性ということに関して、軽く始めて、

もうこれは終わりがない事業になってしまうこ

とがどうなのかということと、かつては、100歳

以上の高齢者があんまりいないから表彰してい

たんですけれども、今、市町村が100歳になった

人に、いろんな表彰状配ったり、副賞を配った

り、ものすごい大変な事業になっていますよね。
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企業ですから、そこまでは起こらないにしても、

なかなかこれが負担になっていくんではないか

なとも思うんですが、どのぐらいのウエートを

持って、この事業を始められて─始めたとき

に、私は課長に、「こういうの始めて大丈夫です

か」と言ったんですけれども─新年度もやっ

ていくことに関してどうなのか、ちょっと伺い

たいです。

○髙橋商工政策課長 委員長から御指摘をいた

だいたことは承知をしてございまして、おっしゃ

るとおり、もともとこの100年企業顕彰を始めた

きっかけといたしましては、新型コロナ、物価

高騰、いろんな影響がある中で、やっぱり各企

業にとってより前向きなマインドをしっかりと

持っていただくこと、これが本当に重要だなと。

いろんな商工団体からも御提案をいただいたこ

ともきっかけといたしまして、させていただい

たところでございます。

実際、新規事業として、記載はございません

が、現状では３か年度事業という形で上げさせ

ていただいてございますけれども、委員長がおっ

しゃったとおり、今後、今創業90年のところは

期待もするんじゃないか、そういったこともご

ざいますので、基本的に、この事業は、当面は

続けていくよう考えていくのが筋だろうなと。

それがひいては、前向きマインドの醸成という

観点からも非常に重要だなと、私自身も思って

おりますので、続けていくような形で考えてお

ります。

○二見委員 宮崎県地域経済振興100年企業顕彰

事業は、これをやることによって、本当に何を

伝えるかですよね。100年たった企業にとっては、

県が表彰するということより、そこからみんな

に学んでもらうこと、伝えたいこと、何を引き

出してくるかというところだと思うんです。も

う100年も続く企業ですから、我々が何をしなく

ても立派なものを持っているわけです。そこを

見出していないと、この事業って全く意味をな

さない。表彰されているところは、結構喜んで

いるところも聞きます。やっぱりこうやって光

を当ててもらったというところ、自分たちの努

力にスポットを当ててくれたということについ

て、非常に喜んでいらっしゃるところもある。

そういう100年続く企業の文化というものが、ほ

かの県内の企業とかに何を波及をしていくのか

というところを、この事業を通じて、もっと広

げないと意味がない事業なんですよね。そこま

でしっかり検討して、今年度の事業の中に入っ

ていないといけないのかなと思うんですけれど

も、そこら辺は何か取組事業、内容というのは

あるんでしょうか。

○髙橋商工政策課長 この事業で、今年度177社

顕彰させていただいてございまして、一旦顕彰

して終わりというわけではなくて、各企業ごと

のプロフィールをまとめて、ホームページでも

公表させていただいているところでございます。

正直、私自身、この100年企業のプロフィール

を見る中で、非常に痛感しているところが一つ

ございまして、本当に100年、ずっと同じ業種で

頑張ってこられているところ、まさしく各地域

にとって、ずっと普遍的なニーズに対応してこ

られた企業もいる一方で、少なからぬ企業では、

創業したときの事業からいろいろ変わって、新

しいものにどんどんチャレンジされて今がある、

本当にいろんな企業がいらっしゃるなと感じた

ところであります。

いろんな企業がこれだけ長く生き残るすべと

しても、本当にいろんな手法があるんだなと感
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じたところでございまして、当然、委員おっしゃ

るとおり、どういったようなことを、より県民

に対して伝えていくべきなのか、そこはしっか

りと意識をさせていただきながら、来年度以降、

取り組んでいきたいと考えております。

○二見委員 いろんな広報の中で言う、ホーム

ページに載せたというのは、公表者だけで、一

般の人たちには伝わっていないです。見ません

からね、そこまでの中身というか、自分たちが

やるこの事業の思いというものを、しっかり届

けていくということが大事なので、しっかりお

願いしたいと思います。

中身、みんなが知らないことが分かるという

ことは、いいことではあると思うんです。

別件で、就職関係で教えていただきたいんで

すけれども、今回、中高生の就職、そして、そ

の次の、宮崎で働く大学生向けの内容並びにＵ

ＩＪターンの中で県外学生向けの事業というも

のもあると思うんですが、その使い分け、ＵＩ

Ｊの学生といったら、普通に大学生の支援にな

るのかなとも思うんですが、目的の違いという

か、事業の中身について教えてください。

○児玉雇用労働政策課長 まず、中高生の就職

促進の事業につきましては、教育委員会とのす

み分けなどもさせていただきながら、学校現場

における取組と私たち雇用のほうが持つ事業と

で、まず分けながら、ほかにも民間企業のほう

で就職説明会とかもされていたりしますので、

時期や対象がかぶらないように調整しながら進

めているところです。

26ページの（２）の事業内容を御覧いただき

ますと、まず①が「アオ活！」という高校生向

けの情報サイトを運営しておりまして、こちら

に県内の高校を卒業して県内の企業で働いてい

らっしゃる方たちの動画とか、企業のインタビュ

ーなどを載せたり、また、教育委員会では公立

高校に対して就職支援の方を置かれているんで

すが、私どもは私立学校向けに同じような活動

をする方を、県央・県南に１名、県西に１名、

県北に１名置いておりまして、就職支援ガイダ

ンスとかを、学校の要望に応じながら支援をさ

せていただいているところでございます。

応募前ジュニアワークフェアは高校３年生を

対象として、企業説明会を県内４地区で開催し

ておりまして、今年度も開催したんですけれど

も、おおむね７月ぐらいに県央、都城、延岡、

小林に企業に来ていただいて、それぞれの学校

から、バスとか自転車とかで来ていただいて、187

社、1,011人の方たちに、今年度は参加していた

だいたところでございます。令和５年度も同じ

ように開催したいと考えています。

③の業界交流・企業説明会につきましては、

まず、中学生と保護者のところなんですけれど

も、学校現場の御意見もお聞きしまして、中学

２年生とその保護者を対象に、学校に企業など

に来てブースを作ってもらって、生徒が希望す

るブースを回って、直接その企業の話を聞いて

もらうという取組をしたいと考えています。こ

れは15校程度実施できたらと考えております。

職業体験ガイダンスにつきましては、高校１

・２年生と、その保護者を対象に、学校側の授

業内容、工業系とか商業系、農業系、普通科系、

いろいろございますので、学校の御希望等も聞

きながら20社程度来ていただいて、可能なもの

は体験をしていただけるような形で企業への理

解を深めてもらいたいと考えています。５校程

度実施できたらと考えております。

県内企業見学会と研修会への企業の講師派遣
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につきましては、教員の方たちの研修会とか、

保護者の方たちの集まりとか、そういう場を活

用させていただきまして、グループ内でどうい

う企業の話を聞きたいとか、場合によっては、

ＵＩＪターンされた方たちの話、ＵＩＪターン

された方たちがどのように帰ってこられたかと

か、今どんなふうに感じていらっしゃるかとか

いうような話を聞いていただいて、御家庭で子

供と一緒に話などをしていただきたいと考えて

いまして、できれば10回程度開催したいと考え

ているところでございます。

27ページの宮崎で働く魅力発信事業ですけれ

ども、県内企業のインターンシップの支援事業

になっております。来年度から、インターンシッ

プの在り方が見直されまして、一部のインター

ンシップにおいては、もちろん広報開始後には

なるんですが、採用活動に使ってもいいという

ことで制度が変更になりました。

これは今年度もやっているんですけれども、

現在、インターンシップを実施されている会社

別に見ますと、９割程度のところが該当しない

プログラムで実施されています。なので、中小

企業の人手の確保につなげるために、新しいイ

ンターンシップ制度で、採用活動に認められる

ものへの移行を進めたいと考えているところで

ございます。

あわせて、採用活動に使えるものは幾つか要

件があるんですが、長期休暇前に実施するとい

う要件もありますので、長期休暇前にインター

ンシッププログラムの説明会も開催したいとい

うふうに考えています。

大学生向けの情報提供については、今やって

いる「ＣＨＯＩＣＥ」による関連情報の発信と

か、県内外の大学に進学される際に、一度学校

を通じたアンケートをさせていただいておりま

して、今後、県内の就職情報や企業情報をお届

けしてよろしいでしょうかということで、同意

をいただいた方たちに対して、文書で県の就職

の説明会であったりとか、企業情報をお届けす

るような取組を行っておりまして、それも引き

続きやっていきたいと考えています。

大学生のＵＩＪターンは、歳出予算説明資料

の266ページの地域雇用対策推進費の３に、県外

学生ＵＩＪターン就職サポーター事業というふ

うに載せていますが、そちらで実施しておりま

す。サポーターを置きまして、学生の相談対応

などに当たっていただいたり、大学側とコンタ

クトを取っていただいて、宮崎県で就職したい

という学生がいれば、そのフォローをしていた

だいております。来年度からは、県内の企業で

県外の学生を採用したいという企業の相談対応

も、併せてしていきたいと考えています。

これではないですが、就職説明会開催事業で、

県外での対面の就職説明会も福岡県と東京都で

やることにしております。そちらの案内も大学

生にしたいと考えているところでございます。

○二見委員 もう１点、今度は企業振興課で話

が出たと思うんですけれども、259ページの産業

集積対策費の中で、企業との協働型人材育成事

業というのも、企業と生徒との連携みたいなこ

とをされるということだったと思うんですが、

これもやっぱり就職につながるような内容とし

てやっているんですか。

○佐々木企業振興課長 企業との協働型人材育

成事業でございますが、今、委員からお話があ

りましたとおり、特にうちの課ではものづくり

企業に学生を連れていって、現場を見せて、企

業の人とお話をしたりしていただいて、学生の
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県内就職につながるような取組をしております。

個別に企業を回るようなものと、テクノフェ

アみたいな、イベント的に企業を集めまして、

そこに工業高校の学生に来ていただいたり、学

校で勉強したものを発表していただいたり、そ

ういったものを通じて、県内のものづくり企業

への理解を深めていただいて、将来地元に定着

いただけるような考えを持ってもらえるものを

やっていきたいなと思っております。

○二見委員 雇用労働政策課は、何か地理的な

もの、県内なのか、県外なのか、都市部なのか

というようなところと各世代における情報提供

の在り方、企業振興課では、ものづくり分野と

いう特定の内容ですけれども。宮崎の場合は、

進学とかで県外に出ていった先からこっちに

戻ってきてもらうために、ＵＩＪの中でもそれ

ぞれの分野があると思います。一括的に大学生

といっても、理系なのか工業系なのか、文系な

のかとか、いろいろな業種もあるので、それら

のニーズに対応できる情報を、宮崎県としては

持っておかないといけないと思うんですが、そ

こをしっかり作り上げた上での就職説明になっ

ているのかなと、ちょっと感じたところです。

もちろん教育委員会との連携もあるし、企業振

興においても工業系も、どうしても大手に一回

引っ張られてしまうけれども。その後、戻って

きたいという人たちもいるわけなので。

今のＵＩＪの中だと、若い人たちに特化になっ

ているけれども、もうちょっと熟練した技術を

持っている人たちが帰ってくるところも視野に

入れた施策も必要なんじゃないかなと思うんで

すが、トータル的な人材募集のプランというの

は、どんなふうになっているんですか。

○児玉雇用労働政策課長 今、委員がおっしゃ

いましたとおり、県内から県外に出られた場合

に、大学生の意向もそれぞれでありますし、人

生の節目節目で帰ろうと思われることもあられ

ると思いますので、確かにその辺を視野に入れ

ながら対策を検討していく必要があると思って

いるところです。

以前もお話がございましたけれども、高校生

が、一回県外に出た場合に、また、宮崎県に帰

ることを検討されるときに、どういう企業が宮

崎県にあるかということを理解していただくと

いうことは、大変大事であると考えております。

先ほど御説明したような事業とか、「ワクワクＷ

ＯＲＫ！」という冊子で県内企業を紹介する事

業とか、オンラインで高校生に県内企業の紹介

をする事業とかもしておりますので、そういう

事業を通じて県内の企業をよく知っていただい

て、何か選択されるときに、ああいう企業があ

るということが頭に浮かんでいただけるように

なるといいなと思っております。その辺の働き

かけについては、私どもの事業の中でも、もち

ろん実業系ももちろんですけれども、普通科系

も含めまして、取り組んでいきたいと考えてい

るところであります。

もう一つは、県外に一度出られて、今度は県

内に就職する大学生たちが、どういうところに

就職をされているかとかいうことについても、

来年度、研究をしてまいりたいと考えていると

ころです。

○二見委員 いろいろな事業をせっかくやられ

ているので、一回、全体的な青写真をしっかり

作り上げていったほうがいいかもしれないなと

思いました。それぞれの世代の場合とか、また

教育委員会とか、かなり横断的な話になってく

るのかなと思いますから、農業分野だったりと
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か土木分野だったりとか、ここだけで完結でき

るような話じゃないので。宮崎県として県外の

人材をしっかり引っ張ってこれる全体的な取組

をやっている、それも一つのアピールになって

くると思いますから、一度しっかり検討してい

ただいたほうがいいかなと感じました。

この件については以上です。

続いて、就職氷河期世代としての思いがあっ

て伺いますが、この就労支援事業にも取り組ん

でいらっしゃるんですけれども、ここら辺の実

績はどうですか。話が出てきてから事業は進ん

でいるんですけれども、あまり効果はまだ聞こ

えてこないものですから。

○児玉雇用労働政策課長 おっしゃるとおり、

就職氷河期世代への就労支援というのはなかな

か難しいところがございます。まず、どうやっ

て情報を届けるかというところと、長く、非正

規であったりとか仕事に就いていらっしゃらな

いような方たちもいらっしゃいますので。私ど

もで就職氷河期世代を対象にした就職説明会を

開催しておりますが、いろんな支援機関とプラッ

トフォームを形成しておりますので、そういう

支援機関やひきこもりがちな方、お子さんを抱

える保護者の集まりの会に情報提供をしたり、

今年度の同じような事業では回覧板に説明会の

情報を入れたり。できるだけ周知に努めている

ところですが、その就職説明会は、今年度９月10

日に宮崎市で開催したときに15社に対して38

名、10月29日に都城市で開催したときに６社に

８名、11月26日延岡市で開催したときに８社で11

名と、やっぱりちょっと参加者が少ない傾向に

ございます。また、常時、マッチングのサイト

での支援もしておりますので、うちの事業を通

じて１月末で一応内定者が18名ありまして、正

規が10名、非正規が８名になります。正規のほ

うがいいとは思うんですけれども、長く仕事を

されていない方でありましたら、最初は、やっ

ぱり時間が短いほうがいいとかいうこともあり

ますので、そこも寄り添いながらマッチングを

しているところであります。

サポートステーションでそういう方たちの就

職支援をしていただくんですけれども、今年度

はちょっと手薄でございましたので、来年度か

らは都城と延岡のステーションに、10日ずつな

んですけれども、それぞれ１人ずつ入っていた

だいて、こちらのほうからお誘いする、出張型

の支援に取り組みたいと考えているところでご

ざいます。

○二見委員 意外といろいろされているんだな

と、そういうものの情報もやっぱり電波とかに

乗っていかないと伝わらないので、もうちょっ

とアピールしてほしいなと思いました。今はネッ

ト社会なのかもしれませんけれども。それこそ

なかなか光の届いていないところだと思うので、

我々も気をつけながらやっていきたいと思って

いますけれども、引き続き温かくサポートして

いただきたいと思います。

○重松委員 29ページの女性と高齢者の就業支

援事業について、働きやすい職場「ひなたの極」

認証制度に選ばれるためのポイント、どういう

ことを改善してどういうことを変更された、切

り替えたとか、いろんなことがあろうかと思い

ますが、そこのポイントを教えていただきたい

なと思います。

○児玉雇用労働政策課長 私どもでこういう認

証制度は、家庭と生活の両立応援宣言と「ひな

たの極」と２つ取り組んでおります。家庭と仕

事の両立応援宣言は、事業主の方に、我が社で
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はこういう取組をしますという宣言をしていた

だいて、従業員の方に周知をしていただいて、

皆さんで取り組んでいただく。対しまして、「ひ

なたの極」は、社会保険労務士にも相談しまし

て、ある程度項目を定めて審査をしております。

書類の審査と実地の審査を併せて行っておりま

して、おおむね８割以上合格されたところに対

して認証をさせていただいておりまして、認証

式をさせていただいております。

○重松委員 実際、そこの現場で働いている従

業員の声とかもキャッチされていらっしゃるん

でしょうか。

○児玉雇用労働政策課長 認証を受けていただ

いた後に事例集を作成して、そちらで「ひなた

の極」の取組を一般の企業にも普及させていき

たいと考えておりまして、その際、従業員の御

意見も伺ったりいたしますが、大分働きやすく

なったとかいうお声は聞くところでございます。

会社にとりましても、求人の応募者数が増えた

という話を聞くこともございまして、引き続き

取り組んでいきたいと考えております。

○重松委員 本当にすばらしいことだと思うん

ですが、それを県内の企業の各社にどのような

アナウンスの仕方をされていらっしゃるのか。

○児玉雇用労働政策課長 先ほど御紹介しまし

た事例集の配布などをしておりますので、それ

を御覧になっていただくとか、県庁ホームペー

ジなどでも公開しているところなんですけれど

も、来年度は、「ひなたの極」制度とか働きやす

い職場づくりを広めたいと考えておりますので、

アドバイザー派遣制度を使いまして、取り組ん

でいただく企業をどんどん増やして、極を取っ

ていただく企業も増やしていきたいと考えてお

ります。

○重松委員 女性や高齢者は、どんどん大事に

なってくると思いますので、本当にこのすばら

しい仕組みを広げていただきたいと思います。

○二見委員 企業振興課の産業集積対策の中の

半導体等先端技術の話、もう話題的には熊本県

に行っているんじゃないかなと思います。正直、

もう関連産業が向こうには、いろいろ何十社っ

て来ているみたいで、どうしてもやっぱり宮崎

県は乗り遅れたなという思いなんですが。

その半導体の話を少しカバーしつつ、ほかに

電気自動車とか今まで多少検討していたんで

しょうけれども、何か慌てて組み立てたのかな

という感じがするんですが、ここまでの事業構

築に向けてどれだけ計画を練ってこられたのか

なということをちょっとお聞きしたいです。

○佐々木企業振興課長 今、二見委員がおっ

しゃったとおり、この分野に関しては、ここ数

年コロナとか原材料高とか、いろいろなところ

で産業分野を問わず苦しんでおりまして、その

中でも今回、例示として挙げておりますけれど

も、半導体分野とか電気自動車とか蓄電池、航

空宇宙産業というのは、非常に先進的な技術を

使った新しい産業分野で、国も含めて、今後の

大きな成長が見込める分野だというふうに見て

おりました。

特に、今おっしゃったようにＴＳＭＣが熊本

県に立地するというところもありまして、いろ

いろな可能性が今後出てくるんだろうなとは

思っておりました。

ただ、こういった分野に、すぐに県内企業で

取り組めるかというと、非常に技術的にもいろ

んな環境面でも、難しいところが多分にいろい

ろあって、すぐに県内で取り組みましょうとい

うことが簡単には言えない分野だとも、一方で
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考えております。

実際に、例えばこういった分野の企業に対し

て県内企業が取引を増やすことができるのかと

か、場合によっては、県内にそういった新しい

産業を生むことができるのか、あるいは、誘致

をしなければいけないのかとか、いろんな選択

肢なり取組の方向性はあると考えております。

けれども、これまでにない分野でございますの

で、基本的にいろんな情報やノウハウが県内に

なかなかないというところで。まずは、こういっ

た分野に関して、例えば、国内でどんなところ

が有力な企業で、今後どんな事業展開を考えて

いるのかとか、いろんな情報を集めて、県がど

ういった角度で取り組んでいく必要があるのか、

きちんと情報を集めて整理をしたいというとこ

ろがございましてこの事業を考えたということ

でございます。

やみくもに、これやりますということではな

くて、しっかりと事前に情報の収集なり調査検

討を、ここは産学官の研究会と考えているんで

すけれども、特に宮崎大学にもそれなりにいろ

んな情報なり知識を持った方もいらっしゃいま

すので、そういった方々も含めて、県で一度、

少し調査研究をしたいということで、この事業

をやろうと考えているところでございます。

○二見委員 要するに、熊本県にも今いろいろ

なところが、企業立地で行かれているわけです

けれども、どういったところが来ているかとい

うような情報は取られているんですか。

○佐々木企業振興課長 現時点で、熊本のＴＳ

ＭＣの周辺で、具体的にどのような企業が来て

いるかという情報は、まだつかんではおりませ

ん。ただ、熊本県自体もいろんな誘致活動を一

生懸命やっておりますし、それ以上に企業側か

ら関連の産業、サプライヤーとかが立地したい

と、集まっているというお話は聞くところでは

ございます。

○二見委員 恐らく、縁のない宮崎県の企業で

幾ら知恵を絞ったって生まれてこないと思うん

ですよね。どういったところが向こうにアプロ

ーチしているのか、その中で熊本のＴＳＭＣの

周辺じゃなければならないのか、これだけいろ

いろと道路交通網とかも整備されてきているし、

インフラも本当にできてきているわけですから、

じゃあ宮崎県内にそれを誘致できないのか。先

ほど言われましたけれども、誘致のことも含め

てですよね。とにかく、まず何かの足がかりに

なる情報を取っていかなければ、一歩前に進ん

でいけないんじゃないかなと感じるんですけれ

ども。そのためには、やっぱりこっちから熊本

県に行かなければいけないと思うんですが、そ

こ辺はいかがでしょうか。

○佐々木企業振興課長 場合によっては、私ど

もから熊本県に情報を取りに行くということも

あろうかと思います。今、九州経済産業局がこ

ういったところに非常に力を入れておりまして、

私どもにもいろんな情報を持ってきていただい

ております。特に今、人材不足も問題になって

おりますので、九州各県が九州経済産業局を中

心として、連携した活動をしているところでご

ざいます。

ある意味、ＴＳＭＣの立地というのは国家プ

ロジェクト的なところもございまして、なかな

か我々に情報が下りてきていないものもあるん

ですけれども、この事業を使いまして、情報収

集とその中身の分析等をしっかりやっていきた

いなと思っています。その確度が、本当に正し

い情報なのかどうなのかとか、今後の、数年先
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とかも含めて、どんなふうに流れていくのかだ

とか、そういった情報を、しっかりつかんで、

今後の県内の産業のために生かしていけるよう

に取り組んでいきたいなと思っております。

○二見委員 やっぱり国家プロジェクトですか

らね、おっしゃったように。それをいち早く

─できるのは仕方ないにしても、それに付随

してくるところに我々も積極的にいかないと。

これ、もう始まることが、計画ができているわ

けだから、今からこの情報を取っていきますと

いうのでは、どうしても遅い気がするんです。

国の情報ならば、国の情報を取りに行くための

手立てを打っておかなければならなかったのか

なと思います。今後、しっかり対応していただ

くように。宮崎県にも波及効果を本当に引っ張っ

てくるんだという思いがなければできないと思

うので、ぜひ期待も込めてお願いしたいと思い

ます。

○山内副委員長 今のプロジェクト事業を、私

は非常に期待をしています。ものづくりに関し

ては、ミクロエース─今年度、中小企業大賞

を受賞された企業もあって、宮崎県でも、小さ

くても頑張って世界に誇る技術を持っている企

業は、まだまだいらっしゃると思います。そう

いう企業が活躍できる舞台をつくるというのが

県の役割だと思っていまして、今、課長からも

話がありましたけれども、九州経済産業局の情

報、熊本県の情報を引っ張ってくるというのは、

やっぱり一つの企業では、なかなか難しいと思

うので、そこをぜひ県が持ってきて、それを研

究会の皆さんで収集して分析して、じゃあ宮崎

県の今持っている技術でどんなことができるの

か、どんな商品が出していけるのかというのを

やっていけるような、ぜひ実行組織としての研

究会になるといいなと考えています。

あとは、人材育成という部分もありましたけ

れども、産学官連携ということなので、大学な

どは、ぜひ教授の知恵だけじゃなくて、今いらっ

しゃる学生に、ものづくりってすごく意義があっ

て楽しい分野なんだと、これから成長する分野

なんだということを、学生ともぜひ共有して、

これからの宮崎県のものづくりを担う方たちに

宮崎県に残ってもらうというような部分に関し

ても、生かしていただきたいと思います。

○佐々木企業振興課長 我々も通常は、直接的

な企業への支援の事業が多いんですけれども、

この事業では、しっかり取組の方向性も含めて

検討してまいりたいと思います。

特に、大学に関しましては、この事業の中で

も多く意見をいただきたいと思っておりますし、

もう一つは、大学の技術を産業に生かすという

ところでいうと、次のページの、みやざきスタ

ートアップ創出・成長促進事業でも、大学が県

内で研究しているようなユニークな技術だとか

アイデアを、産業として生かしていただくよう

なことをやりたいと思っております。県内の大

学が持っているいろんな研究成果を企業にも共

有していただいて、それをスタートアップとい

うような形で産業化ができないかなということ

で、今お話ありましたように、ものづくりの産

業、企業というのは非常に面白いものですよと

いうようなことも一緒に伝えながら、そういっ

たものに、ぜひつなげていきたいなと思ってお

ります。

○二見委員 僕も宮崎大学は地元の大学として

大事だと思うけれども、この事業に関しては、

僕は国立高専としっかり連携をしていくことが

大事だと思います。実際、もう人材育成をする
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ようにと方針も決まっているじゃないですか。

この宮崎県には、初代卒業生とその後輩の満行

議員もいらっしゃいますから、この人脈はフル

に生かして、国立高専とのパイプをしっかり作っ

て、そこから情報をもらえるようにしておかな

いと。この半導体関係については、絶対そっち

のほうが重要ですから、ぜひそこは、しっかり

お願いしたいと思います。もう答弁はいいです。

○山内副委員長 また別の質問になります。18

ページの商工会事務局体制強化事業で、４商工

会も対象に追加していただいたということは大

変ありがたいなと思っています。

あと最近よく聞かれるのが、インボイス制度

への対応について、非常に不安の声を県内の事

業者の方から伺います。インボイスへの対応と

か相談に関して、商工会も担っていくのかなと

思うんですけれども、そういう部分のフォロー

とか支援体制についてお伺いしたいと思います。

○髙橋商工政策課長 インボイス対応につきま

しては、まず商工会、商工会議所では、大勢の

方々を集めたセミナーをされています。それに

加えまして、セミナーに行く前段階として、そ

もそもインボイスって何なのか、自分にとって

関係があるのか、いろいろな要望ございますの

で、そういった方々に対しましては、経営指導

とか窓口指導だとか、そういった１対１の場面

で個別に対応させていただいているような形で

あります。

最近、商工会の状況を聞いていますと、昨年

末辺りから相談の件数も非常に伸びてきている

ような状況です。当然、商工会だけではなくて、

今までも国税庁のほうでは一元的なコールセン

ターも設けられていたりだとか、いろいろな資

料が乱立をしているような状況であります。

それにつきましては、県でもホームページの

一元化をさせていただいて、例えば国税庁も

チェックリストがあるんですけれども、県のホ

ームページでも非常に分かりやすい資料を掲載

したり、またコールセンターの番号も紹介をし

て対応させていただいております。当然もし困

れば、まずは商工会、商工会議所に御相談をい

ただくこともございますが、今、県全体として

対応させていただいております。

○山内副委員長 私は個人的には、インボイス10

月導入は延期すべきじゃないかなという考えで

はあるんですけれども、やっぱりもう半年に迫っ

てきて、いよいよ関心が高まってきているとい

う部分もありますので、ぜひその契機を捉えて、

またしっかり必要な情報を伝えていただきたい

なと思います。

もう一つ伺います。26、27ページ、先ほど県

内就職促進に関して、今は中高生もしくは大学

生向けのというお話がありました。その事業内

容としては、企業の魅力を知っていただくとい

う部分が強く受け止められたメッセージなんで

すけれども、一方で、ニュースとかを見ている

と、大学卒の初任給を10万円アップするという

ような、本当に大胆な取組をして、少しでも人

材確保をしようというような動きが、コロナ以

降さらに本格化していくのかなという部分があ

りまして、情報発信だけじゃなくて、企業とし

てどのような取組をしたら人材を確保できるの

かということに非常に悩んでいる事業者もい

らっしゃるんじゃないかなと思うんですが、そ

ういった部分に対しての支援とか県の取組をお

伺いしてよろしいでしょうか。

○児玉雇用労働政策課長 おっしゃるとおり、

初任給のアップのニュースが多いんですけれど
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も、もう一方で、今就職をされる若い方たちの

中には、給与ではなくて働きやすい職場に勤め

たいと。例えば、しっかりと休みが取れるとか、

もし自分が何か困ったときにどういう相談の体

制が取られているかとか、そういった点での働

きやすい職場を求められる方も多くなっている

と聞くところでございます。

私どもでは、働きやすい職場づくりに取り組

んで、会社の取組、従業員に対する姿勢を見せ

ていただくことで、若い方たちの就職にもつな

がる。また、もう一歩、企業をよく知っていた

だくことで離職の防止にもつながっていくと考

えておりますので、そういう働きやすい職場づ

くりに取り組んでいただく企業を増やしていた

だくという方向で、今、事業は展開していると

ころでございます。

○山内副委員長 就職説明会に参加するんだけ

れども、ブースに学生が全然来てくれなかった

というようなお話もよく伺うので、今すぐ何か

したら解決できるという話ではないですが、本

当にこれから、さらに人材確保が難しくなって

くると思うので、しっかり取り組んでいただき

たいと思います。

○西村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ちょうど時間となりましたので、

一旦ここで休憩を入れたいと思います。午後は、

１時10分再開にいたします。

暫時休憩いたします。

正午休憩

午後１時７分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

効率よく審議したいと思いますので、要所を

絞って答弁いただきますようお願い申し上げま

す。

それでは、その他で質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 質疑はないようですので、次に

その他報告事項に関する説明を求めます。

○髙橋商工政策課長 常任委員会資料の44ペー

ジをお願いいたします。

令和５年度商工観光労働部組織改正案につい

て御説明いたします。

ページの中ほどに今回の組織改正の概要を記

載してございますが、今般、オールみやざき営

業課の業務再編により、新たに国際・経済交流

課を設置するものであります。

その内容としては、まず１つ目の黒丸につい

てでございます。県内在留外国人の増加や国際

情勢の変化等に伴い、重要性を増す多文化共生

社会づくりの推進や国際的人道支援など複雑化

・高度化する課題に的確に対応するため、現行

の国際交流・旅券担当を国際企画・旅券担当及

び国際交流担当に再編するものであります。

また、２つ目の黒丸についてでありますが、

県産品の販路開拓、販売促進等について、国内

外を問わず一体的かつ効果的な取組を強化する

ため、現行の物産振興担当とグローバル戦略担

当を再編し、物産・海外展開担当を設置すると

もに、課の名称を国際・経済交流課とするもの

であります。

なお、一番下に組織図を掲載してございます

が、左側は現在の組織、右側は改正後の組織と

なります。

続きまして、常任委員会資料45ページであり

ます。

ここからは、みやざき産業振興戦略の改定に
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ついて御説明いたします。

本戦略の改定につきましては、これまでも本

常任委員会で御報告させていただいてございま

したが、今回その素案を取りまとめましたので

御説明させていただきます。

まず１の趣旨についてでありますが、人口減

少、少子高齢化の進行やコロナ禍を契機とした

デジタル化の進展など、社会情勢は大きく変化

し、将来の予測も不確実性を増しております。

このような中、現行戦略の推進期間の終了に合

わせまして、今後４年間に取り組むべき商工業

に関する施策の基本的方向等を示すため、戦略

を改定するものであります。

その下にこれまでの経緯を記載してございま

すが、これまで県内事業者に対するアンケート

調査、県内各地域での意見交換、また11月には

有識者や関係団体の皆様と意見交換を行い、昨

年末の本常任委員会において、骨子案の御報告

を行っていたところであります。

次に、２の概要は、常任委員会資料の47ペー

ジ以降で御説明させていただきます。

表題２、みやざき産業振興戦略（素案）の概

要でございますが、こちらに基づき説明いたし

ます。

まず一番上の項目の次期戦略の位置づけでご

ざいますが、県総合計画長期ビジョンを具現化

するための商工業に関する分野別計画でありま

して、推進期間といたしましては令和５年度か

らの４年間としたいと考えております。

その下の項目の、時代の潮流でございますが、

先ほど申し上げましたように、人口減少・少子

高齢化、気候変動と自然災害、新型コロナ、デ

ジタル化など不確実性が高まっている状況にご

ざいまして、そうした状況において、その下に

本県の課題として記載しているものに対しまし

て、的確に対応していく必要がございます。

一番下の戦略の目標と基本姿勢についてであ

りますが、本戦略では付加価値の高い産業の振

興と良質な雇用の確保を目標に掲げております。

本戦略の基本姿勢につきましては、現行の戦略

では宮崎県企業成長促進プラットフォームなど、

産学金労官による支援の輪、ネットワークと企

業は共に歩み、新たな価値をつくる共創という

ものを一つの軸としていたところであります。

次期戦略では、これに加えまして、不確実性

が高まる中であっても、新しいことに積極的に

チャレンジしていく自己変革を新たなもう一つ

の軸に据えまして、未来につながる産業づくり

に挑戦し、確実に成果につなげていく、これを

次期戦略の基本姿勢としたいと考えております。

次に48ページをお願いいたします。

こうした基本姿勢を基にいたしまして、次期

戦略では大きく二つの方針を設定しております。

１つ目の方針は、みやざきの経済と雇用を支え

る企業・産業の持続的発展と競争力強化のため

のチャレンジ支援であります。既存事業をしっ

かりと持続的に発展させていくとともに、先ほ

どの基本姿勢にのっとりまして、新たなことへ

のチャレンジを後押ししていくことがこれまで

以上に重要となってくることから、この方針を

掲げたところであります。

本方針は11項目を掲げてございますが、次期

戦略において特に新たに取り組む内容を中心に

記載させていただいております。まず項目１で

ございますが、デジタル変革への対応支援や脱

炭素経営の転換等に取り組んでまいります。

次に、項目２につきましては、県内経済を牽

引する役割が期待される成長期待企業や次世代
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リーディング企業等への集中支援などを行って

まいります。

項目の３と４でございますが、成長産業の育

成加速や先端産業への参入促進に加えまして、

戦略的な企業立地を進めてまいります。

項目５と６であります。商店街等の新たな魅

力の開発やデジタル技術の活用への支援を行う

とともに、観光振興につきましては、この後説

明を行います宮崎県観光振興計画等に基づきま

して、観光メニューの磨き上げや宮崎の魅力を

生かした観光の推進などに取り組んでまいりま

す。

一番下の７につきましては、次期戦略により

新たに設けた項目でございまして、事業継続計

画の策定や事業継続につながる新事業展開への

支援などに取り組んでまいります。

49ページをお願いいたします。

一番上の項目８では、この後御説明いたしま

す宮崎グローバルプラン等に基づき、県産品の

輸出促進など海外への展開促進を進めてまいり

ます。

項目９では、次期戦略からの新たな取組とい

たしまして、スタートアップ企業の育成などに

取り組むこととしております。

その下の項目10と11につきましては、起業・

創業に挑戦しやすい環境づくりのほか、貴重な

経営資源を次世代へ引き継ぐための事業承継、

引き継ぎ支援に取り組んでまいります。

次に、方針２、みやざきの未来を切り拓く多

様な産業人材の育成・確保であります。方針１

を推進していくためには、産業人材の育成・確

保を図ることが大変重要でございますことから、

この方針を掲げているところです。

項目の１につきましては、働きやすい職場環

境づくりを推進するとともに、新たな取組とい

たしまして、経営者や従業員などのスキル向上

につながる学び直し等を促進してまいります。

また、一番下の２につきましては、宮崎で暮ら

し、働く魅力のＰＲ、インターンシップ等を推

進し、若者の県内就職と離職防止を促進してま

いります。

50ページをお願いいたします。

一番上の項目の３では、県内企業とＵＩＪタ

ーン希望者とのマッチング支援やワーケーショ

ンの推進などによりまして、県内への移住やＵ

ＩＪターンの促進に取り組んでまいります。

その下の項目の４と５でありますが、女性や

高齢者など多様な方々が働き続けられる職場環

境づくりやマッチング支援を推進するとともに、

本県の重要な労働力であります外国人材の県内

企業への受入れ促進、サポートセンターなどに

よる暮らしへの支援にも取り組んでまいります。

その下の６は、次期戦略より新たに設けた項

目でありまして、本県産業のデジタル化を加速

するため、デジタル技術を学ぶ機会の提供や人

的ネットワークの強化などを通じたデジタル人

材の育成・確保を強化してまいります。

７では、技能者の育成・確保を図るため、児

童・生徒のものづくりへの関心を高め、技能者

の高い技能を次の世代へ継承してまいります。

一番下に本戦略の推進に向けてという箇所が

ございますが、次期戦略の二つの軸としてござ

います、自己変革と共創を常に念頭に置きなが

ら、関係機関が一丸となって本戦略を推進する

こと等としてございます。

51ページをお願いいたします。

主な成果指標でございます。基本的には現戦

略の指標を踏襲しながら、デジタル化の推進や
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スタートアップ企業の育成など、次期戦略に新

たに盛り込む内容に対応した新たな指標も設定

したところであります。

46ページにお戻りいただいて、一番下の箇所、

３の今後のスケジュールでございます。本日、

御報告した後に、パブリックコメントを実施い

たします。その後、本日の委員会やパブリック

コメントでいただいた御意見、その後の動向の

変化などを踏まえた必要な修正を加えた上で、

６月定例会におきまして、議案として御提案さ

せていただきたいと考えております。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、以上をもち

まして商工政策課、企業振興課、雇用労働政策

課の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後１時17分休憩

午後１時19分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、企業立地課、観光推進課、オール

みやざき営業課の審査を行います。

議案に関する説明を求めます。

○松浦企業立地課長 企業立地課の当初予算に

ついて御説明いたします。

令和５年度歳出予算説明資料の企業立地課の

インデックスのところ、269ページをお開きくだ

さい。

当課の当初予算額は10億7,895万1,000円と

なっております。

主な事業について御説明いたします。

271ページをお開きください。

中ほどの（事項）企業立地基盤整備等対策

費2,128万5,000円であります。

説明欄の１、企業立地基盤施設整備事業は、

企業立地の受皿となる県営工業団地の維持管理

等に要する経費であります。２の地域工業団地

整備促進事業は、市町村が実施します工業団地

の整備や調査、分譲促進のための取組に対して、

その一部を補助する経費であります。

その下の（事項）企業誘致活動等対策費3,069

万4,000円であります。

説明欄の１、情報収集整備事業は、企業誘致

活動に係る職員の旅費、需用費等の経費や、県

内各地域の企業立地促進協議会への負担金など

であります。説明欄３の、誘致対象企業開拓事

業は、企業立地を促進するため、インターネッ

トや民間企業のネットワークを活用して、企業

の地方進出の動きやニーズを的確に捉え、立地

可能性のある企業を効率的に新規開拓するため

に要する経費であります。

次に、（事項）立地企業フォローアップ対策費

９億4,360万6,000円であります。

272ページをお開きください。

説明欄２の企業立地促進補助金について、常

任委員会資料の30ページで説明いたします。

企業立地促進補助金は既定事業でありますが、

予算の枠内で新たなメニューを追加しましたの

で、説明させていただきます。

予算額は９億4,276万円であります。この事業

は、事業の目的にありますとおり、企業の本県

への投資を促し、雇用の場を創出するため、工

場建設や事業所開設等の初期投資や、新規県内

雇用者数等に応じた支援を行うものであります。

事業の概要でありますが、（２）事業内容の①

から③は従来から取り組んでいる事業でありま
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す。

①の企業立地促進補助金は、立地企業の投資

額や新規県内雇用者数等の実績に応じた補助を

行うものであります。

②の立地企業人材確保支援事業補助金は、県

外から進出する立地企業に対し、県内で事業を

立ち上げる際の従業員の採用や研修などに要し

た経費を補助するものであります。

③の企業立地支援事業サポート補助金は、立

地企業への賃貸を目的に、新たに工場やオフィ

スなどの建物整備を行った者に対し、その整備

に要した経費を補助するものであります。

④の中山間地域企業立地強化事業補助金が令

和５年度新設のメニューとなりますが、中山間

地域において企業等による情報通信業等の事業

所開設を支援する市町村に対し、その支援に要

した経費を補助するものであります。

現在の①の企業立地促進補助金において、中

山間地域も含めて投資や雇用に応じた支援を

行っているところですが、一定の用地や雇用の

確保が必要な製造業や流通業が中山間地域で企

業立地することは、諸条件が厳しいのが現状で

あります。

そこで、テレワーク等の柔軟な働き方の進展

で、地方でも都市部と同じ働きが可能となった

今、若者や女性、ＵＩＪターン者等に魅力ある

雇用の場を確保するため、インターネット利用

サポート業、アニメーション制作業等の情報通

信業や、経営コンサルタント業やデザイン業を

はじめとする学術研究、専門技術サービス業な

どの製造業などと比較すると、事業を始めやす

い、いわゆるオフィス系の業種を営む事業所開

設を支援する事業を新たに追加することとした

ものです。

①から③は企業に対する直接補助としており、

④については市町村を通じた間接補助としてお

ります。

（３）の成果指標ですが、この事業の実施に

より、令和５年度から令和８年度までの４年間

で、新規企業立地件数120件、中山間地域におけ

る新規事業所開設数20件を目標としています。

○海野観光推進課長 観光推進課の当初予算に

ついて御説明いたします。

お手元の令和５年度歳出予算説明資料、観光

推進課のインデックスのところ、273ページをお

開きください。

令和５年度の当初予算額は、ページ一番上の

行、左から２列目の欄になりますが、15億7,000

万9,000円となっております。

内訳でありますが、一般会計につきましては、

２行目の15億3,072万4,000円、特別会計につき

ましては、７行目の3,928万5,000円で、内訳は

えびの高原スポーツレクリエーション施設特別

会計が485万円、３つ下の行、県営国民宿舎特別

会計が3,443万5,000円であります。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。

276ページをお開きください。

上から３つ目の（事項）観光情報活動事業

費4,115万8,000円であります。説明欄の改善事

業、観光デジタルプロモーション強化事業4,115

万8,000円は、本県観光サイトのリニューアル等

による情報発信機能の強化により、本県観光の

認知度向上と観光誘客の一層の推進を図るもの

であります。

277ページを御覧ください。

１つ目の（事項）観光交流基盤整備費6,659

万9,000円であります。
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説明欄の１、改善事業、ポストコロナに向け

た稼ぐ観光地域づくり推進事業4,484万9,000円

は、後ほど常任委員会資料で御説明いたします。

次に、その下の説明欄の２、改善事業、ユニ

バーサルツーリズム受入環境整備事業2,000万円

につきましては、ユニバーサルツーリズムに関

して旅行者等に向けた情報発信や相談に対応す

るため、ユニバーサルツーリズムセンターを運

営するとともに、宿泊施設や観光施設の改修・

設備導入に対する支援を行い、ユニバーサルツ

ーリズムの環境整備充実を図るものであります。

続いて、（事項）国内観光宣伝事業費６億3,888

万1,000円であります。

説明欄の１、改善事業、九州広域連携観光誘

客事業478万円は、九州内からの誘客促進のため、

ＮＥＸＣＯ西日本との連携による高速道路周遊

割引企画等、ドライブ情報の発信や大分県との

共同事業を行うものであります。

説明欄の４、改善事業、教育旅行誘致・定着

促進事業費3,063万1,000円は、教育旅行の誘致

・定着化を図るため、貸切りバスの借り上げ費

用や旅行会社の商品企画開発に対する補助など

を行うものです。

説明欄の５、新規事業、観光みやざき需要回

復・再生プロジェクト事業５億8,424万5,000円

は、後ほど常任委員会資料で御説明いたします。

続いて、（事項）国際観光宣伝事業費１億4,906

万1,000円であります。

説明欄の３、改善事業、海外市場デジタル活

用誘客促進事業2,300万円は、今後のさらなるイ

ンバウンドの誘客のため、東アジアやＡＳＥＡ

Ｎ等の今後誘客が期待できる国や地域に対し、

ＳＮＳ等の媒体を活用したデジタルマーケティ

ング・プロモーションなど、戦略的な誘客対策

を行うものであります。

説明欄の４、改善事業、みやざきインバウン

ド誘客回復・強化事業9,635万円は、後ほど常任

委員会資料で御説明いたします。

続いて、一番下の（事項）スポーツランドみ

やざき推進事業費２億5,007万5,000円でありま

す。

278ページを御覧ください。

説明欄の３、改善事業、プロ野球キャンプ管

理・運営事業828万7,000円は、春・秋に行われ

るプロ野球キャンプで必要な器具の管理や、グ

ラウンドキーパー等のキャンプ運営に必要な人

員を確保するものであります。

次に、説明欄の４、改善事業、スポーツラン

ドみやざき誘客推進事業8,500万6,000円は、ス

ポーツキャンプ・合宿等の誘致実績を伸ばすた

め、主にアマチュアスポーツ合宿の誘致セール

ス活動や、インセンティブとなる助成制度等を

行い、スポーツランドみやざきの推進強化を図

るものであります。

説明欄の５、改善事業、スポーツキャンプ・

合宿全県展開促進事業7,837万5,000円、及びそ

の一つ下の説明欄の６、新規事業、屋外型トレ

ーニングセンター管理運営事業5,280万円であり

ますが、こちらについては、後ほど常任委員会

資料で御説明いたします。

説明欄の７、改善事業、屋外型トレーニング

センター開設準備事業790万6,000円は、屋外型

トレーニングセンターの４月供用開始に向け、

４月15日、16日に実施する開所式及びキックオ

フイベントの準備運営を行うものであります。

以上が、一般会計の事業であります。

続いて、特別会計でございます。

279ページを御覧ください。
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まず、えびの高原スポーツレクリエーション

施設特別会計であります。（事項）県営えびの高

原スポーツレクリエーション施設運営費485万円

ですが、アイススケート場の維持補修費や事務

費であります。

280ページをお開きください。

県営国民宿舎特別会計であります。（事項）国

民宿舎「えびの高原荘」運営費1,185万7,000円、

その下の（事項）国民宿舎「高千穂荘」運営

費2,257万8,000円ですが、国民宿舎施設の維持

補修費や事務費などとなっております。

続きまして、主な新規重点事業について御説

明いたします。

常任委員会資料31ページを御覧ください。

改善事業、ポストコロナに向けた稼ぐ観光地

域づくり推進事業であります。

予算額は4,484万9,000円を計上しており、財

源は国庫が2,236万4,000円、一般財源が2,248

万5,000円であります。

次に、事業の目的につきましては、ポストコ

ロナ時代に向けた地域の観光資源の掘り起こし

や磨き上げ、観光地の受入れ環境整備に対して

支援するとともに、地域を牽引する観光人材を

育成し、県と市町村、観光関係団体、観光事業

者等が一体となった観光地域づくりに取り組む

ものであります。

次に事業の概要ですが、（１）の事業の仕組み

は、県観光協会に対する補助や市町村や市町村

を構成員に含む観光協議会等に対する補助を行

うものであります。

（２）の事業概要につきましては、①外部専

門人材配置による観光地域づくり支援では、県

観光協会に外部専門人材を配置し、観光地域づ

くりの取組に対する助言や支援を行うものであ

ります。②観光みやざき創生塾では、地域の中

核となる観光人材を育成するものであります。

③稼ぐ観光地域づくり支援では、新しい観光ニ

ーズやテーマ別観光に対応した観光資源の掘り

起こし、磨き上げや地域連携による周遊・滞在

型観光への取組に対しての補助や、自然景観を

生かした観光や体験型観光、ペットと一緒に楽

しむ観光に対応した観光施設等の受入れ環境整

備に対する補助を行うものであります。

（３）の成果指標としまして、みやざき観光

情報旬ナビに掲載しております体験メニュー数

を、令和４年度の49件から令和５年度には57件

にすることを目指しております。

事業期間は令和５年度となっております。

続きまして、32ページを御覧ください。

新規事業、観光みやざき需要回復・再生プロ

ジェクト事業であります。

予算額は５億8,424万5,000円を計上しており、

財源は全額宮崎再生基金となっております。

事業の目的でありますが、この事業は新型コ

ロナの長期化により低迷する観光需要を回復し、

観光再生の加速化を図るとともに、宮崎県置

県140年を契機として、本県の魅力を国内外に発

信するため、県内周遊促進事業やプロモーショ

ン等に取り組むものであります。

次に事業の概要ですが、１の周遊促進事業と

して、本県の強みを生かした「５つのＳ旅」、

神話、食、スポーツ、自然、森林による県内周

遊促進対策を実施するものであります。

２の遊客促進事業では、全国を対象とした県

内旅行割引キャンペーンや、県内旅行会社と連

携した交通つき旅行宿泊支援、路線バスやタク

シー利用の割引支援を実施するものであります。

３の観光事業者等との連携プロモーションで
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は、交通機関との連携や県外事務所による首都

圏プロモーション、民間事業者との連携や観光

関連イベントでのプロモーションを実施するも

のであります。成果指標として、この事業の実

施により、観光消費額30億円を見込むとともに、

県内魅力の再発見や県内観光の需要回復、観光

事業の継続を図り、誘客の定着化につなげてま

いります。

事業の期間は、令和５年度となっております。

続きまして、33ページを御覧ください。

改善事業、みやざきインバウンド誘客回復・

強化事業であります。

予算額は、9,635万円を計上しております。

事業の目的でありますが、重点市場を中心と

した誘客を行うとともに、官民一体となった新

たなテーマ型観光での誘客に取り組み、インバ

ウンドの誘客強化を図るものであります。

次に、事業の概要ですが、（２）①の現地セー

ルスプロモーションでは、重点市場である韓国、

台湾、香港や中国、ＡＳＥＡＮ市場等を対象に、

海外事務所を活用した現地での情報発信強化や

商談会出展等に取り組みます。

②の重点市場からの誘客回復促進では、韓国、

台湾、香港の現地旅行会社が造成する宮崎空港

・隣県空港を活用した旅行商品への支援を行い

ます。

③の新規コンテンツ造成・販売力強化では、

本県の豊かな自然や文化を生かすことのできる

アドベンチャーツーリズムの商品化支援、セー

ルスやフォローアップ支援に取り組み、欧米豪

や富裕層の誘客促進を図ります。

④のクルーズ誘致セールス強化では、大きな

経済効果が期待できる海外クルーズ船誘致に向

けたセールスプロモーションに、地元自治体と

連携して取り組むとともに、クルーズ専門メディ

アを活用した情報発信を行います。

（３）の成果指標については、これらの取組

によりまして、外国人延べ宿泊客数、令和７年

度32万6,000人、国際クルーズ船寄港回数、令和

７年度30件を見込んでおり、インバウンドの早

期回復につなげてまいります。

事業の期間は令和５年度から令和７年度と

なっております。

続きまして、34ページを御覧ください。

改善事業、スポーツキャンプ・合宿全県展開

促進事業であります。

予算額は7,837万5,000円を計上しており、財

源は宮崎再生基金が6,599万円、一般財源が1,038

万5,000円、国庫が200万円であります。

事業の目的でありますが、スポーツキャンプ

・合宿の全県化に取り組み、新たなキャンプ・

合宿の誘致や県外からの誘客数を増加させ、観

光業をはじめ県内に大きな経済効果を創出した

いと考えております。

次に、事業の概要ですが、（１）の事業の仕組

みについては、市町村や県観光協会への補助金、

また、県と市町村などで構成している国内外代

表受入実行委員会をはじめとしたスポーツキャ

ンプやイベントの各受入れ実行委員会への負担

金が、主な事業スキームとなっております。

（２）の事業内容としましては、①の市町村

が整備するスポーツ施設等の環境のための支援

や、②の来年度新たに開催されるなど、不定期

に開催されるスポーツイベントへの支援、また、

③の国内外代表チームが本県で合宿する際、そ

の受入れに必要となる経費の一部負担、さらに

④の来年度供用開始する屋外トレーニングセン

ター等への誘致セールスを行うため、職員旅費、
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セミナーの開催やコーディネーターの委託に要

する経費を計上しております。

（３）の成果指標として、県外からのキャン

プ・合宿延べ参加者数について、令和３年度の12

万8,578人から令和７年度には22万5,000人に増

やすことを目指します。

事業期間でありますが、令和５年度から令和

７年度であります。

続きまして、35ページを御覧ください。

新規事業、屋外型トレーニングセンター管理

運営事業であります。

予算額は5,280万円を計上しており、財源は一

般財源が4,280万円、ネーミングライツ収入とし

て1,000万円であります。

事業の目的ですが、４月に供用開始する屋外

型トレーニングセンターの管理運営を行い、ス

ポーツランドみやざきのブランド力の向上をは

じめ、プロスポーツキャンプ等の誘致による観

光振興や県内の競技力向上を図ることとしてお

ります。

次に、事業の概要ですが、（１）の事業の仕組

みについては、県が指定管理者に委託料を支払

う仕組みとなっております。

（２）の事業内容ですが、施設名は宮崎県屋

外型トレーニングセンターであります。④の設

備につきましては、天然芝のサッカー・ラグビ

ー場や400メートルトラック、ハイブリッド芝を

備えた多目的グラウンドをはじめ、クラブハウ

ス、室内練習場などを備えております。⑤の管

理運営につきましては、株式会社馬原造園、フェ

ニックスリゾート株式会社、株式会社ＭＲＴア

ドを構成員とする共同事業体シーホース宮崎が

指定管理者として施設の管理運営を行うことと

なります。

（３）の成果指標として、スポーツキャンプ

・合宿全県展開促進事業と同様、県外からのキャ

ンプ・合宿延べ参加者数について、令和７年度

に22万5,000人を目指します。

事業期間ですが、令和５年度から令和７年度

であります。

○吉田オールみやざき営業課長 オールみやざ

き営業課の当初予算について御説明いたします。

お手元の令和５年度歳出予算説明資料、オー

ルみやざき営業課のインデックスのところ、281

ページをお願いいたします。

オールみやざき営業課の令和５年度当初予算

額は、10億557万3,000円となっております。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。

283ページをお願いいたします。

まず、上から６行目の（事項）海外渡航事務

費5,700万7,000円であります。これは、パスポ

ートの発給などを行う業務及び申請窓口の運営

に要する経費であります。

次の（事項）国際交流推進事業費２億2,232

万8,000円であります。まず、説明欄５の改善事

業、多文化共生地域づくり推進事業3,133万円は、

県民と外国人住民が共に地域の一員として協力

し合う多文化共生の地域づくりを推進するため、

様々な普及・啓発事業や外国人住民支援に取り

組むものであります。

次に、９の改善事業、外国人材受入環境整備

事業4,094万1,000円は、外国人住民等への生活

全般に関する相談対応を、多言語で一元的に行

います相談窓口の運営や、日本語教育を実施す

るものであります。

10の新規事業、宮崎県人会世界大会開催事業

１億円につきましては、後ほど常任委員会資料
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で御説明いたします。

次の（事項）海外技術協力費511万円でありま

す。これは、県費留学生を本県で受け入れ、研

修機会や修学の機会を提供することにより、本

県とブラジル等との良好な国際関係を構築する

ものであります。

続きまして、284ページをお願いいたします。

ページ中ほどの（事項）貿易促進費１億1,922

万6,000円であります。

まず、１の改善事業、みやざき海外拠点運営

強化事業3,849万4,000円は、上海・香港に海外

事務所を設置し、現地のマーケット情報の収集

や人的ネットワークの構築などを行い、県産品

の輸出拡大と本県への観光誘客を図るものであ

ります。

次に、３の改善事業、みやざきＳＨＯＣＨＵ

輸出促進事業2,982万6,000円は、国内外での焼

酎のプロモーションや情報発信を行うことによ

り、県産焼酎の輸出額や出荷額の拡大と焼酎産

業の振興を図るものであります。

次に、４のみやざき加工食品海外販路拡大支

援事業1,970万2,000円は、輸出に取り組む県内

の地域商社及び生産者等が行う海外の販路開拓

に係る活動経費を補助しますとともに、企業の

販路拡大に向けた支援のための体制づくりを行

い、海外での販路拡大のサポートを行うもので

あります。

６の新規事業、発酵×ＡＩで北米に切り込む

ＳＡＭＵＲＡＩプロジェクト推進事業1,200万円

につきましては、後ほど常任委員会資料で御説

明いたします。

次の（事項）県産品販路拡大推進事業費３

億7,147万2,000円であります。

まず、説明欄１の県産品振興事業１億4,284

万4,000円は、新宿みやざき館ＫＯＮＮＥに係る

維持管理費等であります。

続きまして、285ページをお願いいたします。

５の改善事業、県産品ＰＲイベント・フェア

展開事業5,164万9,000円、６の改善事業、バイ

ヤー等向け県産品販路開拓事業1,231万円につき

ましては、後ほど常任委員会資料で御説明いた

します。

次に、ページ中ほどの（事項）県外広報対策

費3,302万5,000円であります。説明欄１の県民

総参加！ひなたプロモーション事業3 ,2 2 1

万3,000円は、本県の多様な魅力の統一的なコン

セプトであります「日本のひなた宮崎県」を用

いまして、県民からの声も積極的に取り入れな

がら、観光や食、スポーツ、歴史、文化、生活

環境といった本県の様々な魅力を発信するもの

であります。

それでは資料を替えていただきまして、常任

委員会資料の36ページをお願いいたします。

新規事業、宮崎県人会世界大会開催事業は、

置県140年となります令和５年、2023年に国内外

の本県出身者やゆかりのある方が本県に一堂に

会する宮崎県人会世界大会を開催するものであ

ります。

予算額は１億円で、財源は宮崎再生基金を活

用いたします。

事業内容は、シーガイアコンベンションセン

ターにおいて、記念式典や歓迎レセプションを、

また、ふるさと巡りツアーなどを開催し、参加

者にふるさと宮崎への思いを共有していただき

たいと考えております。

成果指標としましては、大会参加者数の目標

を1,700名としております。

事業の期間は令和５年度です。
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次に、37ページを御覧ください。

改善事業、県産品ＰＲイベント・フェア展開

事業は、県産品ＰＲイベント・フェア等を開催

することにより、県産品の販売促進、認知度向

上、販路開拓につながるコロナ後の早期経済復

興を図るものであります。

予算額は5,164万9,000円で、財源は宮崎再生

基金を活用いたします。

事業内容につきましては、（２）にありますと

おり、大手百貨店等での県産品のＰＲイベント

・フェア、物産展等の開催を考えております。

成果指標としましては、（３）にありますとお

り、物産展等参加事業者数を現状の年間250社か

ら、令和７年度には年間400社へ、物産店等売上

額を現状の年間１億円から、令和７年度には年

間２億5,000万円とすることを目標としておりま

す。

事業の期間は、令和５年度から令和７年度で

す。

次に、38ページをお願いいたします。

新規事業、発酵×ＡＩで北米に切り込むＳＡ

ＭＵＲＡＩプロジェクト推進事業は、ＡＩ技術

を用いた味覚分析技術を活用しまして、北米市

場でのマーケットインの食品開発を支援するこ

とで、県産品の輸出拡大を図るものであります。

予算額は1,200万円で、財源は一般財源を活用い

たします。

事業内容は、（２）にありますとおり、①ＡＩ

による北米市場向け食品づくりの支援は、ＡＩ

技術を用いて米国人の嗜好を分析し、北米市場

に向けた発酵食品の開発を支援するものであり

ます。②北米市場食品展示会・商談会等の出展

・テストマーケティングは、①で開発した発酵

食品等の米国市場での見本市や商談会の出展・

テストマーケティングを実施するものでありま

す。

成果指標としましては、（３）にありますとお

り、本プロジェクトによるマーケットインの商

品づくり、年３件を目標としております。

事業の期間は令和５年度となっております。

次に、39ページをお願いいたします。

改善事業、バイヤー等向け県産品販路開拓事

業であります。この事業は、首都圏を中心とし

た大都市圏での販路を開拓することにより、県

産品のさらなる販路拡大につなげるものであり

ます。予算額は1,231万円で、財源は国庫補助金

及び一般財源を活用いたします。

事業内容につきましては、（２）にありますと

おり、①首都圏バイヤー事情に精通した企業体

に委託し、県内事業者へのマーケット情報の提

供や商談機会を創設し、②大規模商談会等への

県内事業者の出展支援を図るというものでござ

います。

成果指標としましては、（３）にありますとお

り、商談成約事業者数を現状の年間12社から令

和７年度には年間20社へ、商談成約金額を現状

の年間2,600万円から令和７年度には年間4,500

万円とすることを目標としております。

事業の期間は、令和５年度から令和６年度と

なっております。

続きまして、43ページをお願いいたします。

使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条

例についてであります。

１の改正理由につきましては、旅券法が一部

改正されたため、旅券の発給に関わる手数料額

の改定等を行うものであります。２の改定の内

容につきましては、１つ目は申請した旅券を受

け取りに来ず、未交付のまま失効させた者が、
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失効後５年以内に再度申請する場合、未交付と

なった旅券の発行経費を勘案した額の徴収が可

能となるため、条例別表第２の手数料額の一部

を改正するものです。

２つ目は、旅券の査証欄、いわゆるビザペー

ジの増補制度が廃止されますため、手数料の額

等の規定を削除するものでございます。

３の施行期日につきましては、旅券法の一部

改正の施行日であります、令和５年３月27日と

なっております。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

○来住委員 トレーニングセンターに関して一

つ、二つ確認したいと思います。

１つ目は、本会議の中で、私は、部長答弁の

前に、屋外型トレーニングセンターの整備に至

るまでの経過を、当然、本会議でもお聞きしま

すからということで、経過についての文書を頂

いておりました。

その文書で一番肝心なのは、フェニックスリ

ゾート株式会社から、オーシャンドーム跡地に

屋外型トレーニングセンターの誘致を行いたい

意向を受けたことから、平成27年８月25日、シ

ーガイアで、誘致についての記者会見を行った

と。

部長の答弁では、そこは丸っきり抜けていた

んです。あなたの答弁では、そこは全くなくて、

県では国において屋外系競技等の拠点施設の在

り方について調査研究がなされていたことから、

宮崎市及びフェニックスリゾート株式会社とと

もに、オーシャンドーム跡地へ国が整備するト

レーニングセンターの誘致に取り組んできたと

ころでありますという内容だったんですね。

これは意図的にそれを抜かしたのかどうかは

分かりませんけれども、僕は、もともとこの話

は県のほうから出発したものなのか、どこから

出発したものなのかというのが一番気になって

います。

さっき言いましたように、２月21日に頂いた

資料では、フェニックスリゾート株式会社のほ

うから話があったということなんですね。それ

を確認しておきたいと思いますが、改めてよろ

しくお願いいたします。

○横山商工観光労働部長 委員おっしゃったと

おり、フェニックスリゾート株式会社からの提

案というのがあってスタートしたということで、

お示しした資料のとおりでございます。答弁で

そこを申し上げなかったのは、隠す意図は全く

ございませんでしたが、どうしても答弁時間の

制約がございますので、結果としてその部分を

申し上げることができなかったということでご

ざいまして、フェニックス株式会社からの提案

で誘致活動を進めたというのは、これまでも対

外的にも何度も申し上げてきております。

○来住委員 本会議の場では、事前に部長の答

弁の内容は聞いておりませんでしたし、耳も

ちょっとよくなくて、しっかり聞き取れなかっ

たこともあって反論しなかったんですけれども、

今日改めてそれについてはちゃんと言っておき

たいというのが一つ。

それからもう一つ、委員会資料の35ページで

すが、成果指標ということで、県外からのキャ

ンプ・合宿延べ参加者数について、令和３年度

の12万8,578人を令和７年度には22万5,000人に

したいという意味だと思うんですが、令和元年

度は幾らなのか数字がありますか。

というのは、令和３年度というのは、コロナ

でかなり厳しいときじゃなかったのかなと思う
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んです。そことの比較というのは、あまりどう

なのかなと思うものですから、令和元年度はま

だそういう点では少なかったのか。

それともう一つ前の平成30年度はどうだった

のかというのがあれば、出していただきたいと

思うんです。

○那須スポーツランド推進室長 令和元年度で

すけれども、延べ参加人数が16万3,839人になり

ます。

○来住委員 ちなみに、平成30年度は分かりま

せんか。

○那須スポーツランド推進室長 平成30年度

が19万3,610人です。

○来住委員 分かりました。そこは非常に大事

なところで、やっぱりコロナとの関係から見た

ときには、そこと比較したほうがいいと思いま

したので、了解です。

○二見委員 確認です。歳出予算説明資料の277

ページの教育旅行誘致は、各学校で使ってもらっ

ているんですけれども、その行き先等のバラン

スは取れているんですか。教育旅行の誘致で、

県北、県央、県南、偏りがないようにというと

ころも考慮しながら、この事業をやってもらい

たいという思いがあるんだけれども、そこ辺は

どうだったかなと思ってお聞きしたんですが。

○海野観光推進課長 県内の教育旅行というこ

とで、各学校、旅行会社から申請が上がってき

たものは、順次ほぼ全て受け入れておりますが、

特段こちらで地域ごとのバランスの指定はして

おりません。

詳細については確認をさせてください。

○山下委員 これは一つ要望ですけれども、277

ページの観光交流基盤整備事業、青島・都井岬

観光資源保全事業は175万円ですよね。もう一つ、

説明資料の31ページ、ポストコロナに向けた稼

ぐ観光地域づくり推進事業は4,400万円でやるわ

けですけれども、私は宮崎県の自然的な観光地

というのは青島、都井岬だと思っているんです。

都井岬も、日南まで高速道路が通ると随分近

くなります。今までは遠かったけれども、行き

やすくなりますから、こういうところにもっと

金を入れて、例えば、都井岬の馬に触れるとか

乗れるとか。ちゃんと調教すればそういうこと

もできるんですよ。ですから、そういうものに

金を入れてやらないと、都井岬だけではできな

いはずなんです。青島も整備に、じゃんじゃん

金を入れてやらないと、あそこで金儲けはでき

ないんですよね。

そういうところにもっと積極的に予算を費や

してやらないと、なかなか観光客は来ないんじゃ

ないかなと思います。多めに予算をつけてやっ

てほしいなと思います。

○海野観光推進課長 歳出予算説明資料277ペー

ジの一番上の（事項）観光交流基盤整備費の３、

青島・都井岬観光資源保全事業は、青島地域の

美化活動や都井岬の馬の保護活動をしている、

各地元の市町村と民間団体、県が一体となった

協力会等に対する負担金等、その地域の環境整

備のために使われているものになります。

委員おっしゃるように、清武南から日南北郷

までの区間の高速道路開通もございますので、

県南地域にとっては観光面で非常に有利な状況

になるということで、地元の日南市、串間市と

一体となって、観光地域づくりと誘致に取り組

んでいかないといけないと思っております。

常任委員会資料の31ページのポストコロナに

向けた稼ぐ観光地域づくり推進事業では、市町

村やその地域にある観光事業者が施設改修をす
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るといったことにも使えますので、関係団体と

意見交換しながら、県南観光の推進に資する取

組をしていきたいと思っております。

○来住委員 事務的に聞きますけれども、委員

会資料30ページの企業立地課です。今回から④

中山間地域企業立地強化事業補助金を新設して

市町村を支援するということになっていますが、

いわゆる中山間地に企業を呼び込もうというも

のか。

細かく報告してもらわなくてもいいんですが、

例えば従業員が最低何人以上だとか、何か１つ

の基準があるんだろうと思うんですね。それと

も、市町村に補助を出すでしょうから、最低の

基準というのはこうですよとか、原則みたいな

ものがあったら教えていただければ。

○松浦企業立地課長 ただいまの中山間地域企

業立地強化事業補助金は、市町村に対する補助

金ということで、委員がおっしゃられましたよ

うな雇用者数とか、そういった基準は設けてお

りません。

より小さい、１人でも事業所を開設するとい

う場合には、市町村と一緒になって支援する形

で考えております。

○山内副委員長 委員会資料34ページのスポー

ツキャンプ・合宿全県展開促進事業についてお

伺いしたいんですが、この事業は、スポーツキャ

ンプ・合宿の全県化が目的ということなんです

けれども、全県化されていない現状について確

認をさせていただきたいです。

例えば、大体何市町に集中しているという現

状を表すデータがあったら、お示しいただきた

いです。

○那須スポーツランド推進室長 地域別ですけ

れども、例えば令和３年度を例として申し上げ

ますと、全体の数字ですが、県央で大体502団体、

県南で37団体、県西で66団体、県北で29団体と

いった感じで、やはり県央地区に集中している

という現状があります。

○山内副委員長 具体的にどういうふうに広域

化を進めていく事業なのか教えてください。

○那須スポーツランド推進室長 一つは、常任

委員会資料の34ページにありますように、市町

村の受入れ施設等の環境整備ということで、県

の財政力指数と比較して、その指数に応じて施

設の補助をしていくということで、このあたり

は経済効果的なものも一つ、考慮の要素として

はあるんですけれども、もう一方で全県化とい

う意味で県南地域や県北地域、県西地域も考慮

しながら、施設もしくは設備の補助を行ってい

きたいと考えています。

同様に、②の大規模スポーツイベントにつき

ましても、イベントの大きさ、規模等にもより

ますけれども、やっぱり全県的に経済効果等が

しっかり及ぶようなイベント等に、それぞれの

地域に応じた形で支援等を行ってまいりたいと

考えているところであります。

○山内副委員長 いい施設があったとしても、

やっぱり遠いから、なかなか遠くまで足を運ぶ

ことができないという現状もあると思いますの

で、具体的に考えたときに広域化って結構難し

い話じゃないかなと思ったところですので、そ

こは今後も注目しないといけないなと思ってい

ます。また、根拠がないうわさ話なんですけれ

ども、キャンプとか合宿の受入れの際に宿泊施

設がアスリートメニューに対応できなくて、食

事に選手向けの料理が提供できないという話が

あって施設を変えてしまったとか、もしくは宮

崎県から鹿児島県に合宿する場所を変えてし
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まったというお話を聞いたことがあって。また

ちょっと確認をしないといけないなと思ってい

るのですけれども、コロナ禍だけじゃなくて、

宮崎県からなぜ離れていったのかという部分の

分析も必要かなと思います。もし、宮崎県から

離れて行ったチームがあるのであれば、どうい

う原因があるのかを把握されていたら教えてい

ただけますでしょうか。

○那須スポーツランド推進室長 近年、例えば

プロチームやＪリーグ、プロ野球、そういった

ところで大きく数的な変動があるわけではござ

いません。Ｊリーグですと17チーム、プロ球団

ですと楽天の２軍を含めて７チーム、見えてい

るところです。どちらかというと、アマチュア

の特に屋内系のスポーツは、非常にコロナ禍の

影響を大きく感じているところで、誘致を働き

かけても、環境面も考慮して来られていなかっ

た面はあろうかと思っています。

先ほどお話に出ました食事の部分ですけれど

も、アスリート向けでないのでといったような

具体的な話は、特に伺っておりません。一般的

に、スポーツチームの場合はキャンプ合宿、練

習試合の相手といった部分も比較的大きな部分

を占めていますので、全県化に向けては、例え

ば県北ですとか、県西、県南あたりで、既に合

宿がある程度定着してきているチームを中心に

練習試合を組めるような環境というのも、一つ

ポイントになってくるかなと思っています。

○二見委員 委員会資料39ページの、バイヤー

向けの県産品販路開拓事業、改善事業なんです

けれども、今年度の予算は幾らぐらいだったん

ですか。

○吉田オールみやざき営業課長 令和５年度は

立てつけを変えておりますので難しいんですけ

れども、おおむね同様の予算額でございました。

○二見委員 同様の予算額で、令和５年度は

ちょっと成果を上げていこうという見通しで

やっていけるということですか。というの

も、1,200万円ぐらいかけて売上が2,600万円

じゃ、ちょっと申し訳ない事業のような気もし

て、これがしっかり発展していっているという

説明があれば、まだ我々も納得しやすいんです

けれども。この事業の経緯、経過報告も含めて

何か話があればお願いします。

○吉田オールみやざき営業課長 バイヤー向け

の販路開拓につきましては、もともと首都圏に

コーディネーターを置いて、その方の御尽力で

百貨店等を開拓しておりましたが、高齢でお辞

めになりたいというお話がありましたので、今

年度からは企業に委託をする形で実施しており

ます。予算額としては大きく変わってはいない

んですけれども、ただ、企業に委託をしたこと

で販路をたくさん持っていらっしゃる企業を選

定することができましたので、その方を活用し

て首都圏に攻め込んでいきたいと考えておりま

す。

事業費につきまして、費用対効果というお話

がございましたけれども、我々としましては費

用対効果をきちっと発揮できるように、その販

路開拓企業とも連携して頑張っていきたいと

思っております。

○二見委員 今回、新たなところに委託するこ

とができたから令和７年にこれだけの伸びを見

込めるということでよろしいですか。

○吉田オールみやざき営業課長 あともう一つ、

改善事業でお願いをしております再生基金を

使った県産品ＰＲイベントフェア展開事業がご

ざいます。この事業も活用する中で成果を出し
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ていきたいと考えております。

○二見委員 そうなるとかなり予算が増えてし

まうけれども。要するに、最終的に商談契約金

額と事業費とが本当に見合っているのか。新し

く契約ができた取引がちゃんとつながっていっ

ているのか。こういったところが県内の産業の

発展につながっているのかという効果をしっか

り見極めないといけない話なので、そこ辺の説

明をいただきたいんです。

○吉田オールみやざき営業課長 委託事業者か

らはきちんと成果についてフィードバックをい

ただくことになっておりまして、その情報をま

た県内事業者にきちんとつなぐことで、消費者

が欲するような商品開発であったり、パッケー

ジであったり、あるいは味であったり、そうい

うところをきちんと伝えられるようやっていき

たいと思っております。

○二見委員 いや、経済効果が─要するに販

売額が増えていっているという、今まで取り組

んできたことの成果はどのようになっているん

ですか。向こう側が求めているものの情報収集

という事業じゃないと思うんです。販売促進だ

から、販売額が伸びていっていなければ意味が

ないし、もしこれで売上金と予算とが変わらな

いんだったら、その商品をこっちで買っている

のと同じじゃないですか。それじゃ意味がない

わけです。やっぱりこの事業を通して首都圏で

の販売額が伸びていっているということがなけ

れば意味がないから、そこ辺の効果を聞いてい

るわけなんです。

○吉田オールみやざき営業課長 御指摘の点、

ごもっともかと思いますので、きちんとやって

いきたいと思っております。

○山内副委員長 屋外型トレーニングセンター

なんですけれども、４月スタートということな

んですが、現時点で予約状況など報告いただけ

る部分があればお願いいたします。

○那須スポーツランド推進室長 屋外型トレー

ニングセンターの現在の予約状況なんですけれ

ども、２か月前から一般の予約等を受け付けて

おりまして、今、４月の予約が入っている状況

であります。ちなみに４月の予約状況は、ラグ

ビー・サッカーグラウンドが延べ22団体、それ

から多目的グラウンドも延べ22団体、室内練習

場が７団体となっております。稼働日数は21日

であります。その他、例えばプロスポーツのキャ

ンプ合宿等については、ラグビーのリーグワン、

それからＪリーグ、このあたりから４～５チー

ム、施設の視察も含めて興味を示していただい

ている団体があり、４月以降視察等にお見えに

なるといったような動きもございます。

○山内副委員長 ラグビー・サッカーグラウン

ドが延べ22、多目的グラウンドが延べ22、室内

練習場が７団体ということなんですけれども、

こちらはもう全て県外の団体の利用になるので

しょうか。あとプロ、アマとかも、もう一度確

認させてください。

○那須スポーツランド推進室長 すみません、

詳細な資料を持ち合わせていないんですけれど

も、この時期はプロのキャンプ合宿はあまりご

ざいませんので、アマチュアがほとんどという

ことになります。

恐らく県内中心になろうかと考えております。

○山内副委員長 稼働日数21日ということなん

ですけれども、この日数は当初、県が想定して

いる利用日数と比べるといかがなんでしょうか。

想定を上回っているのか、下回っているのかと

か、教えてください。
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○那須スポーツランド推進室長 稼働日数は４

月ということもあって、Ｇ７の会合等の関係で

稼働できない期間が一定期間ございます。それ

以外については、ほぼ毎週火曜日がお休みになっ

ていますので、それ以外の日は、ほぼチームの

予約をある程度いただいているような状況であ

ります。

○山内副委員長 分かりました。今のところ、

運営上、混乱が生じそうとか、何か起きそうだっ

たから対処したというような事案はあったんで

しょうか。

○那須スポーツランド推進室長 今は特に何か

混乱が生じているとか、そういったような状況

ではございません。３月末までにしっかり施設

の完成に結びつけて、４月以降しっかりと管理

運営できるよう準備を進めてまいりたいと考え

ております。

○重松委員 新規事業の発酵×ＡＩで北米に切

り込むＳＡＭＵＲＡＩプロジェクト推進事業の

件です。ちょっと聞き逃したのかもしれません

けれども、もう一度、この事業の背景と、北米

に限定したのはどういう理由なのか教えてくだ

さい。

○吉田オールみやざき営業課長 この事業は北

米向けに発酵食品を磨き上げるという事業でご

ざいますが、北米の方々に、今、発酵食品が非

常に注目されているという事情が１つと、あと

市場としてかなり大きい、その割には県内事業

者がなかなか進出できていないという状況を踏

まえまして御提出させていただいているところ

でございます。

○重松委員 発酵食品はおみそ、しょうゆ、ど

んなものなんでしょうか。

○吉田オールみやざき営業課長 発酵食品全て

ですけれども、基本的にはみそ、しょうゆ、あ

とはビール等々も入ってくるかなと思っており

ます。

○重松委員 分かりました。「ＳＡＭＵＲＡＩ」

をつけたのはどういう意味なんでしょうか。

○吉田オールみやざき営業課長 なかなか入り

込んでいけないところに入り込んでいくという

勢いといいますか、そのようなところを表現さ

せていただいております。

○重松委員 頑張ってください。

○海野観光推進課長 先ほどの二見委員からの

県内教育旅行の状況についてですけれども、令

和３年度の実績等、県内のどちらあたりに訪問

されているかを見てみますと、宮崎市とか日南

市とか青島、日南海岸方面というのはやはり多

くなっております。都城市や延岡市では、地引

き網体験。都城市だと高千穂牧場が多くなって

いるんですけれども、霧島ファクトリーガーデ

ンとか島津邸とか。あと小林市、日向市、串間

市。それから西都市の西都原考古博物館等、主

要な市の施設には行かれていらっしゃるようで

す。あと高千穂町、高鍋町のルピナスパーク、

綾町の体験といったところに行かれている状況

があるようでございます。今年度の分について

は取りまとめ中ということでございます。

○二見委員 大体行かれている場所は分かるん

だけれども、その割合です。やっぱり学校の規

模とかにもよるから、それを踏まえた上である

程度うまく県内を回していくように、向けてい

く必要があるのかなと思っているから今お聞き

しました。そうじゃないと県内の各地域から不

平不満の声が出てきたりして困るじゃないです

か。そこら辺もしっかり見ながら推進していっ

てほしいなと思っています。
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○西村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○海野観光推進課長 常任委員会資料の52ペー

ジをお願いいたします。

宮崎県観光振興計画の改定について御説明い

たします。

本計画の改定につきましては、これまでも本

常任委員会で御報告を随時させていただいてお

りましたが、今回、その素案を取りまとめまし

たのでその内容について御説明いたします。

まず、１の趣旨についてですが、人口減少・

少子高齢化の進行に加え、新型コロナウイルス

感染症による旅行需要の減少、観光ニーズの多

様化、デジタル化の進展、持続可能性に対する

意識の高まりなど、観光を取り巻く環境は大き

く変化しております。このような中、本県観光

の振興を県政の重要な課題と位置づけ、県だけ

ではなく観光に携わる様々な機関が連携し、総

合的かつ計画的に観光の振興に取り組むために

宮崎県観光振興計画を改定するものであります。

その下にこれまでの経緯を記載しております

が、昨年６月の常任委員会において計画の改定

について御報告を行って以降、市町村や市町村

観光協会、観光事業者等との意見交換を行って

まいりました。

また、10月には県観光審議会において委員の

皆様から本県観光の進むべき方向等について御

意見を伺うとともに、12月の常任委員会におき

ましては骨子案の御報告を行ったところであり

ます。

続きまして、資料の53ページを御覧ください。

２の概要についてであります。まず、（１）計

画の位置づけですが、県総合計画長期ビジョン

を具現化するための観光に関する分野別計画で

あり、（２）推進期間としましては、令和５年度

から８年度までの４年間としております。また、

（３）目指す姿につきましては、大きく３つの

姿を目指すこととしております。１つ目は、「地

域住民や観光関連事業者等による持続可能な観

光地域づくりが推進され、地域社会が活性化す

るみやざき」、２つ目は、「観光資源の掘り起こ

し・磨き上げと効果的な情報発信により本県の

魅力が向上し、認知され、国内外から多くの観

光客が訪れるみやざき」、３つ目は、「「スポー

ツランドみやざき」でスポーツの魅力を体感し、

感動してもらうことで、心も体も再生し、訪れ

る人々に、明日への希望と活力を与えるみやざ

き」であります。

この３つの姿を踏まえ、「魅力実感！感動と元

気あふれる「観光みやざき」～ＣＨＡＬＬＥＮ

ＧＥみやざき、新しい景色へ～」を本県観光の

スローガンとして取り組んでまいりたいと考え

ております。

資料の55ページを御覧ください。

観光の現状と課題についてであります。まず、

観光を取り巻く環境の変化ですが、先ほど御説

明させていただきましたように、観光を取り巻

く環境は大きく変化しております。そうした状

況において、本県観光の現状としましては、通

過型観光になっていることや九州外からの観光

客はあまり多くないという状況があります。

その下に、本県観光の課題として記載してい

る周遊・滞在型観光の推進や、九州外からの観

光誘客、外国人観光客の誘致推進、デジタル技

術の活用、スポーツランドみやざきの取組強化

などに積極的に取り組んでいく必要があると考
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えております。

続きまして、資料の56ページをお願いいたし

ます。

まず、基本方針についてであります。次期計

画では大きく４つの点、みやざきの魅力を最大

限に生かした観光の推進、観光サービスの高付

加価値化と持続可能な観光への取組、戦略的な

プロモーション、デジタル技術の活用を基本方

針として掲げ、具体的な施策に取り組むことと

しております。

その下の取り組むプロジェクトについてであ

ります。ただいまの４つの基本方針に基づき、

４つの大きなプロジェクトに取り組むこととし

ております。

プロジェクト（１）国内外から選ばれる観光

地域づくりについては、周遊・滞在型観光推進

のための観光資源の磨き上げや地域の観光を牽

引する観光人材の育成、利便性と満足度向上の

ための基盤の整備等に取り組んでまいります。

プロジェクト（２）みやざきの強みを生かし

た誘客の推進については、本県ならではのテー

マ観光の推進や世界ブランド等を生かした観光

の推進、ＭＩＣＥや教育旅行の誘致・定着の推

進に取り組んでまいります。さらに、観光関連

事業者等との連携や広域連携による取組も進め

てまいります。

プロジェクト（３）外国人観光客の誘致の強

化推進については、東アジアを重点地域とした

誘客対策、欧米豪や富裕層など新規市場の開拓、

クルーズ船の誘致等に取り組んでまいります。

プロジェクト（４）スポーツランドみやざき

の推進については、国際水準のスポーツの聖地

としてのブランド力向上、スポーツキャンプ・

合宿及びスポーツイベントの全県化・通年化・

多種目化の推進、スポーツツーリズムの推進等

に取り組んでまいります。

続きまして、資料の57ページを御覧ください。

数値目標につきましては、７つの成果指標を

設定しており、いずれも過去実績の最高値を上

回る目標を掲げております。

観光入り込み客数や宿泊客数、観光消費額の

数値については、国の観光立国推進基本計画に

おいて、令和７年度に令和元年度水準まで戻す

ことを目標としていることを受けまして、本県

の計画においても同様の考え方で令和７年度に

令和元年度の水準まで戻し、令和８年度はそれ

を上回る数値ということで設定をしております。

54ページにお戻りください。

３の今後のスケジュールですが、本日の御報

告後にパブリックコメントを実施した後、本日

の委員会やパブリックコメントでいただいた御

意見等を踏まえ必要な修正を加えた上で、６月

定例会におきまして、議案として提出させてい

ただきたいと考えております。

○吉田オールみやざき営業課長 常任委員会資

料の58ページをお願いいたします。

みやざきグローバルプランの改定についてで

ございます。

本計画は、令和元年６月に策定したみやざき

グローバルプランにつきまして、計画年度の令

和元年度から令和４年度のうち、約３年もの間、

コロナ禍による大きな影響に見舞われまして、

各種の取組が道半ばでございますことから、大

きな方向性は継承しながら、１、趣旨の１つ目

にありますように、世界情勢が大きく変動する

中、世界の潮流を見極め、変化に的確に対応し

ながら、社会・経済・産業の活性化を図ること

が重要との認識の下、本県の持続的な発展に向
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け、輸出促進や観光誘客による世界の活力の取

り込みや、多文化共生社会づくりの推進、グロ

ーバル社会で活躍する人づくりなど、今後４年

間のグローバル関連施策を総合的かつ計画的に

推進するため改定を行うものでございます。

これまでの経緯でありますが、本計画は、2021

年12月以降、県内事業者、県民、外国人住民へ

のアンケートや有識者による懇話会、常任委員

会への報告等を通じまして、皆様からの御意見

を伺いながら改定作業を進めたところであり、

本日の報告に至ったものでございます。

２、概要ですが、60ページ、みやざきグロー

バルプランの改定について③をお願いいたしま

す。

計画概要であります。みやざきグローバルプ

ランは、先ほどの改定趣旨の下、県総合計画の

グローバル関連施策に関する部門別計画、また、

多文化共生や日本語教育の推進計画としても位

置づけ、関係部局により構成する推進本部によ

る進捗管理を行いますとともに、海外拠点機能

の活用、関係機関等との連携・協働を図りなが

ら推進してまいります。

また、推進期間につきましては、令和５年度

から令和８年度までの４年間としております。

61ページをお願いいたします。

みやざきグローバルプランでは、「世界の活力

をとりこむ」、「世界とつながる」、「世界ととも

にあゆむ」という３つの理念を掲げまして、施

策Ⅰ、グローバル経済交流の強化、施策Ⅱ、多

文化共生社会づくりの推進、施策Ⅲ、国際交流

の促進とグローバル社会で活躍する人づくり、

の３つの施策の柱の下、各種施策に取り組むこ

とで、「世界に開かれ、世界を舞台に躍動するみ

やざき」を目指してまいります。

次に、３つの施策の柱ごとの主な取組につい

て御説明いたします。

62ページをお願いいたします。

まず、施策Ⅰ、グローバル経済交流の強化に

つきましては、１、海外への展開促進、２、海

外からの誘致推進、３、経済交流を担う人材の

育成・確保、４、交流基盤の維持・充実、の４

つの分野で取り組みまして、このうち、１、海

外への展開促進の取組では、新規事業でお願い

しておりますＡＩを活用したマーケットインの

商品開発などデジタル技術の活用による商品改

良の支援や、ＥＣ等の新たな流通チャネルの活

用などの取組を行ってまいります。

また、２、海外からの誘致推進では、海外市

場のデジタルマーケティングの推進など、コロ

ナの中で進展したデジタル化への対応も見据え、

取組を行ってまいります。

63ページをお願いします。

施策Ⅱ、多文化共生社会づくりの推進につき

ましては、１、外国人住民への支援としては、

外国人住民向け一元的相談窓口の運営のほか、

２、外国人と共生する地域社会づくりの分野に

おける地域住民と外国人住民が相互に交流する

場づくり等に取り組んでまいります。

施策Ⅲ、国際交流の促進とグローバル社会で

活躍する人づくりでは、１、国際交流の促進の

中で、今年10月に開催します宮崎県人会世界大

会を契機とした本県出身者とのネットワークの

再構築とその活用を図りますとともに、２、グ

ローバル社会に対応できる幅広い人材の育成の

分野では、引き続いて、教育現場での国際理解

教育に取り組むことと併せ、ＳＤＧｓの意識に

ついて教育の分野で浸透を図る、持続可能な開

発ための教育─ＥＳＤの取組を進めることと
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しております。

64ページの成果指標につきましては、①から

⑤は経済交流に関する指標、⑥から⑨は多文化

共生の意識や国際交流関連の指標として掲げて

おりまして、庁内に設置しております推進本部

の下で進捗管理を行いながら、プランを推進し

ていくこととしております。

59ページの、みやざきグローバルプランの改

定について②にお戻りください。

（４）では、ここまで説明いたしました素案

の改定のポイントについて、１つ目は新型コロ

ナの影響により、現行プランでの取組は大きな

制約を受け、道半ばとなっておりますことから、

大きな方向性は継承しつつグローバル関連施策

の取組を加速すること。２つ目はコロナ禍を契

機としたデジタル化の進展や環境を重視する価

値観への転換など、世界情勢の変化を踏まえた

施策を展開していくこと。また、３つ目は宮崎

県人会世界大会等により、世界における本県の

ネットワークの再構築を推進すること、の大き

く３点にまとめております。

３、今後のスケジュールであります。本日の

素案で、委員からの御意見をいただきまして、

パブリックコメントを経た上で最終案を取りま

とめ、６月の定例会に議案として提出させてい

ただく予定としております。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

○二見委員 両プランについて確認です。令和

元年度と比較して、目標値はどのようになって

いますか。コロナ前の状況と令和８年度の設定、

先ほど課長からも少し説明があったんですけれ

ども、そこを確認しておきたいと思います。

○海野観光推進課長 資料の57ページでござい

ますが、令和元年の実績は、観光入り込み客数

が1,588万人回、延べ宿泊者数が432万人泊、う

ち外国人宿泊者数が33万人泊、観光消費額

が1,832億円となっております。

県外からのスポーツキャンプ・合宿延べ参加

者数は、令和元年度に16万3,839人、国外からの

クルーズ船の寄港回数は、令和元年に11回でし

たけれども、平成29年が最高で30回になってお

ります。ＭＩＣＥの延べ参加者数は、令和元年

度が14万8,827人でしたが、平成22年度が最高

で29万2,164人ありました。

○吉田オールみやざき営業課長 みやざきグロ

ーバルプランの当初との比較でございます。※策

定時の現況値と比較をさせていただきますと、

輸出額については1,845億円でございました。農

林水産物・食品の輸出額が71.3億円、輸出に取

り組む企業・団体数が172社、訪日外国人延べ宿

泊者数が30万人、国外からのクルーズ船寄港回

数が９回、外国人や外国の文化・習慣などに対

する偏見や差別があると感じたことのある県民

の割合が19.7％、外国人住民が暮らしやすいと

感じる割合85.9％、外国人や外国の団体との交

流・国際協力に関する行事・活動に参加したこ

とのある県民の割合13.7％でございました。県

民のパスポート所有率が12.1％というのが策定

時の現況値でございました。

○西村委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、以上をもち

まして、企業立地課、観光推進課、オールみや

ざき営業課の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後２時41分休憩

※89ページに訂正発言あり
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午後２時43分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

各課ごとの説明及び質疑が全て終了しました

ので、これより総括質疑を行います。

商工観光労働部全般についての質疑はござい

ませんか。

○来住委員 先ほど報告で、みやざき産業振興

戦略の改定というのがありました。その中の、

２つの方針と主な施策、みやざきの未来を切り

拓く多様な産業人材の育成・確保の最後に、７、

技能者の育成・確保という項目がありました。

これは改定ですからその前にも当然あったんだ

ろうと思うんです。この確保の具体的な内容と

して、児童・生徒の段階からの「ものづくり」

への関心の醸成・促進、それから訓練指導の質

の向上など技能者の育成・確保というのが大き

な柱として出されております。技能検定の技術

試験については本会議で議論をいたしまして、

答弁をお聞きしました。それ以上の答弁はもち

ろん今の段階ではないと思います。

ただ私が申し上げたいのは、代表質問に対す

る答弁でも、私の一般質問に対する答弁でも、

検討したいという内容だったと思います。こう

やって皆さん自身が産業振興戦略の改定の中に

も、具体的な技能検定試験とかそんなこと書い

てないんですけれども、しかし、内容は技能者

の育成・確保という大きな項目が出されていて、

技能者の育成・確保が大きな柱になっておりま

すので、そういう点から見てもぜひ検討を─

私から言わせれば検討は１日あればできるぐら

いの内容だと思います。検定試験を受ける生徒

が少なくなった原因というのは非常に明確で、

これはもう間違いなく手数料が引き上がったこ

とによるものでありますから。かなり深い理論

的なものを解明しなきゃならんようなものでも

ないと思います。ぜひその辺について、改めて

こういう改定との関係から見ても、早めに検討

して結果を出したほうがいいと僕は思うんです。

部長、今年度で卒業されますが、ぜひ何かあれ

ば出していただきたいと思います。

○横山商工観光労働部長 技能者の確保の重要

性というものは、私ども本当に承知しているつ

もりでございまして、この試験の手数料が事実

上の引上げ─国が減免措置を縮減ということ

になりましたので、そのときどうするかと本当

に悩みました。ただ、もともと国が財源を手当

てして国として始めたものが、国の事情でなく

なるということでありましたし、どれぐらいの

影響があるのか、ちょっと状況を見る必要があ

るのではないかということもあって、ぎりぎり

の判断として、そのまま国のとおり引き下げる

という形で縮減を受けるというふうにしたんで

すけれども、ただ、今回答弁でも申し上げまし

たように、高校生の受験の申請者数というのは

本当に大幅に落ちました。予想以上に落ち込ん

だというところもありまして、本当に正直なと

ころ、その要因をしっかり分析する必要がある

と思っております。県内のこれまで受験してい

た高校でどういう理由でここまで落ち込んだの

かということや他県の状況も見る必要があると

思っておりまして、そういったところもしっか

り見た上で検討していきたいと思っております。

この技能者試験のこともそうですけれども、

それ以外に子供たちに興味を持ってもらうとい

うところにも、しっかり力を入れていきたいと

思っておりますので、そこの前提を含めてしっ

かり検討していきたいと思っております。
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○来住委員 私はあまりくどく言うことは好き

じゃありませんので、よろしくお願いしたいと

思います。

○吉田オールみやざき営業課長 先ほど二見委

員より、成果指標の令和元年度の実績について

質疑がありましたけれども、大変申し訳ござい

ません。私、策定時の平成29年度をお答えして

おりましたので、令和元年度の数値をお答えし

たいと思います。

まず、①の輸出額は2,000億円でございます。

それから、②の農林水産物・食品の輸出額

は107.3億円。③の海外展開を行う企業・団体数

が178社。訪日外国人延べ宿泊者数が32万人。国

外からのクルーズ船寄港回数が11回。外国人が

暮らしやすいと感じる割合88.9％。外国人や外

国の文化・習慣などに対する偏見や差別がある

と感じる県民の割合19.1％。外国人や外国の団

体との国際協力に関する行事・活動に参加した

ことのある県民の割合13.8％。県民のパスポー

ト所有率12.4％でございました。大変申し訳ご

ざいませんでした。訂正いたします。

○西村委員長 そのほか何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、以上で商工観光労働

部の審査全て終了いたしましたが、ここで今月

末で退職される横山商工観光労働部長より御挨

拶をいただきたいと思います。

○横山商工観光労働部長 私の県庁生活は38年

になりますけれども、最後の２年間でこの商工

観光労働部長の仕事をさせていただいたことを

本当にありがたく思っております。とはいえ、

この２年間、コロナ禍でありますとか物価高騰

でありますとか、そういったことに正直振り回

されてきたこの２年間であったなと思っており

まして、昨年度は議会の皆様の御理解をいただ

きながら14回の補正予算を組んでおります。今

年も毎議会、補正予算を組ませていただいて様

々な対応をしながら、そういう中で屋外型トレ

ーニングセンターの整備を進めたりとか、ＷＢ

Ｃの侍ジャパンの合宿の受入れをやったりとか、

様々な課題に対応してきたわけでございますけ

れども、何とか対応できたのではないかなとい

うふうに思っております。それも県議会の皆様

方の御理解、御指導があったからというのはも

ちろんでございますが、やはり何と言いまして

も、こちらに来ております各課室長、それから

職員の皆さん方、本当に一生懸命頑張ってくれ

たおかげだと本当に思っておりまして、感謝の

気持ちでいっぱいでございます。

全ては県民のためにと職員にもいつも言って

いますけれども、思いは県議会の皆様方も私ど

も職員も一緒でございます。ですので、これか

らも県議会の皆様方と私どもしっかり力を合わ

せて、県政が一歩ずつ着実に進んでいくことを

願っているところでございまして、私もどうい

う形か分かりませんけれども、また違った形で

少しでも貢献できればなと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いいたします。貴重なお時

間、ありがとうございました。本当にお世話に

なりました。ありがとうございました。

○西村委員長 これまで長きにわたり、宮崎県

の発展のために御尽力いただきまして、本当に

ありがとうございました。今後は、ぜひ健康に

十分留意されて、県政を温かく見守っていただ

ければと存じます。本当にお疲れ様でした。

以上をもちまして、商工観光労働部を終了い

たします。執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。



- 90 -

令和５年３月６日(月)

午後２時52分休憩

午後２時55分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

明日10時の再開としまして、本日の委員会を

終了いたします。委員の皆様、お疲れさまでし

た。

午後２時55分散会
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午前10時１分再開

出席委員（８人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 山 内 佳菜子

委 員 坂 口 博 美

委 員 二 見 康 之

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 山 下 寿

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

県土整備部

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

県土整備部次長
日 髙 正 勝

（ 総 括 ）

県土整備部次長
原 口 耕 治

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
境 光 郎

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 廣 松 新

管 理 課 長 井 上 大 輔

用 地 対 策 課 長 鍋 島 宏 三

技 術 企 画 課 長 中 原 学

工 事 検 査 課 長 斉 藤 幸 男

道 路 建 設 課 長 加 行 孝

道 路 保 全 課 長 東 和 俊

河 川 課 長 山 浦 弘 志

ダ ム 対 策 監 山 田 清 朗

砂 防 課 長 行 田 明 生

港 湾 課 長 松 山 英 雄

空 港 ・ ポ ー ト
岩 切 靖 考

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 黒 木 正 行

美しい宮崎づくり
迫 節 夫

推 進 室 長

建 築 住 宅 課 長 巢 山 昌 博

営 繕 課 長 金 子 倫 和

設 備 室 長 中 武 英 俊

高速道対策局次長 伊 福 隆 徳

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 川 野 有里子

議事課主任主事 木 村 結

○西村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案等について、

県土整備部長の概要説明を求めます。

○西田県土整備部長 県土整備部でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。着席して説

明をさせていただきます。

今回の委員会で御審議いただきます県土整備

部所管の議案につきましては、お手元の商工建

設常任委員会資料１ページの目次を御覧くださ

い。

Ⅰ、予算議案につきましては、一般会計、特

別会計合わせて３件をお願いしております。

Ⅱの特別議案につきましては、使用料及び手

数料徴収条例の一部を改正する条例など２件を

お願いしております。

最後にⅢ、その他報告事項としまして、高潮

浸水想定区域の指定について報告をさせていた

だきます。

それでは、資料の２ページを御覧ください。

県土整備部の令和５年度当初予算一覧の部総

令和５年３月７日(火)
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括であります。

令和５年度当初予算額は、真ん中の列の太線

で囲んでおりますＢの欄でありますが、骨格予

算となっております。

１行目の一般会計が688億円余、下から４行目、

特別会計が21億円余、一番下の部予算合計で710

億円余となりまして、その左の欄にあります前

年度の当初予算と比較しますと、5.2％減となっ

ております。

また、資料11ページには、主な新規・重点事

業につきまして、令和５年度の施策の構築に当

たっての視点に沿って掲載しております。

私からの説明は以上ですが、詳細については、

それぞれ担当課長等から説明をさせますので、

よろしくお願いいたします。

○西村委員長 県土整備部長の説明が終わりま

した。

引き続き説明をお願いいたしますが、４班に

分けて議案の説明と質疑を行い、最後に総括質

疑の時間を設けることといたしますので、御協

力をお願いいたします。

また、歳出予算の説明については、重点事業

・新規事業を中心に、簡潔明瞭に行い、併せて、

決算における指摘要望事項に係る対応状況につ

いても説明をお願いいたします。

それでは、管理課、用地対策課、技術企画課

の審査を行います。

議案に関する説明を求めます。

○井上管理課長 まず、令和５年度当初予算に

おきます県土整備部予算の概要について御説明

させていただきます。

委員会資料の３ページを御覧ください。

まず、２、補助公共・交付金事業であります。

太線で囲んだＢの欄が令和５年度当初予算額に

なります。

一番下の計にありますように、合計で318

億2,902万5,000円であります。対前年度比で、

金額ベースで４億3,875万7,000円、率にして1.4

％の減であります。

次に、４ページを御覧ください。

３、県単公共事業であります。Ｂの欄の一番

下の計にありますように、合計で102億4,793

万3,000円と、対前年度比で、額にして66億8,599

万3,000円、率にして39.5％の減であります。

なお、今回は骨格予算となっておりますため、

国土強靱化分の予算を計上しておりません。今

後、６月補正におきます肉付け予算の中で検討

をしてまいります。

続きまして、５ページを御覧ください。

４、直轄事業負担金であります。Ｂの欄の一

番下の計にありますように、合計で71億9,267万

円、対前年度比で８億519万6,000円、12.6％の

増であります。

続きまして、６ページを御覧ください。

５、災害復旧事業であります。Ｂの欄の下か

ら３列目にありますように、合計で110億7,049

万5,000円、対前年度比で20億円、22％の増であ

ります。これは、災害発生時に速やかに復旧す

るための経費のほか、昨年の台風第14号に係る

災害復旧事業費を計上しております。

次に、７ページを御覧ください。

６、課（局）別内訳であります。

これは、当初予算の金額を課ごとに集計した

ものであります。

続きまして８ページを御覧ください。

一般会計の債務負担行為の追加であります。

このページから９ページにかけまして、債務負

担を設定する事業を掲げております。これは、
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道路や橋梁などの工事契約等におきまして、工

事期間が年度をまたがりますことから、債務負

担行為の設定をお願いするものであります。

これらの債務負担行為の合計は、９ページの

一番下の計の欄にありますとおり、合計で全部

で15件、54億1,803万4,000円となっております。

次に、21ページを御覧ください。

議案第39号「土木事業執行に伴う市町村負担

金徴収について」であります。

令和５年度の土木事業に要する経費に充てる

ため、こちらの５つの事業について、資料に記

載の負担率のとおり、市町村負担金を徴収する

ことにつきまして、地方財政法第27条の規定に

より、議会の議決に付すものであります。

なお、これらの負担金の徴収につきましては、

既に関係市町村からの同意を得ているところで

あります。

県土整備部の当初予算の概要等につきまして

は、以上であります。

続きまして、管理課の令和５年度当初予算に

ついて御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の363ページをお開

きください。

当課の当初予算額は、左から２列目、20億3,709

万2,000円であります。

以下、主なものを御説明いたします。

365ページをお開きください。

まず、上段の（事項）職員費は14億9,647万円

で、管理課及び土木事務所などの人件費を計上

してあります。

次に、一番下の（事項）建設技術センター費

は２億8,627万4,000円であります。

366ページをお開きください。

説明欄の１から４にありますとおり、建設技

術センターの施設設備等の維持管理費や、産業

開発青年隊の運営業務に伴う指定管理料などで

あります。

次に、表の中段（事項）建設業指導費は２

億3,878万円で、これは建設業の許可や経営事項

審査に要する事務費のほか、説明欄３のみやざ

き建設産業経営基盤強化支援事業は、建設業者

の経営基盤の強化等を図るため、資金調達に対

する支援や、建設業者に対する法令等の制度周

知や指導等を行う経費であります。

次に、説明欄４の未来へつなぐ建設産業担い

手確保・育成支援事業は、建設産業の深刻な担

い手不足に対応するため、働き方改革や生産性

向上への支援、産業の魅力発信など、担い手の

確保・育成に産学官一体で連携して取り組むた

めの経費であります。

続きまして、委員会資料の16ページをお願い

いたします。

議案第22号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例について」であります。

１の改正の理由でありますが、管理課で所管

しております建設技術センターの使用料及び手

数料につきまして、適正かつ効率的な管理運営

を図るため所要の改正を行うものであります。

２の改正の内容でありますが、（１）の使用料

につきましては、建設技術センターの大教室に

ついて、間仕切りを使用し教室の半面を利用し

た場合の料金を新たに設定するものであります。

17ページを御覧ください。

（２）の手数料につきましては、建設技術セ

ンターで行っております建設材料試験につきま

して、今後実施見込みのない項目について削除

するものであります。

○鍋島用地対策課長 当課の当初予算について
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御説明いたします。

歳出予算説明資料367ページをお開きくださ

い。

当課の当初予算は、一般会計が４億6,652

万2,000円、公共用地取得事業特別会計が６

億1,499万円、合わせまして10億8,151万2,000円

となります。

主な内容につきまして御説明いたします。

369ページをお開きください。

まず、一般会計であります。

中ほどの（事項）収用委員会費1,970万9,000

円でありますが、これは収用委員の報酬のほか、

収用裁決に必要な鑑定費用など、委員会の運営

に要する経費となります。

続きまして、（事項）用地対策費493万1,000円

でありますが、これは、登記事務委託料のほか、

事業認定に関して、土地収用法に基づく公聴会

や審議会の開催費用など、用地対策の推進に要

する経費となります。

370ページをお開きください。

（事項）特別会計繰出金３億8,299万円であり

ますが、これは公共用地取得事業特別会計の事

業費として、一般会計から特別会計への繰出金

となります。

371ページを御覧ください。

次に、公共用地取得事業特別会計であります。

（事項）公共用地取得事業費６億1,499万円で

ありますが、これは、九州中央道五ケ瀬高千穂

道路などの先行取得等に要する経費と、先行取

得用地の事業化による買戻しなどによって生じ

る収入の一般会計への繰出金となります。

令和５年度は、九州中央道のほか、小林市の

夷守線、高鍋町の町小丸線におきまして先行取

得を行うこととしております。

○中原技術企画課長 当課の令和５年度当初予

算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の373ページをお開きくださ

い。

当課の当初予算額は、４億3,295万9,000円で

あります。

以下、主なものについて御説明します。

375ページをお開きください。

中ほどの（事項）土木工事積算管理検査対策

費１億3,774万7,000円であります。このうち、

１の労務及び建設資材単価の調査１億36 0

万1,000円でありますが、これは公共事業の積算

に用いる設計単価を設定するために、建設労働

者の賃金や建設資材価格などの実態調査を行う

ものであります。

また、３の公共工事品質確保推進事業3,171万

円でありますが、これは公共工事の品質確保の

ため、監視チームによる施工体制の点検や、県

内技術の活用、並びに地産地消を図るためのシ

ステムの運用などを行うものであります。

資料の376ページをお開きください。

中ほどの（事項）盛土防災総合推進事業費500

万円であります。これは、緊急性、危険度の高

い盛土等に対しまして、必要に応じて大型土の

うを設置するなどの応急対策を行うものであり

ます。

最後に、（事項）インフラＤＸ推進事業費であ

ります。

詳細につきましては、委員会資料で御説明い

たします。

委員会資料の12ページを御覧ください。

新規事業、インフラＤＸ推進事業について説

明します。

予算額は1,479万円であります。
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まず、事業の目的でありますが、ＢＩＭ／Ｃ

ＩＭをはじめとしたインフラＤＸを推進するこ

とにより、建設産業における担い手の育成確保

や生産性の向上を図るものであります。

ここで、ＢＩＭ／ＣＩＭについて御説明しま

す。

13ページを御覧ください。

左上になりますが、調査や測量、設計の段階

から３次元モデルを導入することにより、その

後の施工や維持・管理の各段階においても、受

発注者双方における業務の効率化及び高度化を

図る取組であります。

再び12ページにお戻りください。

次に、事業の概要でありますが、事業の仕組

みとしましては、公益財団法人宮崎県建設技術

推進機構や民間事業者に委託して実施するもの

であります。

続きまして、事業内容のうち、①のＢＩＭ／

ＣＩＭ推進事業でありますが、先ほど御説明し

た土木分野におけるＣＩＭの取組を本県でも推

進するため、必要なソフトウェアやシステム等

の導入に向けた検討を行うものであります。

次に、②の建設ＩＣＴ活用工事推進事業につ

きましては、建設ＩＣＴ活用工事のさらなる普

及拡大を図るため、建設技術センターにおいて

民間技術者に対する建設ＩＣＴ活用工事の研修

を実施するほか、産業開発青年隊を対象とし、

集中的に講義を実施することで、ＩＣＴに関す

るエキスパートを養成するものであります。

次に、③の台帳等管理システム整備事業につ

きましては、公共施設の管理台帳や施設点検・

補修履歴などを閲覧・更新できるＧＩＳを活用

したシステムの構築を図るものであります。

続きまして、成果指標でありますが、ＣＩＭ

の実施件数を令和７年度までに８件、また、Ｉ

ＣＴ活用工事の実施件数を令和７年度には90件

にまで拡大したいと考えております。

最後に、事業の期間でありますが、令和５年

度から７年度を予定しております。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

○二見委員 技術企画課への確認です。今のイ

ンフラＤＸの現状として、この３次元モデルの

工事は実際にもう行われているわけですよね、

ＩＣＴ活用工事については現状で60件。３次元

モデルは今からの取組ということなんですか。

○中原技術企画課長 そのとおりです。ＩＣＴ

活用工事は60件なんですが、ＢＩＭ／ＣＩＭは、

これからの取組ということになります。

○二見委員 実際、産業開発青年隊とかでこう

いった人材を育成して、現場のほうに派遣する

ということなんですか。

○中原技術企画課長 青年隊の講義を来年度か

ら新たにスタートしたいと思っているのですが、

今、技術企画課で考えているのはＩＣＴ活用工

事をマスターしていただくための講義です。

具体的に申しますと、２次元の設計図面を３

次元化して、それを用いてＩＣＴ重機で工事を

して、工事した後の出来高管理もドローン等を

飛ばして３次元で管理していただく、そういっ

た経験を積んでもらう事業を集中的に行うとい

うものでございます。

○山内副委員長 今の事業に関連して、青年隊

が講義で学んだ後に、実際に民間事業者に就職

した時に、民間事業者にそういうシステム、ソ

フトが整っているかどうかという部分に関して、

例えばそのソフトを導入するための支援などは

されているのか、される予定があるのかを確認
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させてください。

○中原技術企画課長 青年隊は40人程度隊員が

いるんですけれども、毎年20人程度県内の建設

業に就職されています。その第一線で活躍して

いただくことが目的なんですが、今のＩＣＴ活

用工事のソフト等については、県で助成すると

ころまではまだできておりません。

実際に委託する場合もありますし、自社で保

有している会社もございます。重機については、

数社は自社でＩＣＴ活用重機を持っていらっ

しゃいますけれども、多くはレンタルというの

が多いのかなと考えております。

○山内副委員長 分かりました。レンタルでちゃ

んと確保できる状態であるならばよかったなと

思います。導入に関しても、やはり高額なんじゃ

ないかなという部分が心配で、その部分の支援

も必要なのかなと感じていたのですが、よく分

かりました。

○二見委員 今、宮崎県はこういうスタートの

段階だけれども、ほかの福岡県とか大都市圏の

ほうではもうこれ始まっている内容なんですか。

隣の熊本県とか鹿児島県とか。

○中原技術企画課長 まずＢＩＭ／ＣＩＭの取

組については、九州各県ではまだ実績はゼロ、

今からということで同じスタートなのかなと考

えています。

ただ、ＩＣＴ活用工事につきましては、実績

件数でいくと宮崎県は九州でもトップクラスの

実績になっております。

○西村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは以上をもって、管理課、用地対策課、

技術企画課の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前10時22分休憩

午前10時25分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、道路建設課、道路保全課、高速道

対策局の審査を行います。

議案に関する説明を求めます。

○加行道路建設課長 当課の令和５年度当初予

算について御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の377ページをお開

きください。

当課の当初予算額は148億3,468万8,000円であ

ります。

以下、主な事業について御説明いたします。

379ページをお開きください。

上から２つ目の（事項）直轄道路事業負担金19

億9,076万6,000円であります。これは、国道10

号や国道220号で行われている国の直轄道路事業

に対する県の負担金であります。

次に、表の一番下の（事項）公共道路新設改

良事業費120億9,066万9,000円であります。

主な内容について御説明をいたします。

まず、説明欄の１、道路改築事業45億9,988

万5,000円であります。

次の380ページをお開きください。

この事業は、国道447号などの整備に要する経

費でございます。

次に、２の社会資本整備総合交付金事業73

億7,918万5,000円であります。この事業は、国

道448号などの整備に要する経費でございます。

最後に、一番下の（事項）県単特殊改良費４

億2,500万円であります。これは、南俣宮崎線な

どの県道において、局部的な改良や待避所設置

などを行う整備に要する経費でございます。
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○東道路保全課長 当課の令和５年度当初予算

について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の381ページをお開

きください。

当課の当初予算額は141億4,979万円でありま

す。

以下、主なものを御説明いたします。

383ページをお開きください。

中ほどの（事項）道路管理費8,975万円であり

ます。これは、県管理道路の管理に要する経費

でありまして、道路台帳の修正やボランティア

団体等が行う活動への支援などを行っておりま

す。

続きまして、384ページをお開きください。

上から２番目の（事項）地域総合メンテナン

ス事業費11億8,078万5,000円であります。これ

は、日常の道路巡視や緊急時などの巡回パトロ

ール、応急的な維持工事に要する経費でありま

す。

次に、その下の（事項）公共道路維持事業費67

億2,876万8,000円であります。これは、国の補

助金や交付金を受けて行う交通安全施設の整備

や橋梁・トンネルなどの点検・補修に要する経

費であります。

次に、その下の（事項）県単道路維持費30

億2,918万6,000円であります。これは、県が管

理する道路の日常的な維持補修に要する経費で

あります。

385ページを御覧ください。

一番上の（事項）県単舗装補修費７億4,000万

円であります。これは、路面のひび割れやわだ

ち掘れなど、傷んだ道路舗装の部分的な補修工

事や打換工事を行う経費であります。

次に、その下の（事項）沿道修景美化推進対

策費９億4,401万4,000円であります。これは、

沿道修景植栽地区などにおいて、植栽の維持管

理や除草などを行い、良好な道路環境の保全を

行う経費であります。

一番下の（事項）県単橋梁維持費２億円であ

ります。これは、橋梁の点検結果に基づき、補

修を行う経費であります。

予算関係につきましては、以上であります。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について御説明いたします。

お手元の決算特別委員会の指摘要望事項に係

る対応状況の10ページをお開きください。

⑨「通学路における安全対策について、警察

や教育委員会等と連携し、対策が必要な箇所を

適宜把握するとともに、安全対策を可能な限り

早急に講じること」についてであります。

通学路の安全対策につきましては、県民の安

全・安心を確保する観点から、大変重要な取組

であると考えており、通学路の安全確保に向け

た取組を継続的に行うため、関係機関が連携し、

県内全市町村において、平成26年度に通学路交

通安全プログラムを策定しております。

また、当該プログラムに基づき、警察や学校、

道路管理者等が合同で点検を実施し、対策の検

討、実施、効果の把握、さらには、その結果を

踏まえた改善等をＰＤＣＡサイクルとして毎年

繰り返して行うことで、通学路の安全性向上を

図っているところです。

県管理道路における通学路の安全対策は、当

該プログラムにおける要対策箇所から交通量な

どを勘案し、優先度の高い箇所から順次整備を

進めておりますが、事故の危険性が高い箇所に

つきましては、防護柵を設置するなどの応急的

な安全対策を可能な限り早急に講じるよう努め
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ております。

なお、令和３年度に千葉県で発生した事故を

受けて実施した合同点検における県管理道路の

要対策箇所は176か所ありましたが、歩道整備や

防護柵、区画線の設置などにより、今年度末ま

でには103か所の対策が完了する見込みでありま

す。

県としましては、今年度、新たに創設された

国の交通安全対策補助事業も活用し、今後とも

必要な予算の確保に努め、順次、整備を進めて

まいります。

○ 松高速道対策局長 歳出予算説明資料の429

ページをお開きください。

当局の令和５年度当初予算について御説明い

たします。

当初予算額は34億6,515万1,000円であります。

以下、主な内容について御説明します。

431ページをお開きください。

初めに、中ほどの（事項）高速道路網整備促

進費２億1,123万7,000円であります。これは、

高速道路網の早期実現に向けて、用地国債を活

用した用地先行取得分の公共用地取得事業特別

会計への繰出金や建設促進大会の開催に必要な

経費の負担、国など関係機関への要望活動など

を行うものであります。

次に、その下の（事項）高速自動車国道等直

轄事業負担金31億6,514万6,000円であります。

これは、東九州自動車道及び九州中央自動車道

について、国が実施する高速自動車国道等事業

に対する県の負担金で、これらの整備促進を図

るものであります。

○西村委員長 説明が終わりました。

質疑はございませんか。

○重松委員 道路保全課の先ほどの指摘要望事

項の10ページにつきまして、令和３年度の千葉

県の事故を受けて、176か所要対策箇所があっ

て、103か所が今年度までにできますということ

で、進捗しております。

残りの73か所については、翌年度までにはで

きる見込みなんでしょうか。

○東道路保全課長 現在、年度末で103か所が終

わる見込みですけれども、残りの73か所のうち、

現在、66か所が事業中でございます。未着手の

７か所につきましては、令和５年度に抜本的な

対策が厳しい箇所は、暫定的な対策ということ

で、来年度までには全体の箇所に着手をしたい

と考えております。

完成のめどにつきましては、道路改良や街路

の整備、用地取得が絡むものもございまして、

時間のかかるところも多少ございます。

○重松委員 地元でもいろんなところで要望が

ありますので、しっかりと進めていただきたい

と思います。

それから、信号機の改良について、矢印をつ

けてほしいというところも何箇所かあって、ど

うしても道路幅が足らなくて矢印が出せないと

いうお話もあるんですけれども、そういうこと

もひっくるめて検討されるものなんでしょうか。

○東道路保全課長 先ほどの決算特別委員会に

関する報告は歩道についてですけれども、今の

お話は交差点の改良のケースでございまして、

国庫補助の対象となります交通安全施設整備事

業で対応しているところでございます。また、

御要望等が多い信号機については、県単の交通

安全の事業の中で交通安全対策として進めてい

るところでございます。

○来住委員 通学路交通安全プログラムという

のが各市町村で作られて、それに基づいて進め
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ていくというふうになっているんです。それで、

僕がちょっと気になるのは、志布志道路が都城

市の乙房まで部分開通して、すごい交通量になっ

ていて、特に乙房の県道の交差点はとにかく大

型車が多くて、しかも小学校に100メートルか200

メートルというところで、安全柵がないわけで

す。それを前から要望されているみたいなんで

すけれども。

各市町村の段階で通学路交通安全プログラム

ができていくと思うので、県はなかなかそれが

つかみにくいと思うんですが、市町村でどうやっ

てこれを作るのかというのが気になっているん

です。

例えば乙房の信号の渋滞というのは、志布志

道路があそこまで開通すると相当な量になるだ

ろうと前から想像がついたんですけれども、な

ぜそれが早くできないのか。いまだにできてい

ないんです。どうも聞く話では、５月頃にでき

るとかいう話なんですが、入学式がもうすぐそ

こになっているし、そういう意味で、通学路交

通安全プログラムというのがどうやって作成さ

れるのかというのが、ちょっと気になるところ

です。

○東道路保全課長 このプログラムにつきまし

ては、各小学校区単位で作成しておりまして、

保護者、ＰＴＡ、道路管理者等おりますけれど

も、各市町村でやり方はそれぞれであります。

一例で申しますと、保護者やＰＴＡから、ここ

の箇所にこういった防護柵がほしいとか、御要

望が上がってきまして、それぞれの道路管理者、

警察、学校関係者とで、毎年、点検、合同パト

ロールをやっております。パトロールをやった

結果、現場的にすぐやらないといけないところ、

やれるところ、ちょっと時間がかかるところ、

そういったところをまとめてプログラムに反映

させて、公表されております。

それを受けて、各道路管理者が予算要求─

各土木事務所から要求が上がってきまして、優

先度をつけて早くやらないといけない箇所は、

単独で手当てできるところは単独費、予算がか

かるところについては次年度以降の補助要求と

いう形で対応しているところでございます。

○山内副委員長 道路の巡視、巡回パトロール

の事業、道路維持費に関連しての質問なんです

けれども、今年度、委員会で北海道の室蘭工業

大学に視察をさせていただいて、ＡＩを活用し

て車載カメラで道路の状況をデータ化してデー

タベースを作って維持管理するというような技

術を見てきました。補修の優先度に関しても、

そういうデータを活用することで住民の理解も

得られやすい、客観的な判断もできるというよ

うな御説明がありました。こういった部分にも、

ＡＩとか、ＩＴを活用するような時代にもなっ

てきているのかと思うんですけれども、御検討

はされているんでしょうか。

○東道路保全課長 道路の巡視・巡回について、

現在、毎日パトロールしておりまして、ポット

ホールがあったり、段差があったり、いろんな

危険情報等がございます。そういった情報をス

マホのアプリ等を活用しながら報告いただいて、

その報告があった箇所を年間を通して整理して

いくと、道路の傷んでいる箇所がどこかとかが

分かるようになっております。そういうものを

活用しながら、新たな長寿命化計画にも反映さ

せております。また、山を切ってコンクリート

で吹きつけしている箇所が老朽化して、近年ク

ラック等が発生しているところを国の基準に基

づいて点検していますが、昨年、ＲＩＣＯＨか
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ら、そういった点検の結果を活用して勉強した

いというお話がございまして、最新のカメラ技

術で点検結果を再度見てみたら、カメラで十分

把握できるといったところがございました。今

後、そういったいろんなＩＣＴの技術も用いな

がら、今後の道路管理に生かせていけたらと思っ

ているところでございます。

○山内副委員長 ぜひお願いします。

○坂口委員 点検した結果、セーフティコーン

とか、トラロープを張っているところが何年も

そのままのところがあるんです。見てみると、

確かにガードレールを２メートルぐらい延ばす

のに、ここに工事を入れたら相当な単価高にな

るというようなところではあるんですけれども、

ここらもやっぱり、飛び込んだ実績がある場所

とかが結構あるもんですから、思い切ってまと

めて発注するとか、一遍にやられるといいかも

分からないです。一つ一つやると、なかなか大

変かと思うので、これをちょっと検討していた

だきたい。

○東道路保全課長 最後の私の仕事として、ぴ

しゃっとそこをやります。

○西村委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、以上で、道路建設課、道路保全課、

高速道対策局の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前10時43分休憩

午前10時45分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、河川課、砂防課、港湾課の審査を

行います。

議案に関する説明を求めます。

○山浦河川課長 当課の令和５年度当初予算に

ついて御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の387ページをお開

きください。

当課の当初予算額は174億6,046万5,000円であ

ります。

以下、主なものを御説明いたします。

389ページをお開きください。

初めに、一番下の（事項）ダム施設整備事業

費５億6,900万円であります。

次の390ページをお開きください。

これは、ダム管理施設の改良や更新を行い、

機能の向上を図るものであります。

次の（事項）公共河川事業費32億2,285万9,000

円であります。これは、国の補助により実施す

る河川改修などに要する経費であります。

次に、391ページを御覧ください。

上から２番目の（事項）県単河川改良費３億314

万7,000円であります。これは、国の補助対象と

ならない河川改修や堆積土砂の除去などを実施

するものであります。

次に、392ページをお開きください。

一番下の（事項）直轄河川工事負担金７億3,989

万5,000円であります。これは、国が実施する大

淀川などの直轄区間の河川改修や岩瀬ダム再生

事業に対する県の負担金であります。

次に、394ページをお開きください。

一番下の（事項）公共土木災害復旧費102

億3,400万円であります。これは、道路や河川な

どの公共土木施設が被災した場合の復旧に要す

る経費であります。

予算関係につきましては、以上であります。

○行田砂防課長 当課の令和５年度当初予算に

ついて御説明いたします。
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お手元の歳出予算説明資料397ページをお開き

ください。

当課の当初予算額は49億2,323万9,000円であ

ります。

以下、主なものを御説明いたします。

399ページをお開きください。

まず、一番下の（事項）公共砂防事業費25

億7,137万9,000円であります。これは、土石流

のおそれがある渓流での砂防堰堤などの整備や

地すべりのおそれがある箇所での対策工事を行

う事業であります。

400ページをお開きください。

一番上の（事項）公共急傾斜地崩壊対策費17

億5,948万5,000円であります。これは、急傾斜

地の崩壊のおそれがある箇所での擁壁工・のり

面工などの整備を行う事業であります。

次に、（事項）県単公共砂防事業費１億5,280

万円であります。これは、国庫補助の対象とな

らない小規模な砂防工事を行う事業であります。

一番下の（事項）県単公共急傾斜地崩壊対策

事業費１億2,745万7,000円であります。これは、

既存の急傾斜地崩壊防止施設の維持修繕に係る

工事などを行う事業であります。

401ページを御覧ください。

一番上の（事項）直轄砂防工事負担金２億2,843

万3,000円であります。これは、霧島火山群から

の土砂流出による被害を防止するために国が実

施する直轄砂防事業に対する負担金であります。

最後に、土砂災害防止啓発推進事業費185

万7,000円であります。これは、土砂災害に関す

る防災知識の普及・啓発活動などに要する経費

であります。

○松山港湾課長 当課の令和５年度当初予算に

ついて御説明いたします。

歳出予算説明資料の403ページをお開きくださ

い。

当課の当初予算額は、一般会計55億2,257万円、

港湾整備事業特別会計15億５万9,000円、一般会

計と港湾整備事業特別会計を合わせまして70

億2,262万9,000円であります。

以下、主なものを御説明いたします。

405ページをお開きください。

まず、一般会計であります。

下から２番目の（事項）空港整備直轄事業負

担金４億1,573万円であります。これは、宮崎空

港の耐震化等に係る直轄事業に対する負担金で

あります。

次に、406ページをお開きください。

一番上の（事項）公共海岸保全港湾事業費６

億7,725万円であります。これは、台風等により

海岸に漂着した流木等の処理や海岸の津波対策

を行うための経費であります。

次に、一番下の（事項）港営費３億4,905

万1,000円であります。これは、県内港湾施設の

管理運営やポートセールス活動等に要する経費

であります。

次に、407ページを御覧ください。

一番上の（事項）港湾維持管理費５億1,603

万6,000円であります。これは、岸壁や臨港道路

等の港湾施設の維持補修に要する経費でありま

す。

次に、下から２番目の（事項）港湾調査費２

億1,600万円であります。これは、船舶等の安全

な航行のための深浅測量や港湾に関する調査等

を行うための経費であります。

次に、408ページをお開きください。

一番上の（事項）直轄港湾事業負担金６億270

万円であります。これは、細島港及び宮崎港の
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防波堤等の整備に係る直轄事業に対する負担金

であります。

次に、一番下の（事項）公共港湾建設事業費13

億2,677万7,000円であります。これは、国庫補

助及び交付金事業により防波堤や岸壁などの整

備を行うための経費であります。

次に、409ページを御覧ください。

中ほどの（事項）港湾災害復旧費７億4,741万

円であります。これは、公共港湾施設が被災し

た場合の復旧に要する経費であります。

一般会計については、以上であります。

次に、410ページをお開きください。

港湾整備事業特別会計について、主なものを

御説明いたします。

まず、一番上の（事項）細島港管理運営費２

億2,483万7,000円であります。これは、細島港

の荷役機械、引き船等の管理運営に要する経費

であります。

次に、一番下の（事項）宮崎港管理運営費１

億6,441万4,000円であります。これは、宮崎港

のフェリーターミナルビル、マリーナ等の管理

運営に要する経費であります。

次に、411ページを御覧ください。

中ほどの（事項）細島港整備事業費８億1,000

万円であります。これは、細島港の港湾機能施

設の整備に要する経費でありますが、細島港で

整備しております岸壁の背後埋立地を造成する

ほか、荷役機械の整備、修繕等に要する経費で

あります。

次に、下から４段目の（項）公債費２億1,164

万7,000円であります。これは、荷役機械や上屋

等の港湾機能施設の整備に要した起債の元利償

還に要する経費であります。

港湾整備事業特別会計については、以上であ

ります。

○西村委員長 執行部の説明が終わりました。

質疑はございませんか。

○野﨑委員 前にも聞いたことがあるんですけ

れども、393ページの河川課の河川パートナー

シップ事業の件でよろしいですか。

この事業は、いろんな自治会とかでそれぞれ

仲間をつくって河川の草刈りをすると思うんで

すが、多分面積で報奨金の単価を出している。

例えば、そこを５人でやる団体もあるし10人で

やる団体もあるけれども、多ければ多いほど単

価を時給とか日給に換算すると、最低賃金を割

るぐらいになっているので、見直しは考えてい

らっしゃらないのかなというのが一つです。

○山浦河川課長 委員の御指摘のとおり、この

河川パートナーシップ事業というのは、美しい

宮崎づくりを推進するという事業でございまし

て、近年、特に燃料の価格高騰でありますとか、

コロナの影響もありましてボランティア団体の

減少等というのも少しある中で、やはり報奨金

の見直しについては必要かなということで、令

和５年度にはボランティア団体の方々の意見も

聞きながら検討も必要かなと考えております。

○野﨑委員 もう１点は、河川もダブって管理

しているところがありまして、例えば、パート

ナーシップで刈った後に、また宮崎市が何日か

後に刈るという非常に無駄にダブってやってし

まっていることがあるので、できれば各自治体

との管理の情報共有をしてもらって。刈った２

～３日後にまた宮崎市が刈るという場所もあり

ますから、そうすると非常に無駄に重複するの

で、そこら辺の状況というのはどうなっている

んですか。

○山浦河川課長 河川の堤防で市道との兼用道
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路については、道路管理者でのり肩の部分を草

刈りすることになっておりまして、基本的には

事前にその調整は各事務所で行うような形で考

えているんですけれども、毎年、年度当初にボ

ランティア団体の方との説明会等を開催いたし

ますので、そういった形の御意見を踏まえまし

て、今後、調整していきたいと考えております。

○野﨑委員 業者に頼む単価の多分半額以下で

河川パートナーシップ事業はやっていると思う

んですよ。やはりそこの見直しを県でしっかり、

考慮してもらって単価を上げてもらうといいな

と、要望で終わりますけれども、以上でござい

ます。

○山内副委員長 今の事業に関連してなんです

が、宮崎市内の別々の地域の方から、これまで

地元でやってきたけれども、お金をもらっても

もう高齢化でできる人もいないというような御

相談で、草がぼうぼうになってきて、県で刈っ

てもらえないだろうかと。県も予算が限られて

いて厳しいという事情もすごく分かるんですけ

れども、これからそういう場所がどんどん増え

ていくのではないかなと思うんですが、どうい

うふうに御検討されているのか教えてください。

○山浦河川課長 そういう意味でも、野﨑委員

から御指摘のありました報奨金の見直しであり

ますとか、そういったものの検討が必要なのか

なということで考えております。

○重松委員 砂防課でしょうか。400ページの公

共急傾斜地崩壊対策事業費になるのかどうか。

よく家の裏山から大きな木が倒れてきたりとか、

土砂がどんどん流れてきたりとかという話が

あって非常に不安を持っていらっしゃる、とこ

ろがその裏山は自分の土地でもないし、地権者

とか地主が調べられないので工事ができないと

かいうことの対策はどのようにされるのかなと

思いまして、お尋ねいたします。

○行田砂防課長 家の裏側で危険なところがあ

れば、当然、急傾斜地崩壊対策事業ということ

で整備を進めます。それは当然、用地を取得し

た上で県の施設として整備をします。

ただ、委員おっしゃられるように、所有者が

不明で用地の取得が難しい場合は、急傾斜の事

業ではなかなか難しいので、いろんな事業をもっ

ている林務や市役所と情報共有して、やれる事

業でやっていくということになると思います。

○重松委員 承知しました。よろしくお願いい

たします。

○西村委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○山浦河川課長 委員会資料の22ページを御覧

ください。

高潮浸水想定区域の指定について御説明いた

します。

まず、取組の背景でございます。

平成27年５月に水防法が改正され、高潮に係

る浸水想定区域を示すこととなり、本県では、

日向灘沿岸におきまして高潮浸水想定区域図を

作成し、令和３年３月に公表しております。

今回、国において、これまでの検討実績や研

究などによる知見を踏まえ、作成手引きの改定

がなされたことから、区域図の見直しを行い、

高潮浸水想定区域の指定・公表を行うこととし

ております。

今回の主な見直し点としましては、台風の移

動速度を複数設定し、検討したところです。

まず、高潮浸水想定区域図の概要でございま
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す。

資料23ページを御覧ください。

これは、日向灘沿岸の高潮浸水想定区域図で

ございます。県北、県央、県南の３か所につい

て、事例として拡大して載せております。北か

ら、漁港の例としまして土々呂漁港付近、河川

の例として一ツ瀬川河口付近、そして、港湾の

例として外浦港付近です。

また、右下に凡例を載せておりますが、黄色

から赤紫までの７段階で浸水の深さに応じた区

分を着色しております。

資料22ページに戻りまして、高潮浸水想定区

域図の作成に当たっての検討条件は、日本に接

近した過去最大規模の台風を想定し、中心気圧

は室戸台風級、半径は伊勢湾台風級を想定して

います。

また、沿岸10市町ごとに最大の高潮を発生さ

せる台風の経路を想定し、主要な河川では高潮

と同時に河川からの洪水や堤防などの決壊を見

込んだ上でシミュレーションを実施しておりま

す。

公表内容は、浸水想定区域、浸水した場合に

想定される水深、浸水継続時間であります。

次に、今後の取組についてでありますが、県

としましては、関係する沿岸の10市町が指定・

公表した高潮浸水想定区域図を基に取り組む高

潮ハザードマップ作成に、技術的支援を行って

まいります。

なお、関係市町は記載しております延岡市を

はじめ10市町です。

最後に、指定・公表日についてであります。

今後、手続を進め、令和５年５月に指定、告

示を行い、関係市町へ通知し、県のホームペー

ジなどで公表する予定でございます。

○西村委員長 説明が終わりました。

質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、以上で、河川課、砂

防課、港湾課の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前11時４分休憩

午前11時６分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、都市計画課、建築住宅課、営繕課

の審査を行います。

議案に関する説明を求めます。

○黒木都市計画課長 当課の令和５年当初予算

について御説明します。

お手元の歳出予算説明資料413ページをお開き

ください。

当課の当初予算額は26億307万8,000円であり

ます。

以下、主なものを御説明いたします。

415ページをお開きください。

一番下の（事項）住みよいふるさと広告景観

づくり事業費4,957万9,000円であります。これ

は、屋外広告物監視員がパトロールを行い、監

視・指導するためなどの経費であります。

次に、416ページをお開きください。

一番上の（事項）都市計画に関する基礎調査

実施事業費8,390万円であります。これは、都市

計画の適切な見直しを行うために実施する調査

で、都市計画区域内の人口や土地利用、建築物

の現況等について調査・分析するための経費で

あります。

次に、その下の（事項）津波防災地域づくり

推進事業費1,800万円であります。説明欄にあり
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ます新規事業、津波防災地域づくり推進事業に

つきましては、後ほど常任委員会資料にて御説

明いたします。

次に、その一つ下の（事項）美しい宮崎づく

り推進事業費2,859万6,000円であります。説明

欄にあります、改善事業、持続可能な「美しい

宮崎づくり」推進事業につきましては、後ほど

常任委員会資料にて説明いたします。

次に、417ページを御覧ください。

一番上の（事項）公共街路事業費９億7,618

万5,000円であります。これは、都市における安

全で円滑な交通の確保や、良好な市街地の形成

を図るため、街路の整備を行う経費であります。

次に、その一つ下の（事項）公共都市公園事

業費５億7,475万円であります。これは、老朽化

した公園施設の更新などを行うための経費であ

ります。

歳出予算説明資料の説明は、以上であります。

続きまして、委員会資料14ページを御覧くだ

さい。

新規事業、「津波防災地域づくり」推進事業で

あります。

予算額は1,800万円であります。

まず、事業の目的でありますが、本事業は、

津波防災地域づくりに関する法律に基づき、津

波災害警戒区域の指定を進めるため、区域の指

定に必要な公示図書の素案を作成するものであ

ります。

次に、事業の概要であります。事業の仕組み

につきましては、津波に関する技術的知見を有

する建設コンサルタントへの業務委託を想定し

ております。事業内容につきましては、既に公

表されている本県の津波浸水想定を踏まえて、

津波災害警戒区域の指定に必要な基準水位─

これは、資料右側の図にありますとおり、建築

物等による津波の堰上げを考慮した水位であり

ますが─その基準水位の値を精査・確定させ、

区域の指定公示に必要となる津波災害警戒区域

の位置図及び区域図の素案を作成するものであ

ります。

成果指標につきましては、令和５年度中に津

波による浸水が想定されている面積１万4,360ヘ

クタールの区域を対象に、公示図書の素案を作

成することとしております。

なお、本事業により作成した図書の素案に基

づき、関係市町との協議等を進め、令和７年ま

でに津波災害警戒区域指定を目指すこととして

おります。

最後に、事業の期間につきましては、令和５

年度の１年間を予定しております。

続きまして、委員会資料15ページを御覧くだ

さい。

改善事業、持続可能な「美しい宮崎づくり」

推進事業であります。

予算額は2,859万6,000円であります。

まず、事業の目的でありますが、現在、県民

一体となって取り組んでいる美しい宮崎づくり

について、植栽活動等による景観保全に加え、

美しい景観の観光等への活用や人材の育成など

を総合的に推進することで、美しい宮崎づくり

を持続可能な取組とすることを目的としていま

す。

次に、事業の概要でありますが、まず事業の

仕組みは、学校や団体への補助と民間への委託

を考えております。事業内容は、まず①美しい

景観の保全・創出では、民間活力による景観形

成を促進するため、ビューポイントの整備や景

観形成活動等に取り組む活動団体への補助や、
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クラウドファンディングによる資金調達支援な

どを行ってまいります。

②美しい景観を活用した観光推進では、県民

投票により景観50選を選出し、県内外に広く発

信するほか、それらをめぐるツアーの造成等に

取り組むことにより、コロナ禍でダメージを受

けた観光復興を図ってまいります。

③美しい宮崎づくり人材育成では、景観学習

を実施する学校に補助し、未来の担い手の育成

に取り組むほか、美しい宮崎づくりに取り組む

団体等の表彰などで意識の醸成を図ってまいり

ます。

次に、成果指標でありますが、美しい宮崎づ

くり活動団体登録数を令和７年度までに450件、

景観学習を受けた生徒の意識向上率80％以上を

目指します。

最後に、事業の期間につきましては、令和５

年から７年度を予定しております。

○巢山建築住宅課長 当課の令和５年度当初予

算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の419ページをお開きくださ

い。

当初予算額は26億9,332万6,000円です。

以下、主な事業について御説明します。

421ページをお開きください。

一番下の（事項）建築確認指導費2,407万2,000

円です。これは、建築物の建築確認、許可及び

検査等に要する経費です。

422ページをお開きください。

一番上の（事項）建築物防災対策費5,575万円

です。これは、地震や崖崩れ等による建築物の

被災を未然に防止するための対策等に要する経

費です。

423ページを御覧ください。

一番上の（事項）県営住宅管理費12億3,602

万7,000円です。これは、県内に約8,800戸あり

ます県営住宅の管理に要する経費で、入退去管

理や建物の維持管理・修繕に要する経費などで

す。

次に、その下の（事項）公共県営住宅建設事

業費11億5,893万1,000円です。これは、県営住

宅の整備に要する経費で、宮崎市の出来島団地

の建て替えを進めるとともに、既存の団地の外

壁改修やバリアフリー化などを行うものです。

予算関係につきましては、以上です。

続きまして、委員会資料の18ページを御覧く

ださい。

議案第22号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」について御説明いたします。

１の改正の理由は、建築分野での省エネ対策

を加速するために建築基準法等が改正されたこ

とに伴い、所要の改正を行うものであります。

２の改正の内容であります。（１）の説明の前

に、19ページのイメージ図を御覧ください。

既存建築物の外壁の外側に断熱層を設けたり、

屋上に省エネ設備の設置を行ったりすることに

より、建築基準法で定める容積率や高さの制限

を超える場合があります。

このたび、省エネ対策を加速させるために、

このような場合においては、認定や許可により

緩和できるよう建築基準法が改正されたことか

ら、それに対応するための改正となります。

戻っていただきまして、18ページを御覧くだ

さい。

（１）の省エネ改修等に係る高さ制限の特例

許可等の申請手数料の新設は、建築物の容積率

の特例認定申請手数料、第一種低層住居専用地

域等における建築物の高さの特例許可申請手数
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料及び高度地区における建築物の高さの特例許

可申請手数料を追加するものであります。

（２）のその他は、都市の低炭素化の促進に

関する法令に基づき、市街化区域等において、

二酸化炭素の排出の抑制に資する建築物を低炭

素建築物として認定する制度がございますが、

このたび、認定のための省エネルギー性能の評

価方法が改正されたことに伴い、文言の修正を

行うものであります。

３の施行期日は、（１）が令和５年４月１日、

（２）が公布の日からであります。

○金子営繕課長 当課の令和５年度当初予算に

ついて御説明いたします。

歳出予算説明資料の425ページをお開きくださ

い。

当課の当初予算額は、３億617万8,000円であ

ります。

以下、主なものを御説明いたします。

427ページをお開きください。

一番下の（事項）営繕管理費1,367万2,000円

であります。これは、主に営繕工事に係る設計

書の作成や工事監理などの業務に関する事務経

費でございます。

○西村委員長 執行部の説明が終了しました。

質疑はございませんか。

○山下委員 単純な質問なんですけれども、県

営住宅管理費が12億3,600万円と出ているのです

が、ちなみにこの県営住宅の入居費、家賃はど

れくらい収入が上がるものですか。

○巢山建築住宅課長 家賃の額につきまして

は、19億3,459万3,000円の歳入を予定しており

ます。

○坂口委員 委員会資料の14ページ、「津波防災

地域づくり」推進事業。まず、民間企業への委

託ということで、やっぱりしっかり責任を持て

るというか、本当に正しい精査・確定というも

のができるのかという疑問をどうしても拭えな

いんですよね。

ここに書いてあるように、建築物など、障害

物による堰上げを考慮して値を出すとなってい

るんですけれども、摩擦も水の来る時間差も、

そして押す時間の長さといった要素を入れて出

さないと。こんなのが本当に想定できるのかな

というのが疑問で。それを作ったら見る人、県

民の人たちは信頼せざるを得ないですよね。だ

から、それを本当に信頼して、それを根拠に自

分の身を守るということを考えておけばいいの

かなというのと。これが狂ったら大変ですもの

ね。

僕たちの委員会も去年だったか、その前の委

員会かな。北海道の奥尻なんかも見てきている

んですけれども、あれなんて計算の何倍も狂っ

てますよね。

だから、これはあくまでも参考としての策定

じゃないと、大きい問題を中に持っていそうな

気がして。

さっき高潮の想定がありましたよね。あれが

宮崎は５から７メートルぐらいだったかなと思

うんですけれども、ことごとく高潮の方が高い

という結果が、最初の計画のときは出ていたん

ですが、高潮と津波高とが逆転した場合とか。

今後やっぱり堤防の天端の高さの問題とか、

そこらにこれがどう連動していくのかなと。本

当にコンサルが信頼できるところで、それだけ

のものを完成して上げてくるなら、これ基準の

防災というものが始まらざるを得ないと思うん

です。これ、出た結果に我々はどれぐらいの信

頼というか、重きを置けばいいのかなというの
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がちょっと分からないんです。

○黒木都市計画課長 まず、津波の考え方なん

ですけれども、これは内閣府が南海トラフ巨大

地震モデル検討会というのを実施しておりまし

て、その中で11ケース、津波の考え方を示して

おりまして、その中の本県の沿岸に大きな影響

を与える２ケースと、日向灘を中心に発生した

断層破壊が周辺領域に影響して広がる宮崎県独

自のモデル、この３ケースを重ね合わせまして、

最大クラスの津波と想定しております。まずそ

れが１点。

あとは、その条件のときに、地震によりまし

て宮崎県沿岸の満潮位とか、そこが一番高いと

きに津波が起こるという想定と、あと陸域にお

いて地盤高が地震によって地盤沈下をしている

という悪条件の下で、最大の津波が来たときに

どうなるんだというのを想定しておられます。

その中で、そういう堰上げ効果も含めまして、

国が算定している津波の流速と津波浸水深、こ

れを要素にした計算式によりまして堰上げ高を

決めるわけなんですけれども、津波想定は、津

波防災対策を進める上での基準値となるもので

すから、その使い方について市町と慎重に検討

していきたいと考えております。

○坂口委員 その基準値は使えないんじゃない

かなと思うんです。浸水の進み方自体ですら、

まずそこから想定で入っていって、ひょっとし

たら、こちらの方がうんと早く行って、もう引

いてくるかもしれない。そうすると、あくまで

も堰上げはやっぱり摩擦と押すエネルギーに

よっての堰上げでしょうから、エネルギーは時

間も、その勢いも、ことごとく違ってきますよ

ね。水が前に進もうとするエネルギー、それか

ら、摩擦力なんていうのは、そこにある障害物

でことごとく違うもんですよ。それを何らか、

一旦決めて、それを基にまた仮の数字。仮の数

字の集合体です。だから、本当に信頼できるの

かということ。

今度はそれを基本に、また次の防災の、特に

ハード整備なんかをやっていくとなると、後で

やっぱり全く違っていたということにつながる

おそれもあるんじゃないかな、本当にこれ信頼

していいのかなと。あくまでも学者の一つの計

算式を示してみましたよじゃないのかなと思い

ます。

宮崎県も防災庁舎や県立宮崎病院を建設する

ときに、同じ専門家が出した数字が何か月かの

間に50センチぐらいすぐ違いましたよね。だか

ら、本当に信頼できるのかどうか。やらなきゃ

いけないけれども、今度は出た結果をどう位置

づけるのかって。それを信頼してそれを基準に

次の対策に入りますよっていうんだったら、やっ

ぱり僕は、将来問題を残さないかなって気がす

るんです。くどくなりましたけれども、この出

てくる数字は信頼度があるものなのか、ないも

のなのか。

精度というか。そのとおり津波って動くもの

なのか、僕は絶対違うと思うんですよ。海岸に

到達する時間からもう違ってくるから。

○黒木都市計画課長 先ほども申しましたけれ

ども、いろんなケースが想定されまして、地域

の条件も、例えばこういう町場で建物がいっぱ

い建っている際には、それを河川の外って言い

ますが、河川の下の方に摩擦係数を考慮してあ

りますので、かなり精度としては高いものと考

えております。今、全国39道県がこの津波浸水

想定を発表しているんですけれども、そのうち

の20都府県が、既にもうこの津波浸水警戒区域
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を指定しているということもございますので、

宮崎県としても取り残されないように取り組ん

でいきたいと思っております。

○坂口委員 言われることはよく分かるんです

よ。だけど、せっかくやるなら信頼できるもの

でないとあだにならないかなという心配。それ

と、それが本当に信頼できるのなら、最初一番

の問題で、市町村がなかなか厳しいよと言って

いたのが不可能地域ですよね。対応ができない、

津波は防げないんだという地域を市町村長は指

定しろということがありましたよね。何とか不

能地域というんですか、対応ができない、浸水

対策を講じられない地域を黒塗りかなんかする、

それは市町村長がやるんだよというのがあった

んです。今度はそれもやらなきゃ。そんだけ信

頼できるものなら。その指定が本当にできるの

かとか、いっぱい問題を含んでくるのかなって

気がするんです。

やっぱり今言われたように、やらなきゃしよ

うがないというのも分かるけれども。例えば、

昔の外所地震をシミュレーションしたとき、そ

のとおりにいくかということです。だから、や

りようでは、何をどう入力するかで物すごく変

わってこないかなという気がしています。

これちょっと、内部に問題含んで─あくま

でも参考の一つなら分かるんですけれども。コ

ンサルなりでそういったものにたけた業者に調

査させるんだって言ってるけれども、果たして

そういったものにたけたというか、答えきれる

ようなコンサルというのがあるのかどうかとい

うことです。一つの説を立てるという域を出な

いんじゃないかって気がするんですよ。

僕はどうもこれ不安なんですよね。それをやっ

て信頼させた途端にやっぱりあだにならないか

なという、言いがかりみたいに聞こえるかもし

れないけれども、不安を持っているんです。本

当に計算できるのか、それ。やれるんですか。

○西田県土整備部長 委員御指摘のとおり、例

えば、堰上げの考え方等も、粗度であるとか流

速であるとか、そういったものが一つ一つ複雑

に影響し合って、干渉し合って、堰上げ高は決

まってくるというところで、粗度が高ければ当

然流速が弱まりますし、エネルギー一定速でい

きますと、今度は高さが当然上がってくる、と

いったことが考えられます。

１万4,360ヘクタール、それぞれの場所で細か

く粗度を調べながら、そのときのいろんなシミュ

レーションをしながら、津波の方向、どこから

来るのかとか、そういったものを細かくやれば、

無数にいろんなパターンが出てくるのではない

かなというのが委員の御指摘で、これは全くそ

のとおりではありますが、あくまで現在得られ

た知見に基づいて、現在の最高精度に基づく計

算手法で設定をするということです。これはあ

る意味、国の機関なりがそういう手法を確立し

たのでありますけれども、県として、その最新

の知見に基づいて設定をするということで、そ

れを信頼をして、今後、各種施策、区域の設定

であるとか、高さの設定を行ってまいりたいと

思っております。

これは、いつの時代も最新の知見に基づいて

やっていることで、新たなとてつもない地震が

予想されるとか、遠い将来においては見直しの

可能性もあるのかもしれませんけれども、現段

階におきましては、最新の知見に基づいた信頼

できる計算手法に基づいて行うというところで

御理解をいただきたいと思っております。

○坂口委員 今の理解のしようではそれしかな
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いと思うんですね。現実に、何かをやるとなっ

たとき、今、最も信頼しているもの、それを基

に計算してまいりますという以外の説明はない

と思うんですけれども。今言われたように、想

定している以上の地震が来たとかそんなのは別

にして。想定している地震でいいんです。ただ、

それを基に幾らどういうことを詰めていっても、

一つの例としての高さでしかないという説明で

ないと。これが正しい高さなんだというのは大

きく間違うものです。さっきも言いましたよう

に、奥尻は、湾の入り口での高さが、あのとき

８メートルだったかな。奥の方では30何メート

ルになっているんです。どんな計算をしても、

あんな単純な島でそんな堰上げするぐらいのエ

ネルギーは出てこないと思うんです。

それに、いつも今回の地震で津波の心配はあ

りませんなんて言うけれども、津波があるかな

いかもわからないわけで。あったときは、高さ

よりも押してくる時間、そしてエネルギー。だ

からそんなのを考えたときに、あくまでも参考

の一つという域を出ないマップしか出ないん

じゃないかなという気がするんです。

参考として、今一番信頼できる、平均的な考

え方で信頼できる図面がこれです、じゃないと、

何か間違いそうな気がして。そこのところを言っ

ても、言う意味も通じないかもわからない、考

え方も違うかもわからないけれども、何かちょっ

と違うような、一つの例としての防災マップし

か出ないような気がして。

これでやめますけど、何かこれ心もとないん

です。何か一つ要素を変えれば、必要な入力の

数字でも一つまた違うのを想定すれば、うんと

変わってくるような気がして。これはもうこれ

で答弁は結構です。

○山内副委員長 関連して伺います。

危機管理課に、特定避難困難地域というのは

今のところ宮崎県にはないということを伺って

いるんですけれども、例えばこの推進事業によっ

て、基準水位が試算で値として出てきたときに、

実はやっぱり避難が難しい地域が出てきたとか、

もしくは今の堤防の高さとかでは、避難の高さ

が確保できないので公共事業、県としてのハー

ド対策事業をしないといけないというようなこ

とが出てきたりするものなんでしょうか。

○黒木都市計画課長 先ほど言われた避難困難

地域につきましては、市町の方で、避難山とか

避難ビルを指定しておりまして、今はないとい

うことになっております。

その施設の高さについても、今、津波浸水の

高さが公表されておりますので、これに市町村

独自で─例えば消防庁から津波の浸水深プラ

ス二階以上にビルを定めなさいとか、高さを定

めなさいということが出されているので、二階、

三階ぐらいの高さのところに避難施設をつくっ

ております。

ですので、今回堰上げ高が加わったとしても、

その高さは多分大丈夫じゃないのかなと聞いて

おります。

○山内副委員長 はい、わかりました。

○西村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、以上で、都

市計画課、建築住宅課、営繕課の審査を終わり

ます。

暫時休憩いたします。

午前11時38分休憩

午前11時40分再開
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○西村委員長 委員会を再開いたします。

各課の説明及び質疑が終わりましたので、こ

れより総括質疑を行います。

県土整備部全般についての質疑はございませ

んか。

○山内副委員長 委員会資料12ページの先ほど

質問させていただいたインフラＤＸ推進事業な

んですけれども、九州トップクラスのＩＣＴ活

用の実施件数を誇るというお話を伺ったり、民

間事業者が機器の確保に関してはレンタルなど

で対応されているというお話でした。先ほどは

納得したんですけれども、例えば事業者の規模

などによってはレンタルできる資金力がある、

もしくは人材力がある一方で、人材確保すらま

まならずに、そういうレンタルの機器を整備す

るお金すらないというところとの格差が広がっ

ていってしまうのではないかなと。そこはどう

なのかなと思ったんですけれども、いかがでしょ

うか。

○中原技術企画課長 このＩＣＴ活用工事を活

用するに当たって、やりますと言った企業に対

しましては諸経費の補正等を行って、レンタル

とかソフトを委託した場合の費用とか、こういっ

たのをカバーできるような別途費用を変更で計

上しているところです。ですから、自分で持っ

ている大きな会社はいいんでしょうけれども、

中小企業においてもそういった費用で持ってレ

ンタル等をしていただいて、活用していただけ

る環境になっております。

○西村委員長 私からいいですか。

昨年の台風第14号からの復旧復興というのが、

新年度の大きな目標というものになっていると

思います。各課それぞれ河川であったり砂防で

あったり様々な対策事業を打っていただいて、

１年でも半年でも早く工事を施工していただい

て、その中山間僻地が少しでも早く回復するこ

とで人口の流出を防いでいくとか、早く家に帰

れるとかそういうことがあると思うんですけれ

ども、発注も工事の施工も、マンパワーも必要

でありますし、県職員の設計のスピードも大事

かと思いますが、現時点で当初予算に向けての

到達度や目標の状況を伺いたいと思います。

○山浦河川課長 災害の復興ということで、２

月10日までで台風第14号関係の災害査定が一応

完了したところでございまして、現在実施に向

けて取り組んでおります。災害復旧に当たって

は、用地買収が必要な箇所を先行的に買収をし

ていきまして、早期の復旧を図っていきたいと。

災害復旧は３年で完成させるというようなこと

もございますけれども、初年度も90億円ほど確

保して、今回の予算でも４年債も30億円確保さ

せていただいておりまして、速やかに執行でき

るよう、関係団体とも協議しながら、不調不落

対策に、復興ＪＶという制度も活用しまして、

一刻も早く被災箇所が復旧できるように努力し

てまいりたいと考えております。

○西村委員長 今回の被災箇所が中山間地が多

いものですからマンパワーの部分もあるし、先

ほど申し上げたとおり、３年も４年も待ってい

れば、その地域の住民がごそっと減ってしまう

可能性もあります。そこで、なるべく前倒し、

前倒しでやっていただきたい点と、先ほど復興

ＪＶの話もありました。地元にとってはマンパ

ワーを補う上で物すごく期待をするところもあ

るんですが、一方では本当に集まっているのか

ということも聞きます。その復興ＪＶに関して

進捗というか、相談もあると思いますが、その

状況はいかがでしょうか。
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○中原技術企画課長 今、２月から復旧復興Ｊ

Ｖの認定の登録を開始したんですけれども、今

現在での11のＪＶが登録済み、もしくは手続中

になっております。今、発注見通しの公表が、

まだ災害分がほとんど出てないものですから、

多分来月以降に大きく出てくると思います。そ

れを見ていただいて、さらに登録が増えるよう、

我々もこの制度の周知に引き続き努めてまいり

たいと考えています。

○坂口委員 関連して、ＪＶについて、地域内

と地域外とのＪＶを想定してなんですが。地域

外の人が、地域内の業者と、しかもランク下の

業者と組むというのが具体的に想定できるかな

と思うんですね。例えば、Ａや特ＡがＢの人た

ちと組もうとしたときに、何らか、地域で堂々

と戦えるだけの評価をもらえるような実績や技

術者、そんなのを持ってなきゃメリットがない

と思うんですね。まずそういったＡやＢの業者

に実績をつけてもらうために、小さい工事を先

行してどんどん出しておかないと。大きい工事

だけじゃ、実績持たない、あるいは満点持たな

い地域内の業者はなかなかよそからスカウトさ

れないと思うんです。思うように進捗しない工

事や被災地がある場合を想定して、ＪＶを達成

できるように、地元の小さい企業があって、そ

こに大手が人も物も持って入ってくることを想

定した発注の仕方というのも必要じゃないか

なって気がするんです。具体的に言うと、その

管内の小さい業者が堂々と地域としての総合評

価などの高い評価を持って、パートナーが自分

に目を向けてくれるものをしっかり持っておか

ないと、外から来たって意味がないんですよね。

総合評価を想定したときに。だから、そこら辺

も想定してやっぱり地域内の人がことごとくい

い評価点をもらえるような業者になれるよう実

績をつけさせてあげるというのが必要かな。そ

して、そういった人たちに、よそからの支援が

入ってきて、具体的な受注に結びつくことがで

きるというようなことが必要かなって気もする

んです。

○中原技術企画課長 今回の復旧復興ＪＶにつ

きましては、Ｂクラス以上の業者を対象にして

おりまして、今、11ＪＶの登録が進んでいるん

ですが、例えば日向市の会社と椎葉村の会社、

もしくは諸塚村の会社と日向市の会社という形

で、日向土木事務所管内の市町村の組み合わせ

がほぼ全てでございます。

我々の目論みとしては、今回、椎葉村、諸塚

村にかなり集中していますので、できれば最初

は日向市の業者の力を借りて、管内業者でＪＶ

を作って仕事していただきたいなと。当然、そ

れでも足りなくなるフェーズが出てくるわけで、

そのときにどうしていくのかというのを、委員

がおっしゃるように総合評価をやめて価格競争

でやりましょう、地域要件がなくなるので優先

的に入っていけるというのも当然あるでしょう

し。ただ、今回のＪＶは必ず地域の会社を１社

入れるような形になっていますので、いろんな

使い方をしていって、多分、管内がパンクすれ

ば必然的にもう外から入ってくる。高鍋とか延

岡から入れるような仕組みづくり、誘導づけを

我々も図っていかないといけないのかなと思っ

ています。

○坂口委員 結局、機動力や人的なパワーが不

足することを想定して、１日でも早く工事を完

成させるというのが目的でのＪＶだったら、地

区外からの応援が入らないとあまり結果的に意

味がないと思うんです。しかしながら、地元の
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人たちは地元で、可能な限りは自分らの責任で

施工をやっていきたいという使命感もあると思

うんです。それをオーバーしたときにどうする

かということがひとつ大きい目的としてそこの

裏にはあるのかなということで。そこで価格競

争で果たしていいのかなって、今後長いスパン

を見たときに。そこらを総合的に考えたときに、

地元で足りない部分をよそから喜んでというか、

希望してそこに目を向けてくれる条件整備、競

争するときに互角に戦えるものを作っていくと

いうのが必要かなって気がします。

○中原技術企画課長 委員御指摘のとおりで、

今回、日向土木事務所と西臼杵支庁の管内を対

象に設定しているんですけれども、今回のＪＶ

の制度説明のときに、その管内以外の業者にも

外から入ってこれるという、この制度の説明を

しっかりしてほしいという要望がありましたの

で、今月宮崎市で、地区外の方を対象に説明会

を予定しております。

今後の動向を見ながら、我々も柔軟に制度の

運用をしていきたいと思っております。

○西村委員長 その他で何かございませんか。

○山下委員 今回の予算の中にも道路補修費が

だいぶ入っていますけれども、今道路を走って

みますと、もちろん高速道路もですが、県道、

すごく路面が傷んでおります。車を運転してい

ると危ないぐらいわだちができているところも

多数あります。新しい道路を作ることも必要な

んですけれども、やっぱり今ある道路で事故が

起きたような報告もあります。なるだけ速やか

にそういうところの補修はやっていただきたい

なと思いますので、よろしくお願いいたします。

○東道路保全課長 本当にありがたい御指摘だ

と思っております。限られた予算ではございま

すが、今おっしゃったようにいろんな老朽化対

策ございますけれども、私もここ２年間で管理

瑕疵、かなりの数を報告させていただきました。

やっぱり路面は一番大事だなと思っています。

区画線が消えている箇所もいっぱいございます

し、草が茂っているところもございますので、

引き続きしっかり県民の皆様に応えるように維

持管理やっていきたいと思っております。

○西村委員長 ほかに何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、以上で県土整備部の

審査は全て終了いたしました。

ここで、今月末で退職される４名の方、西田

県土整備部長、東道路保全課長、巣山建築住宅

課長、斉藤工事検査課長を代表して西田県土整

備部長より御挨拶をいただきたいと思います。

○西田県土整備部長 このような機会を与えて

いただきまして、感謝を申し上げます。今、委

員長からありましたように、私を含め４名の者

がこの春県庁を卒業いたします。長いもので42

年間、この42年というのは本日楽しい発言をし

た道路保全課長でありますけれども、叩き上げ

の道路保全の人間でありました。こういった者

も含め退職をするということであります。昭和、

平成、令和と３つの時代にわたって県土整備行

政を進めてまいりました。恐らく私と同じと思

いますけれども、やり切ったという思いと、こ

こを去るんだというちょっとだけ寂しいそんな

気持ち、大半はほっとしているという気持ちも

多分にあると思います。この１年間、このメン

バーで、さらに本庁、出先合わせて700名の職員

で県土整備行政を行ってまいりました。その間、

商工建設常任委員の皆様におかれましては多大

なる御理解、御指導をいただいておりますこと
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をこの場を借りて厚く感謝を申し上げます。あ

りがとうございました。

私、部長に２年間在籍いたしました。コロナ

禍の中でありましたけれども、国土強靱化の予

算など、そういった追い風もありまして、相当

程度社会資本整備が進んだのではないかと思っ

ております。高速道路をはじめとする国県道の

整備、河川整備、砂防・急傾斜、また港湾の整

備、全て着実に進んだのではないかと思います。

また、国スポ・障スポに向けて各種施設も着々

と進んでいる、そういった状況であります。

しかしながら、本委員会でも話題になりまし

た昨年本県を襲った台風第14号、これは17年ぶ

りの大災害となりました。この災害に対しても、

県土整備部職員一丸となって取り組みまして、

先月上旬に1,400件、県市町村を合わせて公共土

木施設災ありましたけれども、全て災害査定を

完了させたところであります。職員の少ない役

場も含めて多くの職員を派遣したところですけ

れども、そういったところも含めてやり切った

ということは私の大きな喜びであり、また職員

一人一人の自信につながったのではないかと

思っております。引き続き、復興ＪＶ制度など

も活用しながら、早期復旧に努めてまいります。

今回の台風というのは一定程度それまでの防

災対策が功を奏した部分もありますけれども、

浸水した箇所もございます。そういった箇所は

防災に関する予算を最大限活用して、早期対応

を図ってまいりたいと思っております。

そういった県土の強靭化を進めて、県民の安

全安心な基盤づくりをしっかりと残ったこの職

員が進めてまいります。いずれ劣らぬ精鋭たち

でございます。委員の皆様におかれましては、

引き続き、更なる御理解、御指導をお願い申し

上げまして、挨拶に代えさせていただきます。

大変ありがとうございました。

○西村委員長 これまで長きにわたり、宮崎県

の発展のために御尽力いただきまして本当にあ

りがとうございました。今後はぜひ健康に十分

留意されて、県政を温かく見守っていただきた

いと思います。

また、任期いっぱいぎりぎりまで今日いただ

いた皆さんの意見を事業に反映していただきま

すようにお願いを申し上げまして、以上をもち

まして県土整備部を終了したいと思います。本

当にお疲れ様でした。

それでは、暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後０時１分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

採決についてでありますが、委員会最終日に

行うこととなっており、９日に行いたいと思い

ますが、開会時間を13時としたいのですがよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 ないようですので、本日の委員

会を終了いたします。

午後０時１分散会
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午後０時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 西 村 賢

副 委 員 長 山 内 佳菜子

委 員 坂 口 博 美

委 員 二 見 康 之

委 員 野 﨑 幸 士

委 員 山 下 寿

委 員 重 松 幸次郎

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 川 野 有里子

議事課主任主事 木 村 結

○西村委員長 委員会を再開いたします。

議案の採決を行いますが、採決の前に議案に

つきまして賛否も含め、御意見をいただきたい

と思います。

暫時休憩いたします。

午後１時０分休憩

午後１時０分再開

○西村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、採決に移ります。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか。一括がよろしいでしょうか。

〔「個別に」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 一部を個別で、残りを一括採決

したいと思います。

それでは、議案により賛否が分かれておりま

すので、まず議案第１号及び第75号についての

採決を行います。

議案第１号及び第75号につきまして、原案の

とおり可決することに賛成の方の挙手を求めま

す。

〔賛成者挙手〕

○西村委員長 挙手多数であります。よって、

第１号及び第75号については、原案のとおり可

決するべきものと決定をいたしました。

次に、第９号、第10号、第11号、第13号、第14

号、第22号、第39号、第43号、第51号、第52号、

第53号、第55号、第56号、第70号、第71号、第76

号、第77号、第79号、第82号の各号議案につい

て一括して採決をいたします。

各号議案につきましては、原案のとおり可決

することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 異議なしと認めます。よって、

各号議案につきましては原案のとおり可決すべ

きものと決定をいたしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容につきまして御意

見をお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時２分休憩

午後１時２分再開

○西村委員長 それでは委員会を再開いたしま

す。

それでは委員長報告につきましては、正副委

員長に御一任いただくことで御異議ありません

か。

令和５年３月９日(木)
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 それではそのようにいたします。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査については、継続審査といたしたいと思

いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 御異議ありませんので、その旨

議長に申し出ることといたします。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○西村委員長 何もないようですので、以上で

委員会を閉会いたします。

午後１時２分閉会
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商工建設常任委員会委員長 西 村 賢


